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　本稿の目的は，アメリカにおけるテレビジョンネットワーク加盟契約
（affiliation　agreement）を私法分析し，その上でテレビジョンネットワーク
の私法的性格を明らかにする点にある。
　アメリカの商業放送制度は，ネットワークとネットワrク加盟局によっ
て構成されている。ネットワークとネットワークに加盟する放送事業者と
の間には，ネットワーク加盟契約が締結されている。アメリカの商業放送
制度の下においては，ネットワーク直営局を除いて，ネットワークとアメ
リカ各地の放送局とは相互に独立した存在である。従って，ネットワーク
番組がアメリカ各地の放送局において放送されるためには，私法上の契約
が必要となる。ネットワーク加盟契約が締結されてはじめて，アメリカ各
地でのネットワーク番組の放送が可能となる。ネットワーク加盟条約こそ
が，アメリカの放送制度を存立させている基石（c・rnerst・ne）ともいうべき
ものである。
　1945年以降，日本の実定法の中にアメリカ法が多くの分野において入
ってきたω。放送法制もアメリカ法の影響を強く受けた分野である。その
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ため，日本の民間放送の制度は，アメリカの商業放送の制度とよく似た構
造を持つ。
　しかし，アメリカの放送法制と日本の放送法制との大きく異なる点は，
放送ネットワークに関してである。アメリカの1934年通信法303条は，
「委員会は，本章（法）において，別に定める場合を除き，公共の便宜，
利益および必要に基づき，次の各号に掲げる事項を行うものとす」とし，
同条（i）において，「連鎖放送を行う無線局に適用する特別の規則を制定す
る」と規定する。さらに，連邦通信委員会規則73．658は，「加盟契約およ
びネットワーク番組業務」を規定する。すなわち，アメリカの放送法制の
下においては，放送ネットワークはその存在に関して何の疑義も生じるも
のではない。むしろ，ネットワークは，放送メディアの特性からいって，
アメリカの放送制度に欠くことのできない当然に存在すべき放送システム
であるという認識を前提としている。
　これに対して，日本の放送法第52条の3は，「一般放送事業者は，特定
の者からのみ放送番組の供給を受けることとなる条項をふくむ放送番組の
供給に関する協定を締結してはならない」と規定する。従って，日本にお
いては，放送ネットワークは，法制上において承認されたものとは考えら
れていない②。それに代るものとして，事実上，放送系列が存在している。
しかし，改正された放送法は第2条の2において（3），「放送対象地域ごと
の放送系（同一番組の放送を同時に行うことのできる放送局の総体をいう）の数
の目標」を規定しており，これは放送ネットワークを法律的に認める規定
であるとも解釈されうる余地を生じさせることとなった。また，立法論と
しても，放送ネットワークに関する法制上の認知の主張がなされはじめ
た（4）。
　本稿においては，以上のような問題意識の下に，アメリカのテレビジョ
5
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ンネットワーク加盟契約の私法分析を試みた。その上で，テレビジョンネ
ットワーク加盟契約に対する連邦通信委員会規則のもたらす公法規制の影
響を私法の立場から分析した。つまり，アメリカ放送法制を私法的視点か
ら考察した。
（1）田中英夫「日本における外国法の摂取（アメリカ法）」r現代法14』287
　頁（1966）；A．オプラーr日本占領と法制改革』（内藤頼博監）（1990）．
（2）二＝一メディア時代における放送に関する懇談会r放送政策の展望』65
　頁（1987）；園部敏・植村栄治r交通法・通信法』〔新版〕378頁（1984）；
　片岡俊夫r放送概論』　〔増補改訂〕107頁（1990）．
（3）放送法及び電波法の一部を改正する法律（昭和63年5月6日公布法律
　第29号）．
（4）長谷部恭男rテレビの憲法理論』142頁（ig92）．
第1編　アメリカの放送制度
第1章アメリカの放送産業
　放送経営の方式には，商業放送方式と非商業放送方式とがある。商業放
送方式は，放送番組に含まれる時間を広告主に販売して，その対価を収入
源とするものである。アメリカの商業放送や日本の民間放送がこの方式を
採用する。非商業放送方式は，受信料，寄附金，補助金等を収入源とする
ものである。アメリカの公共放送や日本のNHKがこの方式を採用する。
非商業放送方式は，経営主体が国家である場合と公共団体である場合とが
ある。
　非商業放送方式においては，収入と放送番組視聴率ωとが相関関係にな
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い。従って，放送経営における目標は「視聴者の最大化」ではない。商業
放送方式においては，収入と放送番組視聴率とは密接に関連しており，視
聴率は放送番組の媒体価値を表示する唯一の指標となる。従って，放送経
営における目標は「視聴者の最大化」となる（2）。アメリカの商業放送にお
いては，その傾向が顕著である。
　つまり，商業放送は，視聴者の最大化を目標として，視聴者を作り出す
業務に携っており，これらの視聴者への伝搬手段が広告主に対して対価と
交換に販売されるのである（3）。従って，広告主へ販売される放送時間は，
視聴者への伝搬手段としての放送時間である。
（1）　SHERILYN　K．　ZEIGLER＆HERBERT　H．　HowARD，　BRoADcAsT　ADvERT1s！NG　50
　（3d　ed．　1991）．
（2）菅谷実rアメリカの電気通信政策』12頁（1989）．
（3）菅谷・前掲（注2）17頁．
第2章　アメリカの放送における私企業性と自由競争性
　アメリカの商業放送の特徴は，その私企業性と自由競争性とにある。
1920年代に，放送はマスコミニュケーションの手段として注目され，ヨ
ーロッパ諸国では一般に国営化された。アメリカでは放送は規制を受ける
営利事業として位置づけられたω。アメリカは，その建国以来，私企業に
よる自由主義経済をその基本的信条としてきた国家であった。アメリカに
おける私企業はアメリカ的体制の中核単位である。アメリカの放送の私企
業性は，そこでは強い正統性を有している（2）。その事実は，アメリカの私
企業に対して，独占の排除と自由な競争とを要求してきた。
　　　　　　　　　　　　　　－　7　一
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　アメリカの放送事業の私企業性は，アメリカの放送制度を確立した
1927年無線法の制定時にはすでにゆるがぬ基盤を確立していた（3）。すな
わち，1920年にアメリカで最初のラジオ放送を開始したKDKAは，ウェ
スティング・・ウス社の子会社であり，ウェスティング・・ウス社のKDKA
設立の目的は，KDKAを通じて自社のラジオ受信機を販売することにあ
った（4）。また，1922年，ニューヨークのWEAFは時間販売方式による放
送を開始したが，WEAFはAT＆Tの所有放送局であり，AT＆Tの
WEAF設立の目的は，　WEAFをAT＆Tの郊外電話局として電話事業の
一環として運営することにあった（5）。つまり，1927年無線法は，アメリ
カの基本信条たる自由主義経済を背景として，私企業としての放送企業の
確固たる存在を前提として制定されたものである（6）。
　アメリカの放送の私企業性に基づく自由競争性に関して，1941年に連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，邦通信委員会が発表した「連鎖放送に関する報告書」（Rep・rt・n　Chain
Broadcasting）は，結論の章で次のように述べている。「我々は規制を限定
しようと努めてきたし，特に競争的市場の維持の確保に骨を折ってきた。
ラジオ放送は競争的産業である。議会は通信法の中でそのように宣言した。
そして，物理的な制約の中にあっても可能な限り最大限の競争を要求した。
もしも放送産業が競争的基盤の上でやっていくことができないならば，そ
して，もしも我々が評価してやまない競争に対する実質的な制限が放送産
業にとって不可欠であるのならば，そのときは我々は放送が当然に競争的
産業ではないと素直に認める。もしもそうであるのなら，聴取者や広告主
や消費者を保護すべき適切な保護手段を以って非競争的産業にふさわしい
規制を承認しかつ命じるために，通信法は修正されるべきであると我々は
忠告する。しかし，我々は，公正な基準を与えられた競争こそが公共の利
益を最も保護するであろうと信じる。これこそがアメリカ的体制である
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（Th。・i・・h・Am・・ican　Sy…m．）」（7）。
　アメリカの放送の自由競争性について，免許の交付に関して，連邦最高
裁判所は1940年にFederal　Communications　Commission　V．　Sanders
Bros．　Radio　Station事件において，「1934年通信法153条（h）は，ラジオ
放送事業者が公衆通信事業者ではなく，従って，放送の分野が自由競争の
分野であることを認めている」（8）と述べている。
　また，1958年，コロンビア特別区控訴裁判所はCarroll　Broadcasting
Co．　v．　FCC事件において，「議会は自由な競争が放送産業を発展させると
決定した。我々は，すべての免許の付与について考えうる経済的影響を評
価することが委員会に義務として負わされるものではないと考える」（9｝と
述べる（lo）。
　アメリカの放送における私企業性およびそれに基づく自由競争性は，ア
メリカの放送制度を貫く基本的特徴である。
（1）イシエル・デ・ソラ・プールr自由のためのテクノロジー』（堀部政男
　監訳）第6章（1988）．
（2）内川芳美「アメリカの放送政策における社会的責任論」rマス・メディ
　　ア法政策史研究』371頁（1989）．
（3）内川・前掲（注2）371頁，
（4）CHRIsT・・HER　H．　S・ERLING＆J・HN　M・K・TT・・ss・STAY　TuN・D　59（2d・d・
　　1990）．
（5）　　Id．　at　66．
（6）内川・前掲（注2）374頁．
（7）　REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　88．
（8）F。d，・al　C・mmunica・i・n・C・mmissi・・v・S・nders　B・…R・di・Sta－
　　tion，309　U．　S．470　（1940）．
（9）Carr・11・B・・adca・ti・g　C・．・．　F・d・・a1　C・mmunicati・n・C・mmissi・n・258
　　F．2d　440（D．　C．　Cir．1958）．
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（10）DouGLAs　H．　GINsBuRG　ET　AL．，　REGuLATIoN　oF　THE　ELEcTRoNlc　MAss
　MEDIA　138（2d　ed．1991），
第3章テレビジョンネットワークシステム
　アメリカの商業放送は，ネットワーク，ネットワーク直営局およびネッ
トワーク加盟局から構成されている。その中で中心的役割を担うのがネッ
トワークである。
　1923年，ニューヨ「クのWEAFとボストンのWNACとの間で，初め
てのラジオネットワーク放送が行なわれた（1）。1946年，NBCはニューヨ
ークのWNBTを基幹局として，ワシントン，フィラデルフィア，スケネ
クタディにある加盟局とを結ぶ最初のテレビジョンネットワーク放送を行
った（2）．以後のアメリカのテレビジ・ンネ。トワークは，NBCのキント
ナーが述べたように，「番組とケーブル回線の膨大な連鎖」をみごとに完
成した。その結果，テレビジョンネットワークは，「入間が知りえた最も
魅力的な媒体」となったのである。
　ネットワークの機能には3つある。第1は，ネットワーク加盟局に対す
る番組供給機能である。第2は，ネットワークがネットワーク加盟局の放
送時間を広告主に対して販売する機能である。第3は，ネットワークが番
組をネットワーク加盟局へ送り出す機能である（3）。
（1）C…s…HER　H・S・・…NG＆J・・N　M．　KITT・・ss，　STAY　TuN・D　68（2d。d．
　1990）．
（2）　Id．　at　264．
（3）SYDNEY　W．　HEAD＆CHRIsTopHER　H．　STERLING，　BRoADcAsTING　IN　AMERIcA
　200　（5th　ed．1987）．
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第2編アメリカにおける放送規制
第1章アメリカの放送法制
　第1節　アメリカにおける通信法体系
　アメリカの通信に関する法体系は次のような構造を成している。第一は，
アメリカ合衆国憲法である。第二は，アメリカ合衆国憲法の下に制定され
た1934年通信法である。第三は，1934年通信法に基づいて制定された連
邦通信委員会規則である。
　日本における電気通信規制においては，法律や規則等の規制内容と規制
の実態に乖離が存在するとされる。これに対して，アメリカの電気通信産
業の規制過程には，そのような乖離が存在しないわけではないが，規制手
続がきわめて明確であるとされている（1）。
（1）菅谷実『アメリカの電気通信政策』1頁（1989）．
　第2節　アメリカ合衆国憲法
　アメリカ合衆国憲法修正第1条は，「連邦議会は，国教樹立に関し自由
な宗教活動を禁止し，言論もしくは出版の自由，平和的に集会し，苦情の
救済を求めて政府に請願する人民の権利を縮減する法律を制定してはなら
ない」と規定する。条文上は，連邦議会のみが拘束されるかのごとく規定
されているが，連邦政府のすべての部門がこれに拘束される。修正第1条
は，修正第14条を通して各州にも適用され，州政府の行為をも拘束する。
　アメリカ合衆国憲法修正第1条こそが，アメリカの放送における理念で
ある。それは，連邦通信委員会による放送行政の最高価値であり，裁判所
一11
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における司法判断の最終的規範である。
　アメリカ電気通信情報庁の元長官であるヘンリー・ゲラーは，自己の論
文「米国における政府の規制が果たす役割」（Dにおいて次のように述べて
いる。
「報道の自由および言論の自由は，アメリカ合衆国憲法修正第1条に基づ
き，確立されている。修正第1条は，アメリカ国民は可能な限り最も幅広
く多様な意見と情報を受けるべきであるとの考えを法律的にも精神的にも
国家として選択したことを強調するものである。自由な報道および自由な
言論の原則に対して我々が特別かつ強力に取り組んでいるのは，真実が究
極的には勝つことになるr思想の自由市場』を維持し発展させることを目
ざしているからである。これが修正第1条の根本原則である。そして，ア
メリカの最も著名な法曹人であるラーニッド・ハンドの言葉によれば，修
正第1条にr我々は我々のすべてを賭けている』のである」。
（1）　ヘンリー・ゲラー（山本隆治訳）「マスメディア規制の多様化一米国
　　における政府の規制が果たす役割」ジュリスト711号47頁（1980）．
　第3節　アメリカ通信法
　1．（1）アメリカ合衆国憲法は第1条第1節において，「この憲法によっ
て与えられる総ての立法権は，合衆国連邦議会に付与される。連邦議会は
上院および下院によって構成される」と規定する。第1条第8節1項は，
「連邦議会は次の権限を有する。税，関税，賦課金および消費税を課し徴
収し，債務を支払い，合衆国の共同の防衛および一般的福祉のために支出
すること」とする。第1条第8節3項は，「外国との通商および各州間の
通商およびインディアン部族との通商を規制すること」とする。第1条8
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節18項は，「上述の諸権限およびこの憲法によって合衆国政府もしくはそ
の部局ないし職員に付与されたすべての他の権限を実施するのに必要かつ
適切であるような法律を制定すること」とする。
　以上のごとく，アメリカ合衆国憲法の規定においては，連邦議会の立法
権の範囲に州際問の通商が含まれていた。しかし，連邦議会は，初期にお
いて，州際通商を規制する法律を制定することには消極的であった。19
世紀後半になって連邦議会は州際通商に対する対応を開始し，1887年に
は州際通商法（lnterstate　C・mmerce　Act）を，1890年にはシャーマン独占禁
止法（Sherman　Act）を制定する。
（2｝1910年に州際電話事業が州際通商委員会（lnterstate　C・mmerce　C・mmis・
si・n）の新たなる規制対象となった。同時期に放送に対する規制も始まり，
1912年無線法（1）が作られた。しかし，1912年無線法は海上無線の規制が
その目的であり，放送用無線を規制するための法律ではなかった。1912
年無線法は，商務長官に州際無線局の免許権を与えていたが，実質的には
一種の届出制ないし登録制にほかならなかった（2）。その結果，1920年代
に入って放送が盛んになると電波混信が発生することとなった。1926年，
United　States　v．　Zenith　Radio　Corporation事件において，イリノイ州
連邦地方裁判所は，「商務長官には放送局運用の周波数，出力，時間につ
いての規制をなす権限はない。局に割り当てられていない周波数の使用は
1912年無線法違反ではない」（3）と判示した（4＞。これにより，1912年無線法
による放送規制は不可能となった。
（3）1927年に，1912年無線法に代って1927年無線法（5＞が制定され，同法
は連邦無線委員会（Federal　Radi・C・mmissi・n）を設立して放送用電波の配
分権限を与えた。1927年無線法は，電波の使用を個人の権利ではなくし
て，特定人に与えられる特権と考えた（6）。その上で同法1条は，「個人，
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会社または法人がこの種の通信路を連邦当局から付与された免許の下に，
一定期間，所有ではなく使用することを目的とする」と規定した。
　この結果，1927年無線法の制定以降は，放透免許の付与および免許の
更新を通して放送規制が行なわれることとなった。しかし，連邦無線委員
会は，ラジオ放送の発展において最も重要な要素である広告と連鎖放送に
ついての直接の権限を有していなかった。
（4）1934年通信法（7）は，1934年の第48回連邦議会において制定された連
邦法である。同法は，連邦無線委員会によって規制されていた放送をはじ
めとする無線通信事業と，州際通商委員会によって規制されていた電話事
業とを含む，すべての州際電気通信事業を規制の対象とすることとなった。
　2．（1＞1934年通信法の放送に関する部分の多くは，1927年無線法をそ
のまま継受している（8）。
　1934年通信法151条（9）は，「有線および無線による通信にかかる州際お
よび外国通商を規制する目的のために連邦通信委員会と称する委員会を設
置する」とする。同法154条（i）は，「委員会は，その任務を遂行するため
に必要な一切の行為を行い，規則を制定し，命令を発することができる」
とする（10）。同法154条（j）は，「委員会は，事務の適切かつ迅速な処理及
び正義の目的のために最も役立つ方法により，その手続を行うことができ
る。当事者は委員会に出頭し，自らまたは弁護人によって，聴聞を受ける
ことができる。委員会の投票及び公の行為は，記録に残しておかねばなら
ず，その手続は，利害関係を有する者の要求がある時は公開しなけれぱな
らない」とする。
　すなわち，1934年通信法は放送行政の主管庁として連邦通信委員会を
設立し，同委員会に対して通常の行政権の他に規則制定権および準司法権
を与えたのである。
一14一
アメリカ3大テレビジョンネソトワークにおける一
（2）1934年通信法は，放送規制の一般的基準として「公共の便宜，利益お
よび必要」（public　c・nvenience，　interest　or　necessity）の基準を定立した。
　同法303条は，「委員会は，公共の便宜，利益および必要に基づき，随
時，次の各号に掲げる事項を行うものとする」とする。同法307条は，
「委員会は，公共の便宜，利益および必要にかなう場合には，本章（法）
の制限に従い，本章（法）の定める局の免許の申請人に本章（法）に規定
する免許を付与しなければならない」とする。同法309条（・）は，「委員会
は，308条の適用を受ける申請が提出されたときは，各申請について，こ
れを許可することが公共の利益，便宜および必要にかなうかどうかを決定
しなければならない」とする。
（3）1934年通信法は，連邦通信委員会に対して通常の行政権の他に規則制
定権および準司法権を与えたが，通信内容を検閲する権限は与えなかった。
　同法326条は，「本章（法）のいかなる規定も，委員会に対し，無線局
が送信する無線通信または信号を検閲する権限を与えるものと理解または
解釈してはならない。委員会は，無線通信の手段による自由な言論の権利
に干渉する規則または条件を公布しまたは定めてはならない」とする。放
送の免許および免許更新については規制に服することになったが，放送の
内容に関しては放送事業者の自由な言論に対する干渉を排斥した。
　同法153条（h）は，「公衆通信事業者または通信事業者とは，コモン・キ
ャリヤーとして対価を得て，有線または無線による通信に従事する者をい
う。無線放送に従事する者は，これに従事する限りにおいて，公衆通信事
業者とみなしてはならない」としている。1934年通信法は通信事業者と
放送事業者とを明確に峻別している。
（1）　The　Radio　Act　of　1912．
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（2）内川芳美「アメリカの放送政策における社会的責任論」rマス・メディ
　　ア法政策史研究』373頁（1989）．
（3）　United　States　v．　Zenitb　Radio　Corporation，　D．　C．11L，12F．2d　614
　　（1926）．
（4）　KAY　C．　JAMEsoN，　THE　IN肌uENcE　oF　THE　UNITED　STATEs　CouRT　oF　AP・
　　pEALs　FoR　THE　DlsTRIcT　oF　CoLuMBIA　oN　FEDERAL　PoucY　lN　BRoADcAsT
　　REGuLATIoN　l929－1971，　at　26－27（1979）．
（5）　The　Radio　Act　of　l927．
（6）　内川・前掲（注2）376頁．
（7）　Communications　Act　of　1934．
（8）MAx　D．　PAGLIN　ed．，　A　LEGIsLATIvE　HIsToRY　oF　THE　CoMMuNlcATIoNs
　　AcT　oF　1934　（1989）．
（9）1934年通信法の条文には，U。S．　Statutes　at　Largeに載せられている
　　ものと，United　States　Code（U．　S．　C．）に載せられているものとがある．
　　本稿は1988年法改正までを含むU。S．　C．を原則として引用する．
（10）　National　Broadcasting　Co．　v．　United　States，319　U．　S．190，63　S．　Ct．
　997，87LEd．1344（1943）．「連邦議会が本章（法）において制定した
　　ラジオ放送の免許制度は，r通商』に対する連邦議会の正当な権限の行使
　である」
　第4節　連邦通信委員会
　連邦通1言委員会（1）（Federal　C・mmunicati・ns　C・mmissi・n）は，放送を含む
有線および無線による電気通信を規制する独立規制委員会である。
　連邦通信委員会は，上院の助言と同意を得て大統領が任命する5名の委
員をもって組織される。大統領はその内1名を委員長として指名する。但
し，3名を超える委員が同一政党員であってはならない②。委員会の主た
る事務所はコロンビア特別区におかれ，通常会議はここでおこなわれる（3）。
委員会は連邦議会に対して年次報告（annual　rep・rt）を提出しなければなら
ない（4）。
　連邦政府には，．連邦通信委員会と密接な関係を有する機関がある。連邦
一16一
　　　　　　　　　　　　　アメリカ3大テレビジョンネットワークにおける……
取引委員会（5）（Fe己e・al　T・ade　C・mmissi・n），電気通信情報庁（6）（Nati・nal
Telec・mmunicati・ns　and　Inf・rmati・n　Administrati・n），司法省（7）（Department
・fJustice）である。連邦通信委員会の規則制定過程において，これらの機
関から意見書が提出される（8）。
（1）THE　UNITED　STATEs　GovERNMENT　MANuAL　1992／91，　at　580．
（2）　47U．S，C．§154（a）．
（3）　　Id．　at　§154（e）．
（4）　　Id．　at．§154（k）。
（5）THE　uMTED　sTATEs　G6vERNMENT　MANuAL　1992／93，　at　614．
（6）　JoHN　R．　BITTNER，　BRoADcAsT　LAw　AND　REGuRATIoN　78（2d　ed．1982）．
（7）THE　UNITED　STATEs　GovERNMENT　MANuAL　l992／93，　at　37L
（8）　BlTTNER，　supra　note　6，　at　74－78．
　第5節　放送行政
　連邦通信委員会は，一定期間に限って電波の所有ではなくして使用を認
める。この免許は，その条件および期間を超えていかなる権利をも創設す
るものでない（1）。
　連邦通信委員会は，公共の便宜，利益および必要に基づき，次の事務を
おこなう。
　　（i）無線局を分類すること（2）。
　　㈲　免許を受けた局が提供すべきサービスの性質を，局の種類および
　　　　各種類に属する局別に定めること（3）。
　　㈹局の種類別に周波数帯を割り当てること。各局別に周波数を割り
　　　　当てること。各局が使用する出力および各局の運用時間を決定す
　　　　ること（4）。
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　　（iv）種類別または個別に局の位置を決定すること（5）。
　　（v）使用される装置の外部への影響に関連して当該装置の種類を規制
　　　　し，並びに装置からの発射の純度を規制すること（6）。
　　（vi）法律に違反しない限りにおいて，局相互間の混信を防止するため
　　　　および1934年通信法を実施するために必要と認める規則を制定
　　　　すること（7）。
　　㈲　局が業務を提供する区域または地域を定めること（8）。
　　㈲　連鎖放送（chain　br・adcasting）を行う無線局に適用する特別の規則
　　　　を制定すること（9）。
　　（ix）番組の送信に関して連邦通信委員会が必要と認める記録を備える
　　　　よう局に命じる一般的規則を制定すること（10）。
　連邦通信委員会は，公共の便宜，利益および必要にかなう場合には，局
の免許の申請人に免許を付与しなければならない。連邦通信委員会は，免
許ならびにその変更および変更の甲請を審査する際には，免許の需要があ
る限りにおいては，無線サービスの公正，効率的かつ公平な分配を各州お
よび地域社会にするように免許，周波数，運用時間および出力を各州およ
び地域社会に分配しなければならない。テレビジョン放送局の運用のため
に付与される免許の期間は5年間を超えることができない。ラジオ局の運
用のために付与される免許の期間は7年間を超えることができない（11）。
（1）　47U．S．C．§301．
（2）　　Id．　at　§303（a）．
（3）　Id．　at　§303（b）．
（4）　Id．　at§303（c）．
（5）　　Id．　at　§303（d）．
（6）　　Id．　at　§303（e）．
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（7）　　Id．　at　§303（f）．
（8）　Id．　at　§303（h）．
（9）　Id．　at　§303（且）．
（10）　Id．　at　§303（j）．
（11）　Id。　at　§307．
　第6節　連邦通信委員会の規則制定権
　連邦通信委員会の規則制定権は，1934年通信法154条（i）に規定されて
おり，次の順序で進められる。なお，規則制定に関して，行政手続法
（Administrative　Pr・cedure　Act）（1）が規則制定手続，審判手続，許可手続等
の連邦機関に共通する手続を規定する。
　連邦通信委員会は，内部での暫定的決定や一般からの連邦通信委員会へ
の請求に基づき，新たな規則制定や現行規制改定に際して少なくとも30
日前までに規則案制定告示（N・tice・f　Pr・p・sed　Rule　Making）を官報
（Federal　Register）に公示し，規則の提案理由や規則案を公表し，一般に意
見書を求める（2）。
　告示の内容に対し，利害関係者からの意見書（C・mment）が連邦通信委
員会に提出され登録される。この提出された意見書は公開される。
　連邦通信委員会は，規則案に対して提出された意見書を審査（evaluate）
して，各意見書の差異の分析（res・lve　differences）を行い，最終的な規則
決定を行う。新しい規則を公表するに当っては，これまで連邦通信委員会
に対して提出された意見書に対して，委員会の意見が「報告と命令」
（Rep・rt　and　Order）の中で示される（3）（4）。
（1）　5U．S，C．§551．
（2）SYDNEY　W．　HEAD＆CHRIsTopHER　H．　STERLING，　BRoADcAsTING　IN　AMERIcA
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　469　（5th　ed．　1987）．
（3）　　Id．　at　469．
（4）菅谷実rアメリカの電気通信政策』22頁（1989）．
　第7節　手続
　1．通信法および連邦通信委員会命令の強制
　1934年通信法の規定を遵守せずまたはこれに違反した者があるときは，
連邦通信委員会の要求に基づく合衆国司法長官の申立によって，合衆国地
方裁判所はその者に対し通信法の遵守を命じる執行令状を発する管轄権
（jurisdiction）を有する。
　委員会命令を遵守せずまたは遵守することを怠る者があるときは，当該
命令が効力を有する限り，委員会，被害を受けた者またはアメリカ合衆国
（司法長官による）は，権限を有する合衆国地方裁判所に当該命令の強制
（enf・rcement）を申し立てることができる。裁判所は審理を行った後，当
該命令が適法になされ，正当に送達され，かつその者が当該命令を遵守し
ていないと決定したときには，その者または代理人に対して当該命令を引
き続き遵守しないことを禁止しまたは当該命令を遵守することを命ずる差
止命令（injuncti・n）または他の適切な手続によって，当該命令の遵守を強
制しなければならない。
　委員会の要求があったときには，この要求を受けた合衆国検事は，合衆
国司法長官の指揮の下で，権限を有する裁判所において，通信法の規定を
強制しおよび違反を罰するために必要なすべての手続を開始レ，かつ遂行
する義務を負う（1）。
　2．委員会の命令および裁定の司法審査
　連邦通信委員会命令を差し止め，取り消し，無効にしまたは停止する訴
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訟手続は，第28巻第158章に定めるところにより，かつその定める方法
に従って提起しなければならない。
　委員会の裁定（decisi・ns）および命令（・rders）に対して，次の者はアメリ
カ合衆国コロンビア特別区控訴裁判所に上訴（appeal）しうる。
　　（i）委員会により建設許可または免許の申請を拒否された申請人
　　㈹　委員会により上記の許可または免許の更新または変更を拒否され
　　　　た申請人
　　（iii）委員会により建設許可もしくはこれに基づく権利の移転，譲渡ま
　　　　たは処分の許可を求める申請を拒否された申請当事者
　　（iv）委員会により325条の要求する許可の申請を拒否された申請人，
　　　　またはその許可を取り消された者
　　（v）委員会により建設許可または局の免許を変更されまたは取り消さ
　　　　れた者
　　㈹上記（i）から㈹に掲げる者以外の者であって，（i）から㈹に掲げ
　　　　る申請を許可しまたは拒否した委員会命令により権利を侵害され
　　　　または不利益を受けた者
　　㈲　312条により停止命令を送達された者
　　㈹　委員会により免許を停止された無線従事者
　上訴は，不服のある裁定または命令について公告のあった日から30日
以内に，上訴通知書（n・tice・f　appea1）を裁判所に提出して，行なわなけれ
ばならない。この上訴通知書は，上訴にかかる委員会手続の性質に関する
記載，上訴人が依拠する上訴理由を個別に番号を付して述べた記載および
当該上訴通知書の写しが委員会に送達されたことを示す証明書を含まなけ
ればならない。
　裁判所は，上訴通知書の提出があった時は，当該手続およびその手続に
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おいて決定された事項に関して管轄権を有し，かつ，委員会または当該上
訴の他の当事者に対する命令によって自ら公正かつ適正と認める仮の救済
（temporary　relief）を付与する権限を有する。
　仮の救済を付与する命令は，当該上訴に係る事項の現状を維持しまたは
上訴に係る命令によって奪われもしくは損なわれた地位もしくは状態を回
復することができるようにするため，その範囲および適用において，積極
的または消極的のいずれにも定めることができる。
　仮の救済は，当該上訴についての審理および裁定が係属し，当該上訴に
対する裁判所の最終的判決に委員会が従うまでの問，効力を有する。但し，
裁判所が別に命ずる場合はその限りではない。
　利害関係人は，当該上訴手続に参加することができる。その際，上訴の
提起があった日から30日以内に，参加の意思の通知書および自己の利害
の性質を示す宣誓陳述書，並びに当該通知書および陳述書の写しが上訴人
および委員会に送達されたことを示す証明書を当該裁判所に提出しなけれ
ばならない。利害関係人とみなされる者の中に，上訴に係る委員会命令の
取消または変更により，権利を侵害されまたは不利益を受けるおそれのあ
る者もふくまれる。
　裁判所は，判決を下して委員会命令を取り消したときは，裁判所の判決
を実施させるために事件を委員会に差し戻さねばならない（remand）。委
員会は，当該判決を再審査（review）する手続が裁判所に係属しなくなっ
たときは，直ちに，これを実施しなければならない。裁判所が別に命じた
場合を除き，委員会は，既に行なわれた手続並びに当該上訴の審理および
判決の基礎となった記録に基づいて，当該判決を実施しなければならない。
　裁判所の判決は最終的である。但し，上訴人，委員会もしくは上訴に参
加した利害関係入の申立に基づく移送命令（certi・rari），または同条の定め
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る裁判所の付託により，アメリカ合衆国最高裁判所の審査（・eview）に服
する②Q
　3．委員会の職権による調査
　委員会は，委員会に対して異議（c・mplaint）を申し立てることのできる
事件または事項に関して，職権により調査を開始する権限を有している。
委員会は，職権により開始した調査の実施に関して，異議の申立があった
場合と同一の権限を有する（3）。
　4．再考の申立
　委員会手続において，委員会または委員会内部の機関が，命令（・rder），
裁定（decisi・n），報告（rep・rt）または行為（acti・n）を行った後，その手続の
当事者またはこれらの命令等により権利を侵害されもしくは不利益を受け
た者は，当該命令，裁定，報告または行為を行った機関に対してのみ再考
の申立（petiti・n｝・r　rehearing）ができる。委員会または内部の機関は，再
考を求める十分な理由があると認めるときは，その裁量により許可するこ
とができる。
　再考の申立は，委員会の命令，裁定，報告もしくは行為の遵守を免除し
または実施の停止もしくは延期の効果が生じることはない。再考の申立は，
当該命令，裁定，報告または行為に対する司法審査の前提条件とはならな
いo
　委員会または内部機関は，理由を記載された命令により，再考の申立を
拒否することも，または申立の全部もしくは一部を認容することも，およ
び適切と認める新たな手続を命ずることもできる。
　再考は，委員会の定める一般的規則（general　rules）によって規律され
る（4）Q
　5．聴　聞
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〔論　説〕
　委員会が聴聞に付したすべての審判事件において，聴聞をなす者は第1
次裁定，仮裁定または勧告裁定を作成して提出しなければならない。
　委員会が聴聞に付したすべての審判事件において，手続の当事者は，第
1次裁定，仮裁定または勧告裁定に対し，異議申立書および裏付資料を提
出しうる（5）。
（1）　47U．S．C．§401．
（2）　Id．　at　§402．
（3）　Id．　at　§403．
（4）　Id．　at　§405．
（5）　　Id．　at　§409．
　第8節　連邦通信委員会規則
　連邦通信委員会が制定する連邦通信委員会規則は，連邦規則集（C・de・f
Federal　Reguia｛ions）の第47巻に載せられている。
　47C．F．　R．は次のように構成されている。
　　（i）総則（1部～19部）
　　（ii）通信事業サービス（20部一・69部）
　　㈹　放送・無線サービス（70部～79部）
　　（iv）安全・特別無線サービス（80部～100部）
放送・無線サービスは次のように構成されている。
　　（i）無線放送サービス（73部）
　　（ii）実験放送・補助放送・特別放送（74部）
　　（iii）ケーブルテレビジョンサービス（76部）
　（iv）ケーブルテレビジョン中継サービス（78部）
第73部（Radio　Broadcast　Services）は次のように構成されている。
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???????AM放送局（Subpart　A）
FM放送局（Subpart　B）
非商業教育FM放送局（Subpart　C）
テレビジョン放送局（Subpart　E）
国際放送局（Subpart　F）
非常緊急放送システム（Subpart　G）
全ての放送局に適用される規則（Subpart　H）
　第9節　「放送」概念
　1934年通信法は，153条において定義規定をおく。同法153条（・）は，
rr放送』とは，直接または中継局を経由して，公衆によって受信されるこ
とを目的とする無線通信の送信をいう」と規定する。それでは，現在にお
いて，1934年通信法153条（・）は連邦通信委員会によってどのように解釈
されているのであろうか。すなわち，連邦通信委員会はいかなる放送概念
をもって放送行政に当っているのであろうか。それは，N．A．　B．　B．v．
FCC事件を検討することによって明らかになる。
　この事件は，N．　A．　B．　B．（Nati・nal　Ass㏄iati・n　f・r　Better　Br・adcasting）と
いう団体が，FCCの規則改正により，　FCCが，地上テレビ局による有料
テレビ事業および番組供給業者によるDBS（Direct　Br・adcast　Satellite）チ
ャンネル借り有料テレビ事業とを，共に非放送たる加入制有料ビデオ事業
（subscripti・n　vide・service）と位置づけ，これらを放送規制の対象から除外
するのは通信法違反であるとして訴えたものであった。これに対して，連
邦通信委員会は，番組の送信に付き加入者以外の者による受信を妨害する
装置を用いており，かつ，番組供給者と加入者との問に私的契約が締結さ
れているのであり，有料テレビ事業は放送ではないと主張した。
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〔論　説〕
　コロンビア特別区控訴裁判所は次のように判示した。rFCCは，　r有料
テレビは放送である』としたそれまでの通信法の解釈を放棄して，『加入
者以外の者による受信を妨害する装置を備えているのみならず，番組供給
者と加入者との間で私法上の契約関係が締結されている以上，有料テレビ
は放送ではない』という通信法の解釈を採用するに当って，正当な手続に
よって，合理的かつ恣意的でない判断を行っている。当裁判所としては，
その決定を支持するものである」ω。
　以上のごとく，連邦通信委員会は，「放送」概念に関して公衆性の要件
を明らかに緩和させている。つまり，「放送」概念を狭く解釈することに
より，規制対象を従来よりも狭くしているのである（2）。
（1）　National　Association　for　Better　Broadcasting　v．　Federal　Communi．
　cations　Commission，849　F2d　665（D．　C．　Cir．1988），
（2）DoNALD　M。　GILLMoR　ET　Aし．，　MAss　CoMMuNlcATIoN　LAw　705（5th　ed．
　1990）．
　第10節　ローカリズム原則
　1．テレビ放送用電波配分原則は国によって異なるものであり，アメリ
カにおいて確立された原則は，「ローカリズム原則」と称されるものであ
る。この「ローカリズム原則」は，アメリカにおける放送産業構造の確立
に大きな影響を与えた（1）。
　アメリカにおいて，1940年にVHFテレビ局18チャンネル分の商用割
当がなされたが，割当は申込順に行なわれた。1945年に，連邦通信委員
会は新たに商業テレビジョン用の電波割当表計画を公表したが，これは申
込順の割当方式とは異なり，アメリカ140都市に前もってテレビジョン放
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送用電波を割当る方式であった（2）。この割当方式により，1948年までに
108社のテレビ放送事業者に免許が付与されたが，連邦通信委員会は1948
年に新規テレビ局設置を凍結する決定を行った（3）。
　1952年，連邦通信委員会は，「第6次報告と命令」を公表するととも
にω，新規テレビ局設置の凍結を解除した（5）。連邦通信委員会は，「第6次
報告と命令」において，テレビ放送用電波配分原則に関して最終判断を行
った（6）。現在のアメリカ放送産業の形成基盤としての電波配分原則は，
1952年の連邦通信委員会規則制定により確立された。アメリカのすべて
の地域にテレビサービスを普及させるとともに，各コミュニティごとに少
なくとも1局分のテレビ用電波を割り当てることを目標とした電波配分原
則は，これ以降「ローカリズム原則」と称されるようになった（7）。
　2．1952年に連邦通信委員会が公表した配分表は，各コミュニティにテ
レビ用電波を割り当てる電波配分方式であるが，連邦通信委員会は「ロー
カリズム原則」を実効あらしめるために，番組に関する指針を公表した。
1946年に公表された「放送免許者の公共サービス責任」（Public　Service
Responsibility　of　Br・adcast　Licensees）（8）および1960年に公表された「番組
政策に関する文書」（pr・gram　policy　statement）（9）において，ローカル番組
を含めた公共サービス番組に関する指針が示されている。つまり，連邦通
信委員会は放送事業者に対して，ネットワーク加盟局としてネットワーク
番組を放送するだけでなく，コミュニティにおける放送局としての責任と
役割とを求めたのである。
　さらに，「ローカリズム原則」の確立に重要であったのがCarroll
Broadcasting　v．　FCC事件（lo）である。本件におけるコロンビア特別区控
訴裁判所の判断を通して，放送局の経済的影響と公共の利益に関する判断
は連邦通信委員会の規制権限に含まれることが確認された（ll）。
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〔論　説〕
　つまり，1952年のテレビ放送用電波配分表によって「ローカリズム原
則」は確立され，連邦通信委員会のローカル番組確保のための放送番組政
策およびキャロル原則によって「ローカリズム原則」は補われ，規則制定
過程で重要な役割をになうこととなった（12）。
　以上の検討から明らかのように，アメリカの放送法制および放送行政に
おいて，「ローカリズム原則」とネットワークシステムとの問には何の矛
盾も存在しない。両者は相互に両立し補完しあう存在であることを当然の
前提としている（13）。
（1）菅谷実rアメリカの電気通信政策』61頁（1989）．
（2）菅谷・前掲（注1）63頁．
（3）　Free2e　Order，　Report　and　Order，　September　30，1948　（FCC　48－
　　2128）．
（4）　Television　Assignments，　Sixth　Report　and　Order，　41　FCC　　148
　　（1952）．
（5）　　Id．　at　151．
（6）菅谷・前掲（注1）65頁．
（7）菅谷・前掲（注1）67頁．
（8）　DouGLAs　H．　GINsBuRG，　REGuLATIoN　oF　BRoADcAsTING　171（1979）．
（g）　Id．　at　174．
（10）　Carroll　Broadcasting　Co．　v．　Federal　Communications　Commission，258
　　F．2d　440（D．　C．　Cir．1958）．
（11）菅谷・前掲（注1）69頁．
（12）菅谷。前掲（注1）69頁．
（13）放送法52条の3参照．
一28一
アメリカ3大テレビジョンネットワークにおける一
第2章　放送規制
　第1節　放送規制の一般的基準
　1927年無線法は，放送規制の一般的基準として「公共の便宜，利益お
よび必要」の原則を定立した。この原則は，1934年通信法に受け継がれ
た（1）。
　放送規制の一般的基準である「公共の便宜，利益および必要」に関して，
連邦控訴裁判所はMcClatchy　Broadcasting　Co．　v・FCC事件において次の
ように判示している。「広範な法律上の基準であるr公共の便宜，利益お
よび必要』を正確iかつ完全に定義することはできない。公共の利益の存否
は，常に価値判断の問題に属し，かつ個別的に判断されなければならない。
この判断を行う責任は，憲法および法律上の制限を超えず，かつ専断的ま
たは恣意的であってはならないという制限内において，連邦通信委員会に
委ねられている」②。
　公共の利益の存否が価値判断に属し，かつ個別的に判断されなければな
らないのであれば，公共の利益の判断は状況や事案によって異なってくる
こととなる。連邦通信委員会は，1970年代半ばまでは，「放送事業者の活
動を多方面において規制しなければ，公共の利益はありえない」としてい
た。しかし，1970年代半ば以降は，「規制を可能な限り緩和して，放送事
業者に競争市場での自由な活動をさせることが公共の利益に適合する」と
判断するようになる。
　「公共の便宜，利益および必要」こそが，アメリカ放送規制の価値基準
である。連邦通信委員会は，この「公共の便宜，利益および必要」という
価値基準の判断における調停者として，また仲裁者として，今日まで存立
し続けてきたのである（3）。
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〔論　説〕
　本章においては，連邦通信委員会が放送規制の一般的基準である「公共
の便宜，利益および必要」についてどのように判断してきたかを検討し，
その上で連邦通信委員会による放送規制を考察する。放送規制には，放送
内容に対する規制，放送産業構造に対する規制およびネットワークに対す
る規制とがある。
（1）　Glen　O．　Robinson，丁乃8．Federal　Comm瑚’‘α，∫oη∫Act，AηE∬αy　oη
　Origゴη∫and　Regula’ory　Purpose，ガηALEGIsLATIvE　HIsToRY　oF　THE　CoM－
　MuNlcATIoNs　AcT　oF　1934，　at　3（MAx　D．　Paglin　ed．1989）．
（2）　McClatchy　Broadcasting　Co，　v．　Federal　Communications　CommissiQn，
　239F．2d　15　（1956）．
（3）J．Roger　Wollenberg，71加長〕Cα5　Arbiterげ“丁乃θ．publi‘！nterest，
　Convenien‘eαη4　Ne‘essity　，　in　A　LEGIsLAT1vE　HIsToRY　oF　THE　CoMMuNI・
　cATIoNs　AcT　oF　1934，　at　61（Max　D．　Paglin　ed．1989）．
　第2節放送内容の規制
　アメリカ合衆国憲法修正第1条は，表現の自由について規定する。表現
の自由は，それが保障され確立されるためには，思想ないし情報の多様性
を不可欠の条件とする（1）。
　内心における思想は，外部に表明され，他者に伝達されてはじめて社会
的効用を発揮する。表現の自由は，すべての表現媒体による表現に及ぶ。
報道は，事実を知らせるものであり，特定の思想を表明するものではない
が，報道の自由も表現の自由の保障に含まれる。これは，報道のための編
集作業という点や報道が国民の知る権利を奉仕するという点からいっても，
異論はない（2）。
　新聞に対して放送の番組準則に類する規制を加えることは一切許されな
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い（3）。これに対して，放送においては国家による規制が認められる④。そ
の根拠は，電波の希少性に求められてきた（5x6）。
　1943年，連邦最高裁判所はNati・nal　Broadcasting　C・．　v．　United　States
事件において，「無線はすべての者が使用しうるものではない。特殊な性
質を持つ。修正第1条は免許なしにラジオ放送をする自由を含むものでは
ない。免許申請が公共の利益に合致しない場合には，免許申請を拒否して
も修正第1条に反するものとはいえない」と判示した（7）。
　1969年，連邦最高裁判所はRed　Lion　Broadcasting　Co．　v．　FCC事件に
おいて，「放送は明らかに修正第1条によって影響を受けるメディアであ
る」が，「放送において周波数に限りがある以上，免許制を採ることは憲
法違反ではない」と判示した。そして，「電波の希少性は完全に解消され
たとはいいがたく，なお政府による規制が正当化される」とも述べた（8）。
　1984年，連邦最高裁判所はFCC　v．　League　of　Women　Voters　of　Cali－
fornia事件において，「周波数の希少性の議論に関しては批判があるが，
連邦議会または連邦通信委員会によって放送規制制度の修正の必要性が立
証されない限り，当裁判所は従来の立場に従う」と判示した（9）。
　しかし，1985年，連邦通信委員会は電波の希少性はもはや存在しない
と結論し（10），1987年において公正原則を廃止した（11｝。なお，連邦通信委
員会規則には公正原則条項が今なお存在する（12）。
（1）芦部信喜「言論の自由の現代的構造」奥平康弘編r日本国憲法6　自由
　権』170頁（1977）．
（2）芦部信喜『憲法』147頁（1993）．
（3）Near　v．　Minnesota，283　U，　S．697（1931）．
（4）　LucAs　A．　PowE，　JR．，　AMERIcAN　BRoADcAsTING　AND　THE　FIRsT　AMEND・
　MENT　l3　（1987）．
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〔論　説〕
（5）Bruce　M．　Owen，　Radio　and　television，　in　FREE　BuT　REGuLATED　35
　　（Daniel　L　Brenner＆WilliamしRivers　eds．1982）．
（6）長谷部恭男rテレビの憲法理論』80頁（1992）．
（7）　National　Broadcasting　Co．　v。　United　States，319　U．S．190（1943）．
（8）　Red　Lion　Broadcasting　Co．　v．　Federal　Communications　Commission，
　395U．S．367（1969），
（9）Federal　Communications　Commission　v．　League　of　Women　Voters　of
　California，468　U．S．364（1984）．
（10）　102FCC　2d　145，　at　246－47，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
（11）　2FCC　Rcd　5043，　at　5057－58．
（12）　47C．　F．　R．§73．1910（1991）（Fairness　Doctorine），47　C．　F．　R．§73．
　1920（1991）（Personal　attacks），47　C．　F。　R．§73．1930（1991）（Political
　edit・rials）．
　第3節放送産業の構造規制
　1．放送は有限希少な資源である電波を使用する媒体であるため，その
所有・支配が特定の者に集中する傾向がある。アメリカでは，その弊害を
除去するために，放送媒体の集中排除がはかられてきた。それを正当化す
る根拠は次の二点である。
　第一は，政治的社会的理由に基づく根拠である。放送媒体の集中を排除
することは，思想の自由な交換と流通を促し，その結果，思想の自由市場
を確保することとなる点を根拠とする。第二は，経済的理由に基づく根拠
である。放送媒体の集中を排除することは，放送産業の自由で公正な競争
を促し，その結果，聞かれた競争市場を形成することとなる点を根拠とす
る。アメリカ合衆国はその建国以来，自由主義経済をその国是としており，
自由にして公正な競争こそが基本的信条であり続けてきた。放送媒体の集
中排除は，放送産業における自由にして公正な競争という目的実現のため
の手段であった。政治的社会的理由に基づく根拠と経済的理由に基づく根
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拠との関係は，放送産業の構造規制に関して，政治的社会的理由に基づく
根拠がより伝統的かつ基本的であるとされてきた（D。
　連邦通信委員会は，放送産業の構造規制を正当化する根拠について，
1964年のDuopoly　Ruleの規則改正に際し，「第一に，放送事業制度は自
由競争を基礎としており，1人の者または1つのグループが複数の放送局
を支配するよりも異なった人々が所有することの方が，視聴者や広告主に
とって相互に競争となると考えるのが妥当性を有する。第二に，一定の地
域において所有の多元化が増加することになれば，それだけ1人の者また
は1つのグループが，政治的放送という点において，当該地域での世論に
対して不当な影響力を与える機会は減少することになる」と述べている②。
1953年のMultiple　Ownership　Ruleの規則改正に際し，連邦通信委員会
は，「この規定の目的とするところは，番組内容や放送内容の多元化を最
大限に図ること，および，公共の利益に反する不当な経済力の集中を排除
するために所有の多元化を図ることにある。このことに関して，番組内容
の多元化が，この規制によって政府の介入を伴わずして促進されることと
なる点を強調したい」と述べている（3）。すなわち，連邦通信委員会は，放
送産業の構造規制を正当化する根拠を，政治的社会的理由および経済的理
由に求めていることを明確に述べている。
　2．放送媒体の集中排除を図る法的手段には2つの方法がある（4）。第一
は，連邦通信委員会が，通信法を根拠として，その免許付与権限を通して
行う連邦通信委員会規制である。これは，放送媒体の思想市場における政
治的機能に着目した規制である。
　第二は，司法省が，不当な取引制限を禁止するシャーマン法第1条や独
占行為を禁止するシャーマン法第2条を根拠として行う規制である。これ
は，放送媒体の番組市場や広告市場における経済的機能に着目した規制で
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ある⑤。
　3．（1）放送の集中排除規制には，多数局支配の制限（Multiple　Ownership
Rule）および異なった媒体支配の制限（Cr・ss　Ownership　Rule）とがある。
　多数局支配の制限には，地域的多数局支配の制限（L・cal　Multiple　Owner・
ship　Rule）および全国的多数局支配の制限（Nati・nal　Multiple　Ownership
Rule）とがある。
　地域的多数局支配の制限には二種類ある。第一は，同一地域内で複数の
同一種類の放送局の所有・支配を禁じるDuopoly　Rule（6）である。第二は，
同一地域内で複数の異なる種類の放送局の所有・支配を禁じるOne－to－A・
Market　Ruleである（7）。
　全国的多数局支配の制限としてTwelve－Station　Ruleがある。　TV局，
AM局，　FM局を各々12局まで所有・支配しうる。従って，同一主体が
36局まで所有・支配しうる。TV局について，その合計視聴者世帯数
（nati・nal　audience　reach）が全米視聴者世帯数の25％を超えてはならない。
ただし，マイノリティーに関する例外がある（8）。
　異なった媒体支配の制限には，新聞と放送の兼営を禁止する
Newspaper　Broadcasting　Cross　Ownership　Rule（9），ケーブルテレビ局
の兼営を禁止するTelevision　Cab】e　Cross　Ownership　Rule等がある。
（2）Duopoly　Rule（10）は，1938年に連邦通信委員会が，ジェネシィー社の
免許申請に対して示した同一放送地域での複数放送局所有に関する判断を
規則としたものである。ジェネシィー社は，すでにAM局を所有してい
たが，同一放送地域において二番目のAM局を所有するために免許の申
請をしたのに対して，連邦通信委員会は次のように述べて申請を拒否した。
「当該地域への申請者の参入を許可することは，経済的見地に立つならば，
競争的な放送業務を提供しようとする新規の申請者による参入を妨げるお
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それがある。同一地域において同種の放送局を所有している者に対して更
なる放送局の施設の設置を承認することは，それは公共の便宜，利益およ
び必要が満されるという立証がなされない限り，公共の利益に合致するも
のとはいえない」（11）（12）。
（3）多数局支配禁止規則に関して，連邦最高裁判所は1956年tc　United
States　v．　Storer　Broadcasting　Co．事件において次のように判示している。
本件は，1953年当時すでにVHF局を5局所有していたストラー放送会社
が6番目のVHF局を所有するために連邦通信委員会に申請したが，連邦
通信委員会がこれを拒否したためにその決定の取消を求めて上訴したもの
である。すなわち，議会は増大する経済の複雑性のために通信事業の規制
を専門機関に委ねており，通信法の解釈に当っては連邦通信委員会の権限
が尊重されなければならない。それゆえ，連邦通信委員会の結論が法律上
の意図と矛盾するものでないならば，裁判所はその介入に関して抑制され
るのである。議会は放送施設を使用するにつき公開された競争に対する公
平な機会を保持するために，連邦通信委員会に対して規制の創造を要請し
ている。それゆえ，所有しうる放送局の数を制限する連邦通信委員会の多
数局支配禁止規則は通信法と両立しうるものである，とする（13）（14）。
　4．放送局の所有・支配の判断基準は，一般に持株比率が5％を超え
るか否かである。但し，議決権を伴わない株式の所有者である受動株主
（passive　invest・r）は，10％未満までの株式を保有しうる。連邦通信委員
会規則は，所有・支配の基準たる持株状態の認定に関して詳細な規定をお
く（15）。
（1）根岸哲「米国における放送の集中化とその規制」r規制産業の経済法研
　究』第ll巻　150頁（1986）．
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（2）根岸・前掲（注1）153頁．
（3）根岸・前掲（注1）155頁．
（4）芦部信喜「言論の自由の現代的構造」奥平康弘編r日本国憲法6　自由
　　権』170頁（1977）．
（5）根岸・前掲（注1）150頁．
（6）　47C．F，R．§73．3555（a）（1991）．
（7）　　Id．　at　§73．3555　（b）（1991）．
（8）　　Id．　at　§73．3555（d）（1991）．
（9）　Id，　at　§73．3555（c）　（1991）．
（10）WILLIAM　E．　FRANcols，　MAss　MEDIA　LAw　AND　REGuLATIoN　632（5th　ed．
　　1990）．
（11）　Genessee　Radio　Corp．，5FCC　183（1938）．
（12）根岸・前掲（注1）152頁．
（13）　United　States　v．　Storer　Broadcasting　Co．，351　U．　S．192（1956）．
（14）根岸・前掲（注1）157頁．
（15）　47C．　F．　R．§73．3555　note　2（1991）．
第3章　テレビジョンネットワーク規制
　第1節連邦通信委員会規則とテレビジョンネットワーク加盟契約
　放送産業は希少な電波を使用するために，その事業に対して多くの規制
がなされる。連邦通信委員会は，詳細な連邦通信委員会規則を制定してい
る。ネットワーク加盟契約ほネットワークと放送事業者との間で締結され
た私的契約であるが，連邦通信委員会規則による規制を強く受ける。従っ
て，加盟契約を私法分析するに当っては，ネットワーク（netw・rk・rganiza・
ti・n）を規制する連邦通信委員会規則の検討が必要となる。
　本章においては，ネットワーク加盟契約を規制する連邦通信委員会規則
73．658の内容を検討するとともに，同規則がネットワークと放送事業者
との間の私法上の権利義務関係に対して如何なる修正を迫っているかを考
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察する。
　第2節　ネットワーク規制の沿革
　1．アメリカにおける最初のネットワークはNBCネットワークであり，
1926年にラジオのネットワーク放送を開始した。NBCは，　WEAF（現
wNBc）をレッドネットワークの基幹局として，　WJZ（現wABc）をブルー
ネットワークの基幹局として，2局を所有・運用していた。1927年に設
立されたCBSは，1928年にWCBSを基幹局としてネットワーク放送を
開始した。1930年代後半には，同一地域においてラジオ局を2局所有する
という形態が広がりはじめた。NBCは4都市でラジオ局を2局所有しそ
いた。
　1938年，連邦通信委員会は，ネットワークの事業慣行とネットワーク
の放送局所有形態とに関する調査に着手した。調査はMutual（Mutual
Br・adcasting　System）による連邦通信委員会に対する要求によるもので，
当時Mutualは全米的なラジオ放送網の形成を図っていたが，先行ネット
ワークはネットワーク加盟の放送事業者との間にネットワーク加盟契約を
締結しており，Mutualの新規参入は困難をきわめた。　Mutualは，その原
因がNBCとCBSによるネットワーク支配にあると見て，連邦通信委員会
に調査を要求したのであるω。
　連邦通信委員会がラジオネットワークの調査に着手した1938年におい
て，プライムタイムにおけるNBCとCBSのシェアーの合計は98％に及
んでいた。また，ネットワークとネットワーク加盟局との実力の差は大き
く，ネットワーク加盟契約の内容はネットワークにきわめて有利な内容と
なっていた②。
　2．1941年3月，連邦通信委員会は調査結果をr連鎖放送に関する報告
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書』（Rep・rt・n　Chain　Br・adcasting）（3）として発表した。報告書の結論は，
放送産業に対してNBCとCBSは強大な影響力を及ぼしているとするもの
であった。また，NBCがレッドネットワークとブルーネットワークとい
う2系統のネットワークを所有・運用している点も問題とした。1941年
5月，連邦通信委員会は，ネットワーク事業慣行とネットワーク所有形態
とを改めるために，ネットワーク加盟契約規則（Network　Affiliation　Rule）
およびネットワーク所有規則（Network　Ownership　Rule）を制定した（4）。
　ネットワーク加盟契約規則は，ネットワークと放送事業者との問の排他
性の解消に関する規定であり，次の内容を含んでいた。
　　（i）放送事業者との排他的契約関係の規制
　　㈲　排他的地域性の規制
　　㈹　契約期間の規制
　　（iv＞オプション・タイムの規制
　　（v）番組の拒否権に関する規制
　　（vi）ネットワークによる非ネットワーク番組の放送料率支配の規制
　ネットワーク所有規則は，次の内容であった（5）。
　　（i）ネットワークが同一地域内でラジオ局を2局所有することの禁止
　　㈲　ネットワークが2系統のネットワークを所有る運用することの禁
　　　　止
　これらのネットワークを規制する規則制定の管轄権は，通信法303条
（i）に規定された「連邦通信委員会は，連鎖放送を行う無線局に適用する
特別の規則を制定すること」という条項が根拠とされた。
　3．NBCとCBsは，1941年10月，規則を無効にするためにニューヨー
クの連邦地方裁判所に訴を提起した（6）。1943年，連邦最高裁判所は次の
ように判示し，その上で連邦通信委員会の連鎖放送規則のすべてを支持し
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た。「1934年通信法は，連邦通信委員会に対して有限で希少な電波を完全
かつ有効に利用させるために，公共の利益に適合するように電波の割当に
関する広範な権限を与えた。また，同法は，連邦通信委員会に対して連邦
通信委員会が電波の最大限の利用の妨げとなり公共の利益に適合しないと
判断するところのネットワーク慣行を規制する規則を制定することも認め
ている。そのことは，アメリカ合衆国憲法修正第1条に定める表現の自由
の否定となるものではない」（7）。
　RCAは，1943年7月にブルーネットワークの売却を発表し，連邦通信
委員会は同年10月にそれを承認した。1945年，ブルーネットワークは，
ABCと名称を変更した。
　4．ラジオ時代を経てテレビ時代になると，テレビジョンネットワーク
の支配力は以前にも増して強大なものとなった。アメリカ連邦議会下院商
業委員会は，1955年から1957年にかけてテレビジョンにおけるネットワ
ーク調査に着手した。この調査は，ネットワークと加盟局の関係，オプシ
ョンタイム，番組供給源，ネットワークによる放送局所有，および広告収
益に関して幅広くなされた。1957年10月に最初の報告が出され，rバロ
ー報告』（Barr・w　Rep・rt）として発表された（8）。
　rバロー報告』は，商業テレビ局，商業テレビの構造，およびネットワ
ークの経済的地位についての詳細なる評論を提供した。その上で，「ネッ
トワーク直営局やネットワーク加盟局に関する連邦通信委員会の規則は，
テレビジョンネットワークの複雑な役割や重要性に対して不十分である。
ネットワークは，ラジオネットワークがラジオを支配した以上に，テレビ
を支配している」と結論した。さらに加えて，rバロー報告』は，オプシ
ョン・タイムの禁止，ネットワークによる放送局所有の制限，マスト・バ
イ（must　by）方式による番組販奔の禁止，ネットワーク加盟契約の公表，
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および規則違反に対する制裁を勧告した。r連鎖放送報告』が主としてネ
ットワークとネットワーク加盟局との関係を問題としたのに対して，rバ
ロー報告』は広告主との関係をもその視野に入れた上で検討を行っている
点が特徴的である。
　rバロー報告』はr連鎖放送報告』と異なり，直ちにネットワーク構造
に変化を生じさせるものではなかった。しかし，rバロー報告』に基づい
て，連邦通信委員会規則の修正と追加が行なわれた。規則の修正とは，オ
プション・タイムがネットワーク運営の上で不可欠であるとはいえないと
して，オプション・タイムを禁止したことである（9）。規則の追加とは，ネ
ットワークが加盟局を代理して全国的スポット放送時間の販売をすること
を禁止したことである。rバロー報告』が発表された後，マスト・バイ販
売方式は自発的に廃止された。
　5．1955年，NBCとウェスティングノ・ウス放送会社とは，連邦通信委
員会に対して相互にテレビ局を交換するについての許可を求めた。連邦通
信委員会は聴問を行なわずに許可を与えた。しかし，司法省は，本件は
NBCがウェスティングノ・ウス放送会社に対して，テレビ局の交換に応じ
ない場合にはNBCとのネットワーク加盟契約の更新を拒否するとした結
果であり，取引制限を内容とする共同行為の禁止を規定するシャーマン法
1条に違反するとした。その上で，NBCとNBCの親会社であるRCAに
対して，交換により取得したテレビ局の他への処分を求める訴を提起し
た（lo）。
　連邦最高裁判所は，1934年通信法は，反トラスト問題に関してそれ自
体を判断する権限を連邦通信委員会に付与しておらず，連邦通信委員会が
反トラスト問題を審決したとしても，それによって反トラスト法による裁
判所の執行が妨げられることとなるものではないと述べた。そして，コモ
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ンキャリアーの場合と異なり包括的規制が認められていないテレビ事業の
規制の場合は，優先的管轄権（primary　jurisdicti・n）の法理を行使しえない
とした。その上で，本件が反トラスト法違反となるか否かの本案審理を行
なわせるために差戻した（11）。
　本件は，連邦通信委員会の多数局支配制限規則によって許容される範囲
内にあり，加えて連邦通信委員会により放送局取得が許可されていた。そ
れにもかかわらず，反トラスト法が適用され，ネットワークが放送局を取
得できなかったケースである（12）。
　6．1970年，連邦通信委員会規則にプライムタイム・アクセス・ルール
（Prime　Time　Access　Rule＞（13），フィナンシャル・インタレスト・ルール
（Finan，i。I　I。・。，e、・R・1・），シンジケーシ・ン・ルー・レ（S・・dica・i・n　R・1・）（14）
が加えられた。プライムタイム・アクセス・ルールは1970年と1975年に
一部修正された。フィナンシャル・インタレスト・ルールおよびシンジケ
ーション・ルールは1991年に修正された。
　これらの規則は，1960年代の連邦通信委員会によるネットワーク番組
業務に関する調査から生まれたものであり，主にネットワークと番組供給
業者との関係におけるネットワークの支配力に向けられていた（15）。
　7．1972年，司法省は3大ネットワークがネットワーク放送時間に対す
る支配力を利用して，プライムタイムにおけるテレビ娯楽番組の供給を制
限し独占化しているとして，シャーマン法第1条および第2条を根拠にし
て差止命令を求める訴を提起した。
　司法省の主張は，3大ネットワークが反トラスト法違反行為の結果とし
て，プライムタイム内においてテレビ娯楽番組の所有と支配がネットワー
クに生じ，テレビ娯楽番組の放送における不当な競争制限が自由競争の利
益を視聴者から奪っているというものであった。ただし，ニュース番組と
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スポーツ番組は対象とされていなかった。
　1978年のNBCに始まり，最終的には司法省と各ネットワークとの問で
個別的に修正同意審決が締結された（16）。
　8．1950年代後半から1970年代末までの25年間は，3大テレビジョン
ネットワークの支配力が強大な時代であった。プライムタイムにおいて3
大テレビジョンネットワークは90％のシェアを確保していた。
　連邦通信委員会は，1978年に，3大ネットワークによる寡占状態を排
除して，放送番組供給源の多元化と放送番組の多様化を図るために，ネッ
トワーク調査に着手した。そして，4番目のネットワークの出現を妨げて
いる要因を検討した。
　1980年，連邦通信委員会は調査報告書r新しいテレビジョンネットワ
ーク』（New　Teievision　NetwQrks：Entry，　Jurisdiction，　Ownership　and　Regula－
ti・n）を発表した。ネットワーク調査特別スタッフは，ネットワークの行
動を制限したほとんどの連邦通信委員会規則がすこしも価値を有しておら
ず，連邦通信委員会規則は加盟局に対する真の保護を提供することなく，
ネットワークと加盟局の間の通常の業務を単に制限しているだけであると
述べた。また，全国的テレビジョンネットワークが3系統しか存在しない
のは，ネットワークが強欲だからではなくて，1952年の「第6次報告と
命令」による電波割当の決定に起因するのであり，テレビジョンネットワ
ークの数が増加することは，ネットワーク加盟局，番組供給業者，視聴者，
広告主のすべてにとって望ましい状況を生むと結論した（17）。
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　　究』第ll巻176頁（1986）．
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（14）　　Id．　at　267．
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　第3節　現行のネットワーク規制
　1．1927年無線法は，連鎖放送に従事する局に適用する規則を定める権
限を連邦無線委員会（FRC）に与えていた（1）。連鎖放送に関しては，法律
成立時および成立後においても反対が存在した。第一の理由は連鎖放送が
独占に結がる可能性があるからであり，第二の理由は連鎖する2局の放送
地域内の聴取者は両方の局から同一内容の放送番組を聴くことになるから
であった（2）。
　1927年無線法は，連鎖放送に従事する局に適用する規則の制定権を連
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邦無線委員会に付与していたが，しかし，連邦無線委員会には連鎖放送に
おける連鎖放送局問の料金取り決めを規制する権限は認められていなかっ
た。連鎖放送においては，通常は，送り出す局と受け取る局との問には2
種類の取り決めがなされていた。送り出す局が広告主より対価を受け取っ
た番組は，送り出す局が受け取る局に支払い，送り出す局が広告主より対
価を受け取っていない番組は，受け取る局が送り出す局に支払うというも
のであった。連邦無線委員会には，このような取り決めを規制する権限は
なかった（3）。
　1927年無線法の当該規定は，連鎖放送に伴う技術的問題を処理するた
めに連邦無線委員会に付与されたものであると主張された（4）。そして，連
鎖放送局間での取引関係を規制しうるものと解釈されたことがなかった（5）。
　2．1934年通信法153条は，「本章（法）の適用に関しては，前後関係
から別に解釈する必要がある場合を除き，次の各号に掲げる用語の意義は，
それぞれ当該各項の定めるところによる」とし，同条（P）において，rr連
鎖放送』とは，2以上の連結された局による同一番組の同時放送をいう」
と定義する。1934年通信法303条は，「委員会は，本章（法）において別
に定める場合を除き，公共の便宜，利益および必要に基づき，随時，次の
各号に掲げる事項を行うものとす」とし，同条（i）において，「連鎖放送を
行う無線局に適用する特別の規則を制定する」と規定する。
　1941年に発表されたr連鎖放送報告』は第8章管轄権（Jurisdicti・n）に
おいて，1934年通信法303条（1）の解釈問題について次のように述べてい
る。「もしも，委員会の免許権限の行使と考えられた規制の適否に関して
疑義があるならば，それらは303条（i）によって完全に払拭された。本章
は，連鎖放送を行う無線局に適用される特別の規制をする明示的権限を委
員会に与えている。この論争に対する完全な解答は，議会によって採用さ
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れた文言がそのような狭い解釈を許すにはあまりに広く一般的でありすぎ
る点にある。文言が述べる事を議会が意味しなかったとは我々は考えない。
さらに，この規定に関する立法史は，議会が303条（i）をして一般的に適
用されることを意図したことを証明しているし，また，303条（i）が連鎖
放送において競争に関する規制を処理する権限を含むべきであることを明
確に証明している」（6）。
　3．現行の連邦通信委員会規則は，テレビジョンネットワークと放送事
業者との問の関係を規制する規定を次のようにおく。同規則73．658（7）は
「Affiliation　agreement　and　network　program　practices；territorial　ex－
clusivity　in　non－network　program　arrangements．」として（a）項から（⑱
項までを規定する（8）。
　　（a）排他的加盟契約（Exclusive　affiliation　of　stati・n）
　　（b）地域的排他性（Territ・rial　exclusively）
　　（c）　［Reserved］
　　（d）放送時間に関する放送局拘束（Stati・n　c・mmitment・f　br・adcast
　　　　time）
　　（e）番組拒否権（Right　t・reject　pr・grams）
　　（f）ネットワークの放送局所有（Network　ownership　of　stati・ns）
　　（9）ネットワーク2系統運用（Dual　natwork　operati・n）
　　（h＞ネットワークによる放送料率支配（C・ntr・1　by　netw・rks・f　stati・n
　　　　rates）
　　（i）ネットワークによる非ネットワーク時間の販売（Sale・f　n・n・
　　　　network　time）
　　（j）　［Reserved］
　　（k）　プライム・タイム・アクセス（Prime　time　access）
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　　（1）　1系統以上のネットワークの番組の放送（Broadcast　of　the
　　　　programs　of　more　than　one　network）
　　（m）非ネットワーク協定における地域的排他性（Territ・rial　exclusivity
　　　　in　non・network　arrangements）
　4．連邦通信委員会規則は，テレビジョンネットワークに関して，異な
った定義をおく。同規則73．658（1）（1＞（・）は，「ネットワークとは，通常，
接続用の機器を用いて全国のテレビ局に対して，毎日の放送時間の重要な
部分（substantial　part）を占める放送番組を配給する全国的組織」と定義
する。
　同規則73．662は，テレビジョンネットワーク・フィナンシャル・イン
タレスト，シンジケーション（9）およびプライムタイム。アクセス・ルー
ル（10）のための定義であると述べた上で，「テレビジョンネットワークとは，
プライムタイムで1週間につき15時間以上の放送を加盟局に提供し，そ
のサービスが少なくとも全米テレビ保有世帯数の75％に達する個人・法
人・会社をいう」と定義する（11）。
　同規則73．3613（a）は，「商業放送または非商業放送のAM・FM・TV
の放送局の免許を受けた者または許可を受けた者は，次の契約に関する複
写を連邦通信委員会に提出しなければならない」とし，「放送局とネット
ワークとの問で締結されたネットワーク加盟契約は文書にまとめられて提
出されなければならない。ネットワークとは，1週間につき15時間以上
の接続された番組サービスを10州以上の25以上の加盟局に日常的に提供
している個人・法人・会社を意味する」と定義する（12）（13）。
（1）　Section　4（h）of　Radio　Act　of　1927．
（2）井上泰三「アメリカ放送制度の建設について（2）」r放送学研究7』44頁
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　　（1964）．
（3）井上・前掲（注2）55頁．
（4）　REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　85．
（5）井上・前掲（注2）55頁．
（6）　REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　85。
（7）　47C．F．R．§73，658（1991）・
（8）アメリカの放送行政は，放送免許の付与および更新を通してなされる。
　　従って，47q．F．・R．§73，658における条文の文言の多くは次のような記
　　述の方法を採る．「ネットワーク（network　organization）との問で以下の
　　ごとき契約，合意および取り決めを有するテレビジョン放送局（tele－
　　vision　broadcast　station）に対して放送免許は認められない」
（9）　47C．F．R．§§73．659，73．660，73．661（1991）．
（10）　47C．F．R．§73．658（k）（1991）．
（11）　56Fed．　Reg。26269，　June　6，199L
（12）47c．　F．　R．§73．4154（1991）（Network／AM・FM　station　affiliation
　　agreements）．
（13）本稿において引用されている連邦通信委員会規則は，1991年10月にア
　　メリカ政府印刷局（U，S．　Government　Printing　Office）から発行された
　　Code　of　Federal　Regulationsの第47巻（Telecommunication）に依拠し
　　ている．
　第4節排他的加盟契約および地域的排他性
　1．1927年9月のCBS標準契約およびそれ以後の契約は，ラジオネッ
トワーク加盟局が放送施設を他のラジオネットワークに使用させることを
禁止した。1937年には互恵的な規定がつけ加えられた。その内容は，
CBSが加盟局に対して放送サービスを行なっている地域においては，加
盟局以外の放送局に対してCBSの番組を供給しないとするものであった。
　NBCは1936年に排他条項を導入したが，それはMutualの放送開始の
約1年後であった（1）。NBCはCBSと同様に，他のネットワークに対して
放送施設を提供することを加盟局に禁じた。NBCは，他の放送局に対し
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てNBCの番組を提供しないと約束することを契約上はめったにしなかっ
た。しかし，NBCはNBCの番組の放送を行う局として同じ地域の他の放
送局に番組を送ることはなかった②。
　2．r連鎖放送報告』は，排他性に関する両方の類型をともに公共の利益
に反すると結論した。排他的加盟契約については，「免許された放送局が，
公衆に対して利益となる最高のサービスを与えることを妨げ，かつネット
ワークの分野において競争の扉を閉することによって，番組についての産
業構造に大いなる影響を及ぼすこととなる排他的協定に入ることは，免許
された放送局が公共の利益に従った運用を行なっているとはいえない」と
述べた（3）。ネットワークが特定局にのみ番組を供給する地域的排他性につ
いては，「同じ地域の他の放送局が当該番組を放送する準備ができており，
放送したいと思っている場合に，特定局によって放送されないネットワー
ク番組をその地域の聴取者から奪うことは公共の利益に反する。ネットワ
ーク番組が電子的妨害によって消し去られるであろう時に，他の局におい
てネットワーク番組を放送することを妨げる契約上の取り決めにネットワ
ーク加盟局が入ることは，公共の利益に大いに反することである」（4）と述
べた。以上の理由により，連邦通信委員会はそのような行動を禁止する規
則を制定した（5）。
　3．r連鎖放送報告』のr補完的報告』（Supplemental　Rep・rt）は，加盟局
の権利として加盟局の主要なサービスエリヤ（area）においてネットワー
ク番組に関して「先買権」（first　ca11）を受けることを認めることによって，
その規則の意味を明瞭にした（6）。その規定は当該放送局が免許されている
エリヤを基準にして適用されるこ．とから，1955年に修正された。’この修
正の目的は，同じ放送サービスエリヤ内にはあるが，しかし他の地域
（c・mmunity）に位置している二番目の放送局に対して，先買権がネットワ
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一クサービスを締め出す結果と姦ることを妨げる点にあった（7）。
　現在，3大テレビジョンネットワークのすべてが，ネットワーク番組に
関して加盟局の先買権の排他性を制限する「地域」（community）に言及す
る。ABCとCBSは明示的に「免許された地域」（c・mmunity・f　license）と
述べ，NBCは単に「地域」（community）と述べる。すべての3大ネットワ
ークは，すべてのテレビジョン放送局に対して，その地域にかかわりなく，
大統領演説のような公共性の高い番組を放送する権限を保持する権利を留
保している。この条項はrSupplemental　Report』における声明の反映で
ある。すなわち，「委員会は次のように信じるものである。すなわち，非
常に重大な全国的または国際的な番組で，それがコマーシャルの入ること
のない公共サービス番組である場合には，そのような最初の申込は排他的
な申込を構成するべきではなく，かつ，ネットワークは同じエリヤにおけ
る他の放送局に当該番組を供給するに付いては自由な状態におかれるべき
である」（8）とする声明の結果としてネットワーク加盟条約に特約が存在す
る。
　4．現行の連邦通信委員会規則73．658（a）は，「他のネットワーク番組を
放送することを妨害し，または放送したことに対して制裁を加えることと
なる内容の契約をネットワークとの問で締結するテレビジョン放送局には
免許が認められない」と規定する。同規則73．658（b）は，「当該テレビジ
ョン放送局によって放送されないネットワーク番組をその地域にある他の
放送局が放送することを妨げる契約，または異なる地域に位置する他の放
送局がネットワーク番組を放送することを妨げる契約を，ネットワークと
の間で締結するテレビジョン放送局には免許が認められない。地域（c・m－
munity）という用語は，局の所在地として官許の文書において記載されて
いる地域と定義される」と規定する（9）。
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（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　52．
Id．　at　35，57－58．
Id．　at　57．
Id．　at　59．
Id．　at　91．
SuPPLEMENTAL　REPoRT　5．
BARRow　REpoRT　265．
SuPPLEMENTAL　REPoRT　5．
47C．　F．　R．§73．132（1991）（AM），47　C．　F．　R．§73．232（1991）（FM）．
　第5節加盟契約期間
　初期のNBCの加盟契約期間は1年間であった。1936年に，　NBCはそ
の標準加盟契約の期間を5年間に広げた。しかし，12ケ月の予告をもっ
て一方的に契約を終了させうる権利を留保した。初期のCBS加盟契約は，
同様に1年間であった。しかし，1929年には2年間となり，1936年には
5年間となった。CBSもまた，12ケ月の予告をもって一方的に契約を終
了させる権利を留保した。
　契約期間の1年から5年への変更は，Mutualが運用を開始した後に直
ちに生じた。r連鎖放送報告』は，「5年を契約期間とする目的は，加盟局
がいまひとつの全国的ネットワークの加盟局となることを妨げることにあ
った」と述べているω。さらに，「我々は，長期にわたるネットワークの
加盟契約がネットワーク加盟局市場から放送局の選択を排除し，その結果，
新しいネットワークの確i立と発展とを妨げることとなると考える。そのよ
うな契約の下では，本来ならばネットワークの分野における競争が引き出
されうる大きなサービスを公衆から奪うこととなる。加盟局が活動の自由
を制限されるときは，加盟局は公共の利益に従って運用されてはいない」
と述べた②。
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　連鎖放送規則が最初に作られた時は，それは契約期間を1年に限定し
た（3）。当時，ラジオ局は委員会から1年間のみの免許を受けていた。しか
し，規則が発効する前に，契約期間を2年に広げることを認める修正がな
された。この規則は他のラ・ジオ連鎖放送規制と同様に，1946年テレビジ
ョンへ適用された（4）。
　後に，rバロー報告』のネットワーク調査研究は，契約期間を5年に広
げる提案を考慮した（5）。そのような提案は，加盟局にとってのより大きな
保障の必要性に基づいて加盟局より起ったものであった。加盟局にとって，
加盟契約を失うことは，局が得ることのできる経済的価値を害することに
なるので，もしも長期にわたる加盟契約の保障を得られるならば長期にわ
たる資本投資を確信をもって行えると加盟局は述べた。ネットワーク調査
スタッフの結論は，より長い契約期間は不意に加盟契約を失うことに対し
て加盟局を守ることにより加盟局の地位を強化しうるが，しかし，より短
い契約期間は加盟局に対するネットワーク間の競争の機会および加盟契約
に対する加盟局の競争の機会を提供する，というものであった。ネットワ
ーク調査スタッフは，契約期間を制限することから生じる利益は全体とし
ての委員会の目的と矛盾しないと考えたのである。
　現在の3大ネットワークの加盟契約の期間はすべて2年間である。しか
し，連邦通信委員会規則73．658（c）は留保［Reserved］とされている。放送
局の免許期間は，現在テレビジョンが5年間，ラジオが7年間に変更され
ている（6）（7＞。
（1）
（2）
（3）
REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　59．
Id．　at　62．
Id．　at　91．
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（4）
（5）
（6）
（7）
11Fed．　Reg．33，37（1946）．
BARRew　REpoRT　258．
47U．S．C．§307（c）．
47C．　F．　R．§73．1020（1991）．
　第6節オプション。タイム
　1．CBSの前身であるユナイテッドは（United　Independent　Broad－
casting），1927年9月にネットワーク運用を開始した。ユナイテッドは，
その最初の契約において，16の加盟局から1週間につき10時間の放送時
間を1時間につき50ドルで公然と購入（purchase）した（1）。ユナイテッド
はこの契約の下で大きな損失を出した。というのは，10時間の番組編成
をなすについての広告を必ずしも確i保できなかったからである。3ケ月後
に，ユナイテッドはその加盟契約を変更した。1927年12月に新しい契約
の下で，ユナイテッドは1週間につき10時間の番組供給を約束し，その
内少なくとも半分は広告主のついた番組とするという内容であった。それ
に加えて，新しい契約は特に明記された追加の20時間についてのオプシ
ョンを30日の予告をもってユナイテッドに認めることによってオプショ
ン・タイムの業務慣行を取り入れた。その結果，ユナイテッドがユナイテ
ッドの放送スケジュールに広告主提供番組を加えるときは，ユナイテッド
は販売しうる加盟局の時間を容易に取得しえた（2）。1929年，CBSは加盟
局のすべての放送時間について28日の予告をもって，CBSにオプション
を認める標準加盟契約をとり入れた（3）。この業務慣行は連鎖放送規則の制
定まで続いた。
　NBCは，1933年にタイム・オプションを開始した。それには，明記さ
れた一定の時間を28日の予告をもって，ネットワークが加盟局の時間を
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ネットワーク番組のために優先的に先買（preempt）しうると規定する条項
が含まれていた（4）。
　Mutualは，1940年に契約の中にタイム・オプション規定をとり入れ
た（5）。
　2．連鎖放送規則案は，オプション条項を完全に禁止した。その理由は，
地方広告主によって提供される地方番組を発展させるという加盟局の努力
を妨げ，かつ，他のネットワーク番組を放送するという加盟局の努力を妨
げることとなると委員会が信じたからである。
　しかし，この規則の発効日前に，委員会はオプション・タイムの完全禁
止をゆるめて，その代りに特に明記した一定の時間帯において56日間の
予告をもってオプション・タイムを許可した（6）。すなわち，それは1日を
4つの時間帯に区分した上で，各時間帯につき3時間をオプション・タイ
ムとして認めるものであった。委員会は，タイム・オプションがビジネス
の便宜に資するものであるというネットワークによって主張された議論を
受け入れた。しかし，委員会は，ネットワークが，ローカル番組の要望や，
加盟局によるローカルスポットおよび全国的スポットの販売や，加盟局時
間へのネットワークによる競争的な接近を妨害するためにそれを使うこと
を妨げるために，その業務慣行を制限した（7）。
　3．rバロー報告』は，テレビジョンに関するオプション・タイムの取り
決めは公共の利益に資するところがないと述べた。なぜならば，その業務
慣行は限定された放送施設への競争的接近に関して，問題を深刻化するか
らだとした（8）。rバロー報告』は，オプション・タイムの廃止を勧告した。
そうすれば，加盟局は番組に関するより大きな自由を持ち，地方の広告主
はネットワーク広告主と競争することができ，独立番組供給者はネットワ
ークと競争するというより優れた機会を持つことになるであろうと述べ
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た（9）。
　4．委員会は，最初は，この勧告を4対3で拒絶し，時間をオプション
することは継続的ネットワーク運営にとって必要であると結論した（lo）。
しかし，次の年に委員会はその規則を修正した。そして，その目的は加盟
局の強化にあった。その修正とは，1日の放送時間を4つに区分して，そ
の各々の時間帯につきオプション・タイムの時間数を2時間30分に限定
するというものであった。その修正は次の事項をも規定していた（1D。す
なわち，もしも加盟局がその放送時間帯に非ネットワーク番組を放送
（carry）するための文書契約を有するならば，その予告期間を17週間に拡
大するというものであった。そして，もしも加盟局がそのような契約を有
していないのであれば，その予告期間を4週間に短縮するというものであ
った。
　これらの修正は裁判所に提訴されたので（12），委員会はそれらの再考を
決定し，その事件は委員会に差し戻された。再考の結果，委員会は前の決
定をくつがえし，オプション・タイムは継続的なネットワーク運営に必ず
しも必要ではなく，それを禁止してもネットワーク運営に重大なる負担を
負わせるものではなく，また供給されるネットワーク番組の質に重大なる
負担を負わせるものではないと6対1で結論した（13）。
　5．連邦通信委員会は，オプション・タイムを完全に禁止する規則を
1963年に採用している（14）。連邦通信委員会規則73．658（d）は，「ネットワ
ークに対して加盟局の放送時間に関するオプションを与える契約をネット
ワークとの間で締結するテレビジョン放送局に対して免許は認められな
い」とする。その上で，「タイム・オプショニングとは，局がネットワー
クの同意を得ずして番組を予定したときに，その局が番組を予定すること
を妨げるところの局とネットワークとの問の契約をいう。また，ネットワ
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一クが当該時間を使用することを要求するときに，局に対してすでに予定
された時間を解放（clear）することを求めるところの局とネットワークと
の間の契約をいう」とする定義条項をおく。
（1）　REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　36．
（2）　　Id．　at　36．
（3）　　Id。　at　37．
（4）　Id．　at　37，
（5）　　Id．　at　37．
（6）　SuPPLEMENTAL　REPoRT　9・
（7）　　Id．　at　9．
（8）　BARRow　REpoRT　392．
（9）　Id．　at　398．
（10）　FCC　58－37（1958），　FCC　Docket　No．12285．
（11）　FCC　6Q－1089（1960），　FCC　D㏄ket　No．12859．
（12）Times－Mirror　Broadcasting　Co．　v．　United　States，　Case　No．16068（D．
　C．Cir．　1961）．
（13）　28　Fed．　Reg．5501　（1963）；FCC　63－497　（1963），　FCC　Docket　No．
　　12859．
　　この「報告と命令」の再考に対して3つの申立（petiti・ns）がなされたが，
　FCCは否定した．　FCC　63－802（1963），　FCC　Docket　No．12859．
（14）　34FCC　1033，　at　1127－28　（1963）．
　第7節拒絶権
　1．1934年通信法は，309条において，委員会は放送事業者が公共の利
益に従って放送局を運用することを確保する義務があると規定している。
　初期のネットワーク加盟契約は，加盟局が公共の利益に合致しないと決
定した番組を拒絶することを認めることによって，この点に返答していた。
しかし，加盟局の行動の自由は非常に制限されていた。NBCの加盟局が
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ネットワーク番組をローカル番組に差し替える場合に，NBCは，「加盟局
の差し替えがネットワーク番組を放送した以上の公共の利益を有するとの
主張は支持されなければならない」（1）と述べていた。さらに加えて，加盟
局は，損害賠償額（damages）の清算として，加盟局がネットワーク番組の
放送で受けたであろう以上の額を差し替え番組の放送によって得た場合に
は，その支払を請求された（2）。このことは，ネットワーク番組の差し替え
に対する経済的誘引を奪った（3）。
　CBSは，加盟局に対して，教育や公共サービスや公共的行事に時間を
割く地方自主番組に差し替えることを認めた。加盟局は，もしも番組に対
する合理的な異議がある場合には，3週間の予告で番組の放送を拒絶しえ
た（4）。
　2．r連鎖放送報告』は，加盟局が前もって受けとる番組についての情報
が限定されているために，加盟局は公共の利益に従って義務を実行するよ
うに準備されてはいないと述べた（5）。かくして，以下のような協定を禁止
する規則が制定された。
　　（i）加盟局が不適切または不満足と信じるにつき合理的な理由がある
　　　　ネットワーク番組を拒絶することを禁じる協定
　　㈲加盟局が公共の利益に反すると信じるにつき合理的な理由がある
　　　　ネットワーク番組を拒絶することを禁じる協定
　　（iii）地方的または全国的に重要性が顕著（・utstanding）な番組と差し替
　　　　えることを禁じる協定
　さらに同規則は，当該番組が公共の利益に反すると信じるにつき合理的
な理由がある場合，および地方的または全国的に重要性の顕著な番組に差
し替える場合には，すでに承諾された番組といえども拒絶することを認め
た。
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　3．rバロー報告』においては，拒絶権は重要な問題としては生じてこな
かった。
　この規則は，1960年に修正され，3つのいずれの理由に対しても，す
でに承諾された番組について拒絶することを加盟局に認めた。委員会は，
個々の番組が不適切または不満足であるか否かを申込のときに加盟局が決
定することは，加盟局にとって必ずしも可能ではないと考えたからである。
また，委員会は番組の差し替えに関する規定も変更した。加盟局にとって，
ネットワーク番組よりも地方的または全国的により大きな重要性（greater）
を有する番組への差し替えが認められるための変更であった（6）。
（1）　REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　38．
（2）　Id．　at　38．
（3）　Id．　at　38．
（4）　　Id．　at　38．
（5）　　Id．　at　39．
（6）　47C．F．R．§73．658（e）（1991）・
　第8節　料率支配
　1．r連鎖放送報告』の時代において，　NBCのラジオネットワーク加盟
契約は，ネットワークが広告主に対して当該放送局の使用につき料金を請
求する料率を明記していた。NBCは，この広告料率を支配するとともに，
それを増加縮減する権利を保持した。もしも大部分の加盟局の料率が同時
に縮減されるのであれば，90日の予告をもってなしえた。また，個々の
加盟局の料率縮減に関しては，1年の予告でなしえた。しかし，その場合，
加盟局は契約を終了させるという選択をなしえた。
　また，NBCは加盟局が広告主に全国的スポット市場において請求しう
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る料率をも支配した。NBCの加盟契約は，　NBCが加盟局時間の販売によ
って受けとるよりも少ない額をもしも加盟局が同じ時間帯に対して全国的
広告主から受けとったならば，ネットワークは加盟局の料率を縮減させ，
その結果補償を縮減させることができると規定した。このことは，ネソト
ワーク時間に対して広告主が支払うよりもより低い料率を全国的スポット
市場で加盟局が広告主に請求をすることを妨げることとなった。NBCは，
この規定の目的が全国的広告取引業務と加盟局とが競争することを妨げる
点にあることを認めていた（1）。
　CBSは，概して，その加盟契約の中に加盟局のネットワーク料率を表
記しなかった。しかし，広告主への見積書の中では加盟局に対する料率を
明記した。加盟契約の期間中は，加盟局は，ネットワークが広告主に対し
て加盟局時間に関して引用した料率を変更する権限を有しなかった②。
　Mutualは，ネットワーク番組に対して，各放送局によって設定された
料金において広告主に請求した。
　2．委員会は，もしも全国的スポット価格がネットワーク請求額を削減
することになるのであれば，加盟局をより低い補償でとり扱うことによっ
て加盟局の全国スポット料率をネットワーク料率に釘付けすることとなり
公共の利益に反すると結論した。委員会は，もしも加盟局が補償への影響
を受けるという恐れを持つことなしに，広告主と自由に取引しうるのであ
れば，公共の利益に最も資することとなると確信した（3）。それゆえ，委員
会は，加盟局が非ネットワーク番組に関して広告料率の変更をすることに
対して，ネットワークが制裁を加えることを禁止する規則を制定した。
　3．現行の連邦通信委員会規則73．658（h）は，「テレビジョン放送局が非
ネットワーク番組または時間を販売するに当って，料率の決定若しくは変
更をすることを妨げる契約または制裁を課す契約をネットワークと締結す
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るテレビジョン放送局に対しては免許が認められない」と規定する。
（1）　REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTlNG　73．
（2）　　Id．　at　44．
（3）　　Id．　at　75．
　第9節ネットワークによる非ネットワーク時間の販売
　ネットワークが非ネットワーク時間に関して加盟局を代理して販売しえ
ないという規則は，『バロー報告』において勧告された（1）。ネットワーク
とネットワーク加盟局とは，非ネットワーク時間における全国的スポット
市場においては競争関係にあり②，それゆえ，もしもネットワークが加盟
．局を代理することとなれば，ネットワークは利益の抵触を有することとな
るという考えがその基礎にある。
　ネットワークとネットワーク加盟局とが広告時間販売で競争関係にある
ため，それを規制するところの前提は，ネットワークが加盟局の料率を支
配することを禁止するところの理論的帰結と一致するものである（3）。
　現行の連邦通信委員会規則73．658（i）は，「ネットワークとの問で，ネ
ットワークが局を代理して非ネットワーク時間を販売するという契約を締
結したテレビジョン放送局に対しては，免許が認められない。但し，ネッ
　トワークに免許された局およびネットワークの子会社には適用されない」
と規定する。この規則は連邦控訴裁判所で支持された（4＞。
（1）
（2）
（3）
（4）
BARRow　REpoRT　540．
Id．　at　536．
STANLEY　M．　BEsEN　ET　AL．，　MIsREGuLAT【NG　TELEvlsloN　35（1984）．
Metropolitan　Television　Co．　v．　Federal　Communications　Commission，
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289F．2d　874（D．C．　Cir．1961）．
　第10節プライムタイム・アクセス・ルール
　連邦通信委員会規則73．658（k）は，プライムタイム・アクセス・ルール
を規定する。この規則は1970年に制定された。この規則は，上位50市
場（1）にある全国的テレビジョンネットワーク（nati・nal　teleるisi・n　net．
work）直営局および加盟局がプライムタイム（2）内の1時間に関してネット
ワーク番組以外の番組およびオフネットワーク番組以外の番組に当てなけ
ればならないとするものである。但し，定時のネットワークニュースは，
それに先立って30分間のローカルニュース番組が編成されている場合に
限り，プライムタイムにおいてネットワークが提供しうる時間には加算さ
れない（3）。
　この規則に対しては多くの解説がなされているが，その目的とするとこ
ろは，少なくとも部分的にはファーストラン・シンジケーション番組の制
作者によるネットワーク番組に対する競争の増大，およびネットワークが
ネットワーク番組制作者に行使する市場支配力の縮減にある（4）。また，加
盟局による番組自主制作の促進のための制度とも説明される㈲。
（1）　47C・F．　R§73．658（k）Note　1（1991）．
（2）47C．　F．　R．§73．　658（k），§73．662（9）（1991）．「東部・太平洋時間帯で
　　は午後7時から午後II時．中央・山岳時間帯では午後6時から午後10
　　時」
（3）　47C．F．R．§73．658（k）（3）（1991）．
（4）STANLEY　M．　BEsEN　ET　AL．，　MlsREGuLATING　TELEvlsloN　36（1984）．
（5）立石直r最新アメリカ放送事情』52頁（1990）．
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　第11節　1局につき1加盟契約規則
　ネットワーク加盟局が2局存在し，それに加えて1局または2局の十分
に満足のいく放送施設を有するωネットワークに非加盟の局がある市場（2）
においては，そのネットワーク加盟局は3番目のネットワークとの間で準
ネットワーク加盟契約（sec・ndary　affiliati・n）を締結することが可能となる。
　1971年に制定された連邦通信委員会規則73．658（r）は，ネットワーク（3）
に加盟していない局（4）hli最初にネットワーク番組の申込を受けなかった場
合には，ネットワーク加盟局が自己の準加盟ネットワークからレギュラー
番組やスペシャル番組の供給を受けることを禁じる。
　この規則の目的は，プライムタイム・アクセス・ルールの制定に伴い，
複数のネットワーク加盟契約を有するVHF局が準加盟ネットワークから
番組供給を受けることを妨げ，また，ネットワークに加盟していない
UHF局がネットワーク加盟契約を締結することを不可能にする事態を防
止することにある（5）。
（1）　47C．　F．　R．§73．658（D（1｝（x）（1991）・
（2）　　Id．　at　§73．658（D（1｝eriil（1991）．
（3）　　Id．　at　§73．658（D（1）（v）（1991）．
（4）　Id．　at　§73．658（1）（1）伍v）（1991）．
（5）STANしEY　M．　BEsEN　ET　AL．，　MlsREGuLATING　TELEvlsloN　36（1984）．
　第12節　2系統ネットワーク所有
　連邦通信委員会規則73．658（9）は，「1系統以上のテレビジョンネット
ワークを有するネットワークと加盟契約を締結したテレビジョン放送局に
対しては免許が交付されない。但し，そのネットワークが同時に運用され
ていない場合，およびその地域において実質的な重複がない場合はその限
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りではない」と規定する。
　この規則は，1930年代を通じてレッドネットワークとブルーネットワ
ークの運用の結果として，NBCが有した市場支配力を減少させるという
特定目的のために採用された（1）。r連鎖放送報告』は，　NBCが現存する他
のネットワーク以上の競争における利益を得ており，かつ，2系統のネッ
トワーク運用によって将来における競争への防御をも獲得したと結論し
た（2）。さらに，NBCの2系統ネットワークの運用状態は，当該ネットワ
ーク加盟局がレッドネットワークの加盟局なのか，それともブルーネット
ワークの加盟局なのかを明確に記述していなかったために，．NBCの不当
な支配力が加盟局に及んでいると信じられていた（3）。
　しかし，委員会は，ネットワークの内の1系統について売却が強制され
たという不当な結果となることを恐れて，現在の時点で存在するNBCの
レッドとブルーのネットワークに関しては分離され所有されることが一般
的に言って望ましいと認められるので，我々はその分離が法的命令を動機
とすることなく実現されるであろうことを信じると述べて，委員会は
1941年rSupplemental　Report』の中で漠然とその規則を延期した。　NBC
がブルーネットワークを1943年に売却した後に，2系統ネットワーク所
有の禁止規定が再び採用され，連鎖放送規則の中に編み入れられた（4）。
（1）　REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　45，71．
（2）　Id．　at　72．
（3）　　Id．　at　45，70．
（4）STANLEY　M．　BEsEN　ET　AL．，　MlsREGuしATING　TELEv］sloN　34（1984）．
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　第13節　ネットワークの放送局所有
　連邦通信委員会規則73，658（f）は，「存在する放送局が少ないために競
争がネットワークによって実質的に制限されている地域における放送局の
所有をネットワークに禁ずる」ことを内容とする。
　r連鎖放送報告』は，ネットワーク運営とネットワークによる放送局所
有（1）の分離の妥当性を検討したが，すでにネットワークの事業慣行が形成
されており分離を命じなかった。しかし，委員会は2つの規則を採用した。
1つが，ネットワークによる1市場における複数放送局支配の禁止であり，
もうひとつが本項である。本項は制定時の姿のままであるがテレビジョン
ネットワークにおける重要性はない②。
（1）　REpoRT　oN　CHAlN　BRoADcAsTING　66．
（2）STANLEY　M．　BEsEN　ET　AL．，　M【sREGuLATING　TELEvlsloN　34（1984）．
　第14節　ネットワーク複数局所有
　連邦通信委員会規則73．3555（a）は，同一地域内での複数局の所有を
AM，　FM，　TVにおいて禁止する。
　r連鎖放送報告』が公表された時点で，NBCは4都市で2局を所有し，
また2都市で1局を有していた結果，合計で10局を所有していた。CBS
は，8都市に各1局ずつ所有し，合計で8局を所有した（1）。このような所
有形態はネットワーク相互間の競争を妨げ，かつ，ネットワークが加盟局
の犠牲の上に自己の所有局に特恵を与える危険があった（2）。委員会は，ネ
ットワークが同一地域内で2局を所有することは不健全であり，公共の利
益に反するとした（3）。
　ネットワーク複数局所有に関する規則は，複数局支配禁止規則と多数局
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支配制限規則の制定に対応して，それらの規則と同一内容の規制に服する
に至っている④。
（1）　REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTING　66．
（2）　　Id．　at　67。
（3）　　Id．　at　68．
（4）根岸哲「米国における放送の集中化とその規制」r規制産業の経済法研
　究』第H巻175頁（1986）．
第4章連邦通信委員会の採るネットワーク概念
　第1節伝統的な規制
　テレビジョンネットワークの商業活動に関する多くの連邦通信委員会規
則を理解するためには，それらの規則によって規制される実体についての
理解が必要となる。規則の多くは，競争においては調和されることのない
環境を前提とする理論に基づいている。それにもかかわらず，連邦通信委
員会の現行の規則は，ネットワークを構成する実体に関して異なった定義
を採用している。
　前章において記述した規則は，そのすべてが共通する特徴を持つ。それ
らの規則は，空中波によるテレビジョン放送免許者を電子的に相互に接続
するネットワーク，およびそのようなネットワークの加盟局に対してのみ
適用される。かくして，郵便を使う番組供給業者はその規制に服すること
はないし，たとえケーブルシステムが地上マイクロウェーブや衛星を経由
して番組供給を行ったとしても，そのケーブルシステムのネットワークに
適用されることもない。（1）
一64一
アメリカ3大テレビジョンネットワークにおける一
　第2節1970年以前の規制
　ネットワークとネットワーク加盟局相互間の関係を規律する連邦通信委
員会規則の大半は，そして1970年以前に制定されたネットワークに関す
る規則は，放送局の規模がどのようなものであろうとも一）相互に連結した
放送局のネットワーラのすべてに適用される。このネットワークに対する
呼称は，1934年通信法153条（P）に規定される「連鎖放送」の定義に起因
する。r連鎖放送報告』は，強大で全国的なネットワークの加盟契約のみ
が規制されるべきであるとする考えを考慮はした。②しかし，いかに小さ
なネットワークであろうとも相互に連結したネットワークのすべてがその
規制の下に服すべきである（3）と結論した（4）。現行の連邦通信委員会規則
73．658（a）は，「本条（secti・n）において使用されるネットワーク（netw・rk
・rganizati・n）という用語は，全国的ネットワークと地方的ネットワークと
を含む」．と規定する。
　第3節　ネットワーク番組供給に関する規則
　1．1965年に連邦通信委員会は3つの新しい規則の採用を提案した。そ
れらは後に，プライムタイム・アクセス，フィナンシャル・インタレスト
およびシンジケーションルールの中に包含された。規則案の適用範囲を確
定するために連邦通信委員会によって採用された文言は，「ネットワーク
テレビジョン免許者」（netw・・k　televisi・n　licensee）であった。すなわち，
「本条でその用語が使用される場合は，rネットワークテレビジョン免許
者』とは連鎖放送に従事するテレビジョン放送免許者を意味する。本条で
は，連鎖放送（chain　br・adcasting）とは，実質的（substantial）な数のテレ
ビジョン放送局に対して毎日実質的な時間数の放送番組の供給をすること
を意味する」とした。「連鎖放送」をこのように定義することにより，連
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邦通信委員会は法律による幅広い定義から，そして1941年r連鎖放送報
告』において採用された定義から慎重に離脱した。事実，規則案制定委員
会告示（C・mmissi・n’s　N・tice・f　Pr・p・sed　Rulemaking）を綿密に読めぱ，3
つの規則案がABC，　CBS，　NBCにのみ適用されると意図されていること
は明らかであった。委員会はその決定にあたって，「現時点で公衆が享受
しうるテレビジョン番組に関して3大ネットワーク会社に不当な支配力が
集中している。さらに，この激しい支配力の集中は独立番組制作者に対し
て競争的機会を減少させている」と記述した。
　2．1970年，連邦通信委員会は公式にプライムタイム・アクセス・ルー
ル，シンジケーション・ルール，フ4ナンシャル・インターレスト・ルー
ルを採用した。しかし，1965年規則案における連鎖放送の定義の文言は
削除された。その代りに，その規則は，すべての「テレビジョンネットワ
ーク」（televisi・n　network）に適用されるようになり，その文言は定義され
ないまま残った。ネットワークの定義の明白な広範化にもかかわらず，規
則の採用を宣言する「報告と命令」（Rep・rt　and　Order）を綿密に読めぱ，
連邦通信委員会の関心の基礎が3大ネットワークの行動に限定されている
ことを明らかにしていた。
　3．その後まもなくして，それらは採用されることとなり，その規則は
一定の規模のネットワークにのみ適用されるべく修正された。すなわち，
「1週間で15時間以上の番組を10州以上の25局以上の加盟局に常時送り
出している個人，法人，会社をネットワークという」とした。連邦通信委
員会は，「現存するネットワークを補いかつ競争的な新しいネットワーク
の発展を促すことは望ましいことであり，当委員会が長い間その方針とし
てきたところである。それゆえに，我々は強大な全国的テレビジョンネッ
トワークにのみ適用されるために，プライムタイア・アクセス・ルールの
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中でrネットワーク』の用語を再定義した。このことは，我々の行動が，
他の代り得る番組供給源のみならず新たなるネットワークの競争的発展を
促すために意図されているという事実に付てのいかなる疑いをも払拭する
であろう」と強調した。
　4．この事案（d・cket）における審査は，これらの規則の適用を3大ネッ
トワークに限定する理由を示している。
　第一に，委員会はその規則によって示された問題の性格からして，すべ
てのネットワークがそれらの規制に従うことを要求していないと考えたこ
とである。1970年に採用された規則は，番組制作過程およびプライムタ
イムテレビジョン番組編成におけるネットワークの支配力を減少させるこ
とを意図していた。小さな地方的ネットワークは，明らかにこの支配力を
有しておらず，委員会の考えでは3大ネットワークによってのみ行使され
た。支配力に優るネットワークに対して禁じられる行動を小さなネットワ
ークが採用することは自由であるべきだとする結論は，r連鎖放送報告』
において採用された立場とは正反対の立場であった。
　第二に，委員会はこれらの規則が新たなるネットワークへの予測を高め
るであろうと望んだ。しかし，それらの規則をネットワークの出現に対し
て適用するということは，ネットワーク出現の予測を高めるよりは消滅さ
せることになることに委員会は気づいた。
　第三に，管轄権の問題が委員会にとって重要であった。委員会がネット
ワークを直接に規制する権限を有するか否かは，1970年においてはまっ
たく未決定であった。rバロー報告』は，委員会が直接にネットワークを
規制する権限について次のように述べていた。「委員会がネットワークを
直接に規制する権限を有するとすることには疑問がある。さらに，過去
16年以上にわたるネットワークに対する間接的な規制をしてきた行政事
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務のゆえに，また，ネットワークを直接に規制する権限を過去において委
員会が放棄してきたことのゆえに，議会が委員会に明示的にその権限を付
与するのでないならば，そしてそれまでは，委員会は直接にネットワーク
を規制すべきではない」（5）。ネットワークと加盟局との問の関係を規制す
る規則は，ネットワーク自体に対する委員会の管轄権（jurisdicti・n）という
よりも，ネットワーク加盟局に対する委員会の管轄権を引用することによ
って，少なくとも部分的には正当化されてきた。しかし，フィナンシャ
ル・インタレスト・ルールおよびシンジケーション・ルールは，公式にネ
ットワーク行動（netw・rk　behavi・r）に対してのみ適用となる。委員会の
考えでは，そのような規則の制定に関する管轄権は，3大ネットワークに
関してはより明確に確立されていた。なぜならば，それらは連鎖放送にお
いて要となる要素であったからである（6）。
　5．1991年，連邦通信委員会はフィナンシャル・インタレスト・ルール
およびシンジケーション・ルールを改定した。その際，1970年に採用さ
れたネットワークの定義をも変更した。rrテレビジョンネットワーク』と
は，日常的（7）にプライムタイムで1週間に15時間以上の番組を加盟局に
供給し，そのサービスが少なくとも全米テレビ保有世帯数の75％に到達
する個人，法人，会社をいう。但し，全国的に重要なニュースイベントの
ライブ・カバレッジ（live　coverage）は除く」とする（8）。
　第4節　ネットワーク概念の多様性
委員会のネットワーク規制に担いて採用されたネットワーク概念の検討
は，いくつかの結論を導き出しうる。
明らかに，委員会は唯一の一貫した「ネットワーク」の定義を採用して
はこなかった。その結果として，・現行の規制の適用範囲は異なる。部分的
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には，これらのさまざまな定義は，規制が支配力に優るネットワークのみ
ならず弱小ネットワークをもその対象とすべきか否かの問題に関しての異
なった解決の反映でもある。また，部分的には，それらは委員会の管轄権
の範囲に関する問題の反映でもある。
　しかし，異なった定義の使用は，ある程度まで以下の事実を示す。つま
り，委員会のネットワーク規制は，ネットワーク行動に対して全体として
一貫した方針を具体化するというのではなくして，むしろ特定の濫用を処
理するために規則化した個々の独立した条項や，すでに正されるべきであ
る行動を変更させる目標としてのみ記述された個々の独立した条項のよせ
集めであるという事実である。かくして，規則は，委員会が一般的に禁止
またはやめさせた方がよいと考えるネットワーク行動の形態を一貫して定
義するのではなくして，むしろ委員会が不適切であると考えた行動の特定
の例のみを記述する。
　結局，規則のすべてが，相互に連結した空中波による放送局に対しての
み適用されるという事実は，地方への番組供給に関して他の方法を使うネ
ットワークが発展し続ける場合には，将来において重要な議論を生み出す
と確信をもっていいうる（9）。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
STANLEY　M．　BEsEN　ET　AL．，　MlsREGuLATING　TELEvlsloN　37（1984）．
REpoRT　oN　CHAIN　BRoADcAsTlNG　77．
Id．　at　79．
BEsEN　et　aL，　supra　note　1，　at　38．
BARRow　REpoRT　630．
BEsEN　et　aL，　sul》ra　note　1，　at　38－41．
47C．　F．　R．§73．662（i）NoTE（1991）．
47C．F．R．§73．662（i）（1991）．
BEsEN　et　al．，　supra　note　1，　at　42．
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第3編　テレビジョンネットワークに関する私法問題
第1章ネットワーク加盟契約
　本章においては，ネットワークとネットワーク加盟の放送事業者との問
で締結されるネットワーク加盟契約の内容を分析する。ネットワーク加盟
契約（affiliati・n　agreement）こそが，ネットワークとネットワーク加盟局
との間の私法上の関係を規律する基石（c・nerstone）ともいうべきもので
ある。この契約を基礎に，アメリカの放送制度は成立しているといっても
過言ではない。
　本稿においては，CBSのネットワーク加盟契約を中心に記述するが，
ABC加盟契約およびNBC加盟契約をも参考とする。記述は，契約書記載
の順序ではなく，筆者によって私法構成された順序による。契約条項の文
尾の数字は，CBS，　ABC，　NBCの各テレビジョンネットワーク加盟契約
に付された条項番号である。
　第1節　表題・前雷き
　CBSテレビジョンネットワーク加盟契約の表題は，　rCBS株式会社CBS
テレビジョンネットワーク部門（CBS　TELEVISION　NETWORK　A　Division
of　CBS　Inc．）」，「テレビジョンネットワーク加盟契約（TELEVISION　AF－
FILIATION　AGREEMENT）」と記載されている。前書きは，「ニューヨー
ク州，ニューヨーク．市，西52番街51，郵便番号10019に所在するCBS
放送会社テレビジョンネットワーク（以下CBSと称す）と，チャンネル番
号　　で　　において免許を付与されたテレビジョン局　　を運営する
　　．（以下放送事業者と称す）とは，本日19　年　　月　　日に契約を以
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下のごとく締結するものである」と述べる。
　1960年代のCBSネットワーク加盟契約は，契約締結に至る経緯と当事
者が契約に入る理由および目的とが示されていたが，最近の契約書には記
載がない。前書きを欠いても契約の効力に影響はないが，前書きは契約本
文の各条項の解釈に当って参考にされることがある。
　第2節ネットワーク番組供給の申込（Offer）
　1．CBS
（1｝放送事業者は，CBSネットワークテレビジョン番組（以下ネットワーク
番組と称す）に関して先買権（first　call）を有する［1（・）］。
（2）①CBSが放送事業者に対して加盟局による放送のための申込の義務
を有するのは，ネットワーク番組に関してである［1（・）］。ネットワーク番
組とは，次の3条件をみたす番組である［1（・）｛i｝］。
　　（i）テレビジョン放送の運用を免許されている地域で放送される番組
　　㈲　免許されたテレビジョン放送局による放送番組
　　㈹　ネットワーク放送網を通しての放送番組
　②　ネットワーク番組には2種類あり，ネットワーク・コー7一シャル番
組（netw・rk　c・mmercial　pr・grams）とネットワーク自主番組（netw・rk
sustaining　pr・grams）である。ネットワーク・コマーシャル番組とは，次
の条件をみたす番組である［1（・）ω］。
　　（i＞ネットワーク番組であること
　　㈲　CBSの広告主によって支払いがなされる番組であること
　　（iii）コマーシャル・アナウンスメントの入った番組であること
　③ネットワーク自主番組とは，次の条件をみたす番組である［1（・）㈲］。
　　（i）ネットワーク番組であ、ること
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　　㈹　コマーシャル番組以外の番組であること
（3》CBSは，次の条件をみたす場合には番組申込の義務を負わない。
　①　自主番組の一部［1（・）㈹〕。
　　（i）CBSが，独自の判断で，一定の地域での放送を行なわないこと
　　　　を決めたネットワーク自主番組。この場合，加盟局が放送免許を
　　　　取得している地域（community）もふくまれる
　　㈲　CBSが，ネットワーク自主番組を録画する権利や録画物を供給
　　　　する権利を有しない場合
　②　次の条件をみたす番組に関しては，CBSは，どこで運用が免許さ
　　　れていようともいかなるテレビジョン放送局に対しても番組の放送
　　　をする権利を有する［1（b）］。
　　（i）公的に重要な内容をふくむ大統領演説でもって構成されるネット
　　　　ワーク番組
　　㈲　アメリカにとって緊急を要する事態に関する報道をもって構成さ
　　　　れるネットワーク番組
　2．ABC
　免許者の地域において，ネットワーク番組に関して，放送事業者は先買
権（first　cal1）を有する。但し，ネットワークが公的に重要な内容を含む
と考える番組については，ネットワークはいかなる放送局に対しても放送
を行う権利を有する［A］。
　3．NBC
　ネットワーク番組に関して，同じ地域における他の放送局とは異なり，
ネットワークに加盟する放送事業者に先買権（right・f　first　refusal）を与
える。但し，ネットワークがネットワーク加盟契約に依拠することなく利
用することを法律的に要求されうる番組，および公的に重要な内容を含む
一72一
アメリカ3大テレビジョンネットワークにおける・・
番組については，ネットワークは他の放送局を利用しうる［2］。
　4．CBSとABCは，先買権をfirst　callと表記しているのに対して，
NBCはright　of　first　refusalと表記している。
　ネットワーク加盟契約は，ネットワークと放送事業者との問の，番組供
給及び放送時間販売に関する基本契約である。従って，ネットワーク番組
の供給に関しては，個別の供給契約が必要となる。つまり，個々のネット
ワーク番組に対して，個々の申込が放送事業者に対して必要となる。
　第3節ネットワーク番組供給の承諾（Acceptance）
　1．CBS
（1）承諾の方法は，通知によってのみ可能である［1（b）］。
〔2｝承諾期間は，定期的に放送が予定されている番組においては（regularly
scheduled　netw・rk　pr・grams），申込後2週間以内である。非定期な放送番
組においては，申込後72時間以内である。ただし，土曜日，日曜日およ
び祭日は除かれる。最初の放送が承諾期間内になされるのであるならば，
最初の放送がなされる前にできるだけ早く通知されてければならない［1
（b）コ。
（3）放送事業者が承諾をすることにより，合意が構成される。合意の内容
は，加盟局が本契約および申込の約束に従って，ネットワーク番組を放送
するというものである。放送事業者がCBSに対して承諾の通知をしない
場合には，合意は成立しない。その場合には，CBSは，他のいかなるテ
レビジョン放送局に対しても，また，加盟局が運用を免許されている地域
のいかなるテレビジョン放送局に対しても，当該ネットワーク番組の申込
をなしうる［1（b）］。
（4）CBSによって申込がされたネットワーク番組に対して，放送事業者
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が他の条件で承諾する場合において，CBSがそれに対して文書で同意す
る場合には，ネットワーク番組の規定が適用されて，当該ネットワーク番
組に関する合意が成立する［2（b）］。
　2．ABC・NBC
　ABCは，定期的に放送されることが予定されている番組については，
承諾期間が15日間である［1（・）］。
　NBCは，定期的に放送される番組の承諾期間と，非定期的に放送され
る番組の承諾期間とを区別せず，両方とも72時間とする［2］。ネットラ
ーク番組に関して申込がなされ，それに対して承諾がなされた場合には，
ネットワークには番組供給義務が生じ，加盟局には番組放送義務が生じる
［7］。
　第4節放送事業者による
　　　　拒絶（Rejection）・拒否（Refusal）・差し替え（Substitution）
　1．CBS
（1｝放送事業者は，以下の条件を満たす場合には，ネットワーク番組の申
込を拒絶または拒否しうる。
　　（i｝当該ネットワーク番組につき，不満，不適切または公共の利益に
　　　　反すると信じるにつき合理的理由があること［5（・）ω］
　　㈹速かな通知がなされること［5（b）］
②以下の条件をみたす場合には，ネットワーク番組につき既に放送事業
者によって承諾がなされた後であっても，放送事業者は契約を拒絶または
拒否しうる。
　　（i｝当該ネットワーク番組につき，不満，不適切または公共の利益に
　　　　反すると信じるにつき合理的な理由があること［5（・）（i）］
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　　（ii）速やかな通知がなされること［5（b）］
（3）以下の条件をみたす場合には，ネットワーク番組につき既に放送事業
者によって承諾がなされた後であっても，放送事業者は番組を差し替えう
る。
　　（i）地方的または全国的に重要性がより大きいと放送事業者が考える
　　　　番組との差し替えであること［5（・）（i）］
　　（ii）速かな通知がなされること［5（b）コ
　2．ABC・NBC
　ABC〔［V・2〕，　NBC［4（d）］は，拒否，拒絶および差し替えのために，加
盟局によって放送がなされなかった場合には補償が減額されるとする。
CBSは減額事項を規定していない。
　第5節ネットワークによる差し替え（Substitution）・撤回（Cancellation）
　1．CBS
（1＞CBSは，以下の条件をみたす場合には，ネットワーク番組を差し替え
ることができる。
　　（i）代替番組の申込み［5（・）（ii）コ
　　（ii）迅速な通知［5（b）］
（2）CBSは，迅速な通知を条件として，ネットワーク番組を撤回（cancel）
しうる［5（a）（iii）］。
　2．ABC・NBC
　ABC［皿．3．3］，　NBC［4（d）コは，代替番組がスポンサー提供番組でない
場合，補償は支払われないとする。
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　第6節番組送り出し（Deli▼ery）
　1．CBS
　CBSは，ネットワーク番組の供給のために，ネットワーク番組の送り
出し義務を負う［1（・）］。具体的な送り出し方法に関しては，別途協定によ
る。
　2．ABC
　ABCがキャリア（carrier）を使うことを選択した時は，　ABCは接続用
施設の費用を負担する。ネットワーク加盟局がABCライブサービス以外
の番組でキャリア利用を望むならば，事前に文書による許可が必要であり，
かつ施設利用の費用をABCに支払う必要がある［IDコ。
　3．NBC
　ネットワークの判断で，フィルムまたは録画による場合がある。NBC
は，相互接続に要する費用を支払う。但し，ネットワークと放送局とを接
続する料金の内でノン・リカーリング（n・n－recurring）は除く［1］。送り
出し費用は，原則として，各ネットワークが支払うもと約定されている。
　第7節放送の実施（Conditions　of　Broadca8t）
　1．CBS
（1）放送事業者が，ネットワーク番組を放送しうるのは次の条件をみたす
場合である［4（・〉］。
　　（i）ネットワーク加盟契約に基づいて，CBSから放送事業者に対し
　　　　て申込がなされたこと
　　（ii）CBSからの申込に対して放送事業者が承諾したこと
（2｝放送事業者は，ネットワーク番組のすべてにわたって放送する義務が
ある。ネットワーク番組の一部削除は認められない。コマーシャル，番組
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オープニング，番組提供者名，公共サービスアナウンスメント，番組宣伝，
ネットワーク表示を含む。
　放送事業者によるネットワーク番組の一部削除が認められるのは，次の
条件をみたす場合である［4㈲］。
　　（i）契約書に記載された4つの事項
　　㈲　削除から72時間以内の通知
　2。ABC
　放送事業者は，番組のすべてを放送しなければならない。但し，不調整
な番組宣伝は差し替えうる［1．B．1（b）］。
　3．NBC
　放送事業者は，当該番組が申込まれ，かつ承諾されているのでなければ，
いかなる番組も放送できない［8a］。
　放送業者は，許可なくしてネットワーク番組への削除または附加をなし
えない。但し，加盟局で放送されていない番組の宣伝はその限りではない
［8c］。
　第8節番組放送に関する報告（Reports）
　放送事業者は，ネットワ；ク番組に関して，CBSの要求する報告書を
CBSの要求する様式で提出する義務がある［2（9）］。　ABC［V．1］，　NBC
［12］。
　第9節　運行不能・番組供給不能（Failure　to　Deliver／Broadcast）
　1．CBS
CBSと放送事業者は，相互に，次の場合には損害賠償請求権を有しな
い［7］。
　　　　　　　　　　　　　　　－77一
〔論　説〕
　　（i》放送施設の運行不能または放送番組の供給不能の発生
　　（ii｝運行不能が4つの原因により発生したこと。すなわち，放送機材
　　　　の故障，第三者による行為や請求，労働争議，当事者の合理的な
　　　　制御を超えた原因による場合
　2．ABC
　CBSと同じ内容の規定を有する［V．2］。但し，番組が放送されない場
合には，補償は減額される［皿．2］。
　3．NBC
　NBCと放送事業者とは，相互に，次の条件をみたす場合には責任（lia－
bility）を負担しない［11］。
　　（i）番組の送り出し不能または放送不能の発生
　　（ii）履行不能が次の原因により発生したこと。すなわち，放送施設の
　　　　故障，労働争議，政府による規制，当事者の合理的な制御を超え
　　　　た原因による場合（俳優の病気や死亡。俳優が，社会的慣習や公
　　　　共の道徳や品位に従って行動することに失敗したことによって，
　　　　番組がキャンセルされた場合をふくむ）
　第10節　情報の開示（Disclosure　of　Information）
CBSは，ネットワーク番組を放送事業者に供給する前に，　CBSが知り
えた番組に関する情報を，放送事業者に開示することに努力しなければな
らない（endeav・r　t・disclose）。番組に関する情報とは以下の事項をふくむ。
　　ω　金銭，サービス，対価に関する情報
　　（ii）CBS，　CBSの被用者，または番組制作に関連してCBSが取引き
　　　　した者に関する情報
　　㈹　支払い，支払い約束，債務負担および債務負担の承認に関する情
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情報の開示は，通信法317条によって告知（ann・uncement）が要求され
ない場合には適用されない［6コ。ABCおよびNBCは規定をおいていない。
　第11節　損失補償（Indemnification）
　1．CBS
（1）CBSは，以下の条件がみたされる場合は，将来損害が生じた場合に補
償をすることを約束する［7コ。
　　（i＞ネットワーク番組から，次の損害が生じたこと。金銭の支払請求
　　　　（claims），損害賠償（damages），債務（liabilities），費用（costs），
　　　　支出（expenses）
　　（ii）損害発生原因が次の事由によること。文書誹殿（libel），口頭誹
　　　　殿（slander），名誉殿損（defamati・n），プライバシー権の侵害
　　　　（invasi・n　of　privacy），著作権または文学作品に対する権利ないし
　　　　脚本に対する権利に対する侵害または違反の申立
　　（iii＞放送事業者による番組への削除および附加のないこと
　　（iv）放送事業者からCBSへの通知
　　（v）CBSの訴訟に対する放送事業者による協力の同意
（2）CBSは，上記事項を除いては，第三者からの損害賠償請求に対して放
送事業者に対して補償を行なわない［7］。
（3＞次の条件をみたす場合には，放送事業者はCBSに対して損失を補償す
る［7］。
　　（i）番組に対する削除および附加
　　㈹　当該ネットワーク番組の放送
（4）次の条件をみたす場合には，放送事業者は広告主に対して損失を補償
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する［7コ。
　　（i）番組に対する削除および附加
　　（ii）当該ネットワーク番組ゐ放送
㈲次の条件をみたす場合には，放送事業者は広告代理店に損害が発生し
ている限り，損失を補償する義務を生じる［7］。
　　（i｝番組に対する削除および附加
　　（ii）当該ネットワーク番組の放送
　2．ABC［V13］。　NBCは規定がない。
　第12節ネットワーク番組の販売（Sale　of　network　programs）
　1．CBS
（1｝ネットワーク番組は，CBSが広告主に販売する［1（a）（i）］。放送事業者
は，広告主に対してネットワークコマーシャル番組を販売できない［4（・）］。
すなわち，
　　（i）すべてのネットワーク番組の全部又は一部
　　㈲　すべてのネットワーク番組内のすべての時間
（2）放送事業者が，広告主に対して，ネットワーク番組またはネットワー
ク番組内の放送時間を販売しうるのは，次の条件をみたす場合である［4
（a）］。
　　（の　事前に，文書によってCBSの同意がある場合
　　㈲　契約書の中で，特に正当と認められている場合
（3）放送事業者は，ネットワークがアイデンティフィケーション・アナウ
ンスメント（identificati・n　ann・uncement）に使用することと指示したネッ
トワーク番組内のいかなる時間をも広告主に販売できない［4（・）］。
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　2，ABC
　放送事業者は，ステーション・アイデンティフィケーションのための時
間をコマーシャルや番組宣伝や公共サービスアナウンスメントに使用して
はならない［1．B．2（・）コ。自主番組は，ネットワークの同意なしにコマー
シャル番組として販売してはならない〔1．B．2（b）］。
　3．NBC
　放送事業者は，許可なくして，番組の中でコマーシャルやアナウンスメ
ントを放送してはならない［8（・）］。放送事業者は，自主番組に関してコマ
ーシャルを販売しえない［8（b）］。
　第13節補償（Compensation）
　1．CBS
（1）以下の条件をみたす場合は，CBSは放送事業者に対して代金を支払う
［2（a）（ii）］o
　　（i）ネットワーク放送時間帯での放送（1ive　time　pe・i・d）［2（・）（i）］
　　（ii｝CBSによって時間が販売されたこと（c・mmercial　availability）
　　　　〔2（a）（ii）］
　　（iii）CBSの広告主によって支払われたこと（netw・rk　c・mmercial
　　　　announcement）［2（a）（iv）］
②以下の条件をみたす場合がネットワーク放送時間帯である。
　　（i）ネットワーク加盟局を通じての放送時間
　　（ii）ネットワーク番組のための放送時間
　　（iii）申込時に表示された放送時間
（3｝以下の条件をみたす場合がネットワーク販売時間である。
　　（i）ネットワークコマーシャルのための時間
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　　㈲　ネットワークコマーシャル番組の中の時間
　　（iii）CBSによって販売される時間
（4）以下の条件をみたす場合が，広告主によって支払われるアナウンスメ
ントである。
　　（i）コマーシャル販売時間の中のアナウンスメント
　　㈲　加盟局において放送されるコマーシャルアナウンスメゾト
　　（iii）CBSの広告主によって支払われるアナウンスメント
（5）支払額の算定は次の方法による［2（・×b）］。
　　（i）ネットワーク加盟局のネットワーク料率：掛る
　　㈹　時間帯のパーセンテージ：掛る
　　㈲　番組の実質的時間数：掛る
　　（iv）番組中のコマーシャル時間
　2．CBSとABC［Schedule　A］とが，補償額算定につき同様の計算方式
を採る。NBC［5（・）（b）］は異なる算定方式を採る。
　第14節　定時以外での放送（Delayed　broadcasts）
　CBSが放送事業者に対して補償をなす条件の中で，放送時間帯の条件
を欠く場合の放送が，放送時間帯以外の放送である。放送時間帯での放送
と同様に，CBSに支払義務が生じる。但し，低いパーセンテージで計算
される。CBS［2（b）］，　ABC［A（a）］，　NBC［5（a）］。
第15節　特別補償の取り決め（Special　compensation　arrangements）
以下の条件をみたす場合は，補償額は算定式によらずに合意による。
　（i）スポーッ番組，特別番組時間帯指定番組等
　（iO　承諾期間内での合意
一82一
　　　　　　　　　　　　アメリカ3大テレビジョンネットワークにおける一
CBS［2（a）］，　ABC［A（b）］，　NBC［5（e）］。
　第16節控除（Deductions）
　1．CBS
　CBSは，補償の支払いにあたって，次の額を控除する権利を有してい
る［2（d）］。
　　（i）ネットワーク料率の205％
　　（ii）地方共同コマーシャル（1・cal　c・・perative　c・mmercials）
　2．ABC
　ネットワークは，補償額からネットワーク加盟局料率の205％の額を週
単位で差し引く。控除の一部分（37％）は，アメリカ作曲家作詞者出版者
協会（ASCAP）および放送音楽協会（BMI）に対しての支払にあてられる。
すべての加盟局の支払を加えても，各週におけるASCAPおよびBMIに
対する支払の50％にみたない場合は，205％の控除に加えさらなる控除
が，加盟局料率を基礎になされる。定期的な調整の結果，ASCAPおよび
BMIに対する支払が，ネットワーク50％そして加盟局50％となるよう
にする［Scheduie　A（・）］。
　3．NBC
　加盟局は，月単位で一定の同等時間数（equivalent　hours）の補償を放棄
する。通常，24同等時間である［5（b）Giil］。
　第17節料率変更（Changes　in　Rate）
　1．CBS
（1）CBSは放送事業者に対して補償を支払う義務がある。その目的のため
にのみ，加盟局のネソトワーク料率は使用される［2（・）（ii）］。
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（2）CBSは，次の条件をみたす場合に，加盟局のネットワーク料率を変更
する権利を有している［2（・）］。
　　（i）加盟局への通知
　　（ii）30日の予告期間
（3》放送事業者は，次の条件をみたす場合には，ネットワーク加盟契約を
終了する（terminate）権利を有する［2（・）］。
　　（i）CBSによる料率変更
　　（ii｝CBSへの通知
　　（ii｝15日の予告期間
　2．ABC・NBC
　ABC［皿・2］およびNBC［5（i）］は，ネットワークの料率変更権および
放送事業者のネットワーク加盟契約終了権に関して，CBSと同じ内容の
規定をおく。但し，予告期間が異なっている。
　第18節　補償の支払時期（Time　of　Payment）
　補償の支払は，CBSの採用する4週又は5週を単位とする会計期間の
終了後，できるだけ速かに行なわれる［2（f）］。ABC［Schedule　A（・〉］およ
びNBC［5］もほぼ同様の規定をおく。
　第19節代理（Representation）
　1．CBS
　本契約の下において，放送事業者とCBSとは共に，他方当事者の代理
人ではない。また，代理人とはみなされない。自分自身を代理人であると
主張しない［8（c）］。
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　2．ABC・NBC
　両当事者は，契約に記載のある場合を除いて代理をなさない［V．10］。
NBCは規定がない。
　第20節　通知（Notice）
　本契約の中で提出することが規定されているすべての通知は，直接配送，
郵便，電報または私設電話によって，書面により，本契約に記載された放
送事業者の住所およびCBSの住所に伝えられなければならない［8（d）］。
NBC［17］。
　第21節　完全条項（Entire　agreement　clause）
　1．CBS
　本契約は，放送事業者とCBSとの問で締結されていたすべてのテレビ
ジョンネットワーク加盟契約に代るものである〔8㈲］。
　2．ABC［V．10］およびNBC［16］は，本契約が当事者間において最終
的な合意を構成するとする。
　第22節変更（Changes）
　本契約は，口頭では変更されない。CBS［8（・）〕，　ABC［V．10］，　NBC
［16］。
　第23節　放送局の譲渡又は移転（Assignment　or　Transfer）
次の条件をみたす場合には，CBSは，ネットワーク加盟契約を終了す
る権利（right　t・terminate）を有する［3（b）］。
　　（i）放送事業者による株式または免許の移転
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　　㈹　放送事業者によるCBSに対ナる通知のなされないこと
　　㈹　譲渡人によって，これまでと同様の条件で放送を行う同意のなさ
　　　　れないこと
　　（iv＞CBSによる放送事業者への20日前の通知
　但し，47C．　F．　R．§1．540（§73．3541）に規定される所有権の実質的変
更は移転にふくまれない。ABC［V．4］，　NBC［14］。
　第24節　契約の終了（Termination）
　契約期間は2年間である。6ケ月前に通知することにより，契約を終了
させうる。通知をしない場合は自動更新となる。CBS［3（・）］，　ABC［VIコ，
NBC［19］。
　第策節　規制（Regulations）
　本契約の下で，放送事業者とCBSとの問の義務は，連邦法，州法，地
域法，規則，規制のすべての適用を受ける。1943年通信法および連邦通
信委員会規則に限られるものではない［8（b）］。ABCとNBCは規定してな
いo
第2章　ネットワーク加盟契約とアメリ力契約法
　第1節　加盟契約の分析手法
　本章においては，ネットワーク加盟契約にふくまれるアメリカ契約法上
の問題点を項目別に検討していく。
　ネットワーク加盟契約は，アメリカにおけるテレビジョンネットワーク
とネットワークに加盟する放送事業者との間で締結された基本契約である。
従って，契約はアメリカ契約法の準則にのっとった内容となっている。本
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章においては，ネットワーク加盟契約がアメリカ契約法において，どのよ
うに位置づけられるかを検討する。記述に当たっては，第2次契約法リス
テイトメントを参照した（1）。
（1）第2次契約法リステイトメントは，松本恒雄「第二次リステイトメント
　試訳（一）乃至伍）」民商法雑誌九四巻四，五，六号，九五巻一，二号を参照し
　　た．
　第2節ネットワーク加盟契約の成立
　契約法上，契約が有効に成立するためには，少なくとも3つの構成要素
が必要であるとされてきたω。
　　（i）相互的同意（mutual　assent）の存在
　　㈹　約因（c6nsiderati・n）またはそれに代替しうるものの存在
　　㈹　免責事由（defense）の不存在
　リステイトメントは，契約の成立には，交換に対する相互的同意の表示
と約因を伴った交換的取引（bargain）が必要であるとする（2）。ただし，交
換的取引の有無にかかわらず，契約は，要式契約に適用される特別の準則
または約因なき契約に定める準則に従い成立しうる（3）。
　交換的取引は約束と約束，約束と履行，履行と履行を交換する旨の合意
をいう（4）。交換に対する相互的な同意の表示には，各当事者が約束をする
か，または履行を開始しもしくは履行をなすことが必要である（5）。同意の
表示は，書面もしくは口頭で，または他の作為もしくは不作為によりおこ
なうことができる。当事者の行為は，その者が行為をなす意思を有してお
り，かつ相手方がその行為から同意を推定するかもしれないことを行為者
が知り，または知りうべきである場合を除き，同意の表示としての効果を
一87一
〔論　説〕
有しない。当事者の行為は，たとえその者が実際には同意していない場合
でも，同意の表示となることがある。その結果として成立する契約は，詐
欺，強迫，錯誤，もしくはその他の暇疵原因により取り消しうる可能性が
ある（6）。当事者が，それぞれの表示に著しく異なった意味を与えており，
かつ，相手方によって付与された意味をいずれの当事者も知らないかもし
くは知りうべきでない場合，または，相手方によって付与された意味を各
当事者が知りもしくは知りうべき場合は，交換に対する相互的同意は存在
しないσ）。
　交換に対する相互的同意の表示は，通常，一方による申込（・ffer）また
は提案（pr・p・sal）に相手方による承諾（acceptance）が続くという形をと
る。相互同意の表示は，たとえどれが申込でどれが承諾かが特定できず，
また契約成立時が確定しえない場合においても，なすことができる（8）。各
当事者が相手方の表示に言及して同意の表示をなすことが，交換的取引に
とって必須である（9）。
　ネットワークと放送事業者とは，ネットワーク加盟契約を有効に成立さ
せている。すなわち，契約を成立させるための3つの構成要素が存在する。
　　（i）ネットワークと放送事業者との問でのネットワーク番組供給およ
　　　　びネットワーク番組販売に関する相互的同意の存在
　　（ii）約因の存在
　　㈹　免責事由の不存在
　ネットワークと放送事業者とは，契約内容をrTELEVISION　AFFILI・
ATON　AGREEMENT」として書面化した。本契約は，ネットワークと
放送事業者との問の基本契約である。個々のネットワーク番組に関しては，
ネットワークから放送事業者に対して，個別的に申込がなされる。放送事
業者によって承諾されれば，当該ネットワーク番組に付いての供給契約お
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よび販売契約が成立する。
（1）木下毅『アメリカ私法』170頁（1988）．
（2）　E．ALLAN　FARNswoRTH，　UNITED　STATEs　CoNTRAcT　LAw　70（1991）．
（3）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§17．
（4）　　Id．　at　§3．
（5）　　Id．　at　§18．
（6）　　Id．　at　§19．
（7）　Id．　at§20．
（8）　　Id．　at　§22．
（g）　　Id．　at　§23．
　第3節　番組供給の申込
　1．申込とは，進んで交換的取引に入る旨の表示であり，他の者が同意
をすれば，その取引が締結されることになると理解されるのが正当なもの
をいう（D。申込の中には，申込者による約束と，被申込者に対して要求さ
れる代償としての対価とが示されている。双務契約における対価とは約束
であり，片務契約における対価とは行為である。相手方の承諾によって直
ちに契約成立とはならず相手方をして申込をさせようとする意思表示は，
申込の誘引である。
　アメリカ契約法において，意思表示の内容を判断する基準は，合理的な
人が意思表示を受ける相手方の立場であれば，その合理的な人は当該意思
表示にどのような意味を賦与するであろうかというものである②。
　CBS加盟契約1（a）は，　CBSが放送事業者に対して番組供給申込義務を
有するのは，ネットワークコマーシャル番組と一部の自主番組であると特
約する。CBS加盟契約1（b）は，承諾がネットワーク番組を放送するとい
う合意を構成しなければならないとする。従って，ネットワークの申込は，
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放送事業者の承諾があれば直ちに当該ネットワーク番組の供給契約を成立
させるものであり，申込の誘引ではない。
　2．申込の効力は，申込が有効である問に承諾があると契約を成立させ
ることができることにある（3）。申込は，その通知が申込者から被申込者に
到達したときに効力を生じる。従って，アメリカ契約法においては，交叉
申込によっては契約は成立しない。
　CBS加盟契約には，申込の効力の発生時期に関する規定はない。
　3．被申込者は，申込が有効な期間は，承諾して契約を成立させること
もできるし，また承諾せずに契約を成立させずにおくことも可能である。
被申込者の承諾権能は，次のいずれかの方法によって消滅する。すなわち，
被申込者による拒絶若くは反対申込，時間の経過，申込者による撤回，ま
たは申込者若しくは被申込者の死亡若くは無能力であるω。
　被申込者の承諾の権能は，申込の中で指定された時点において消滅し，
その指定がない場合は，相当の期間の経過によって消滅する。相当の期間
がどのくらいかは事実の問題であり，申込と承諾の試みがなされた時に存
在したすべての事情から判断される㈲。
　CBS加盟契約1（b）（i）は，承諾期間を次のように規定している。ネット
ワーク定時番組は申込後2週間，ネットワーク非定時番組は申込後72時
間，定時番組で申込後2週間以内に放送される番組や非定時番組で申込後
72時間以内に放送される番組は放送時までとする。従って，放送事業者
の承諾権能は，申込の中で指定された時間の経過後において消滅する。
　被申込者の承諾の権能は，申込者が反対の意思を表示している場合を除
き，被申込者による甲込の拒絶によって消滅する。申込を承諾しない旨の
意思の表示は，被申込者が申込についてさらに熟考する旨の意思を表示し
ている場合を除き，拒絶になる（6）。拒絶は，申込者に到達した時に効力を
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生じて，申込の効力を消滅させる（7）。申込の内容に変更を加えた承諾は反
対申込であって，被申込者の承諾権能は，その者が反対申込をすることに
よって消滅する（8）。
　CBS加盟契約5（・）（i＞は，ネットワークの申込に対して，放送事業者が
ネットワーク番組に対して不満足，不適切または公共の利益に反すると信
じるに付き合理的な理由がある場合には拒絶しうると特約する。放送事業
者の有する申込を拒絶する権利は，連邦通信委員会規則73．658（e）に規
定された法的権利（legal　right）であるのみならず，契約上の権利でもある。
CBSの申込に対する放送事業者の拒絶の方法は，　CBSに対する通知であ
る［5（b）］。すなわち，ネットワークコマーシャル番組に関してはCBSテ
レビジョンネットワークのステイション・クリアランス部門（Station
Clearance　DePartment），自主番組に関してはアフィリエイト・リレイショ
ン部門（Affiliate　Relati・ns　Department）への通知である［5（b）］。放送事業
者による拒絶の効力の発生時期は，英米法の一般原則とは異なる特約をな
す［8（d）］。すなわち，CBSに到達した時ではなく，郵便による通知は郵
送を行った時であり，電報による通知は電報が電報局に到達した時に通知
がなされたものとみなされる。CBSの申込に対して，放送事業者が申込
内容に変更を加えて承諾した場合には，反対申込となる。CBSが放送時
間帯を指定して申込を行ったのに対して，放送事業者が異なった放送時間
帯での放送を条件に承諾する場合がこれに当る。放送事業者の反対申込に
対して，CBSが文書で承諾すれば契約は成立する［1（b）］。
　4．被申込者の承諾権能は，提案した契約を締結しない旨の意思の表示
を被申込者が申込者から受領したときは消滅する（9）。申込に承諾期間の定
めがある場合においても，申込者は申込を撤回しうる。英米契約法におい
ては，約因によるのでなければ申込者を拘束しえない。承諾期間を定める
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ことは，申込者の利益のためであり，承諾期間後の承諾には効力がないこ
とを意味する。
　申込者が一定期間は申込を撤回しないと約束し，その約束が被申込者の
約因によって支持されている場合には，申込は撤回できなくなる。なぜな
らば，撤回しないという約束は無償の約束であって，約因の支持がない場
合は拘束力がない（10）（11）。その期間は，被申込者は承諾をなして契約を成
立させるか，または，承諾をなさずに契約を成立させずにおくかの選択権
を有することになる。この選択権をオプション（・pti・n）といい，オプシ
ョンを成立させる契約がオプション契約である（12）。この期間中に申込者
が撤回の意思表示をしても効力は生じないし，被申込者が承諾すれば契約
は成立する。申込が，申込者の署名入りの文書でなされ，申込をすること
に対する約因と称するものについて述べ，かつ公正な契約条項に基づく相
当期間内の交換を提案するものである場合はオプション契約としての拘束
力をもつ（13）。
　売買において，売主がある者に先買権を付与し，同時に第三者との売買
交渉に入る場合において，先買権者が第三者の提示した条件で契約締結を
希望する限り，売主には先買権者と契約を締結する義務が生じる。先買権
者が先買権を行使しなかった場合に，売主は第三者と契約を締結しうる。
先買権をfirst　ca11またはfirst　refusalという。
　CBS加盟契約1（a）は，放送事業者がネットワーク番組に関して先買権
を有すると規定する。CBSはネットワーク加盟の放送事業者に対して先
買権を付与しており，CBSが準ネットワーク加盟の放送事業者との間で
ネットワーク番組供給交渉に入った場合においても，先買権を付与した放
送事業者との契約締結義務が生じる。先買権を付与された放送事業者が，
先買権を行使しない場合にのみ，CBSは準ネットワーク加盟の放送事業
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者との問でネットワーク番組供給契約を締結しうる。
（1）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§24．
（2）　Id．　at§2comment　b．
（3）　　Id．　at　§35．
（4）　Id．　at§36．
（5）　Id．　at　§41．
（6）　　Id，　at　§38．
（7）　　Id．　at　§40．
（8）　　Id．　at　§39．
（9）　Id．　at§42・
（10）　Real　Estate　Co．　of　Pittsburgh　v．　Rudolph，301Pa．502，153A．438
　（1930）．
（11）E．A・・AN　FARNsw・・TH，　UNIT・D　STAT・・C・NT・AcT　L・w　88（1991）・
（12）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§25．
（13）　　Id．　at　§87．
　第4節　申込の承諾
　1．申込の承諾とは，被申込者が申込によって誘引または要求された方
法で申込の条項に対してなす同意の表示をいう。履行による承諾には，申
込によって求められていることがらの少なくとも一部が履行または提供さ
れることが必要である。約束による承諾には，約束をなすのに必須のすべ
ての行為を被申込者が完了することが必要であるω。申込を承諾しうるの
は，申込において約因を提供するように誘引されている者のみである②。
承諾となるためには，契約を成立させる意思で意思表示をなすことを要す
る。承諾は申込を知ってなす必要があり，申込を知らない場合は，報酬と
の交換的取引に応じる趣旨で当該行為がなされたことにはならない。但し，
申込を知って当該行為をなしたことで足りるのであって，報酬の約束が当
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該行為に対する主たる動機であることを要しない（3）。
　CBS加盟契約1（b＞は，「当該承諾は，放送事業者が本契約や申込の約束
に従ってネットワーク番組を放送するという合意を構成するものである」
とする。NBC加盟契約7は，申込に対して承諾がなされた場合には，ネ
ットワークは番組供給義務を負い，加盟局は番組放送義務を負う旨の規定
をおく。
　2承諾は，書面や口頭のほか，行為によってもなしうる。承諾の通知
の有効要件は，被申込者が申込者に対して承諾を通知するための相当な努
力を尽したか，または申込者が適時に承諾を受領することが必須であるω。
被申者が相当な努力を尽くした場合には，承諾の通知が申込者に到達せず
とも承諾は有効となる。承諾は，なされるべき約束またはなされるべき履
行に関して，申込の要求するところに合致していなければならない（5）。申
込が承諾の内容として行為を求めている場合は，別個の通知を要しない（6）。
申込において承諾が不要である旨が表示されている場合（7）や沈黙が承諾と
扱われる場合（8）も通知が不要である。
　CBS加盟契約1（b）は，放送事業者によるCBSへの通知によってのみ承
諾をなしうるとする。CBS加盟契約8（d）は，提出を要求されている通知
はすべて書面にてなされることとする。
　3．隔地者間の取引に於て，申込により指定された方法により承諾がな
された場合には，その承諾は発信主義の立場がとられる（9×10）。郵便によ
る承諾は投函した時点で契約が成立する。郵便が不到達の場合も契約は成
立したとされる。電報による承諾も同様に扱われる。電話による承諾は，
当事者が体面している場合の承諾に適用される原則によって規律され
る（11）。承諾の発信の方法が申込の求めるところと異なる場合や相当の注
意が払われなかった場合には，正しく発信された承諾が到達する時期まで
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にそれが到達した場合のみ，発信時に発効したものとされる。それ以外は
到達時に発効する（12）。オプション契約がある場合には，承諾は到達時に
効力を生じる（13）。申込において，到達主義によることが特約されている
場合には，特約により発信主義は適用されない（14）。
　CBS加盟契約8（d）は，郵便によって伝えられる通知は郵便料金前払の
上，その郵送を行った時をもって提出されたものとみなすとする。電報に
よって伝えられる通知は，料金前払いであろうと後払いであろうと，その
電報が電報局に到達した時に提出されたものとみなすとする。私設電話に
よる通知は，電話をかけた時に提出されたものとみなすとする。承諾の効
力の発生時期に関して，CBS加盟契約は英米法の一般原則と同じ立場を
採る。
（1）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§50．
（2）　　Id．　at　§52．
（3）　Id．　at§23　comment　c．
（4）　Id．　at　§56，
（5）　Id．　at　§58．
（6）　Id．　at　§54．
（7）　Id．　at§54（c）。
（8）　　Id．　at　§69（b）．
（g）　　Id．　at　§63（a）．
（10）末延三次「英米契約法に於ける承諾の発信主義」『英米法の研究（」⇒』1
　頁（1954）．
（11）　REsTATEMENT（sEcoND）oF　CoNTRAcTs§64．
（12）　Id．　at§67＆comment．
（13）　　Id．　at　§63（b＞．
（14）　GoRDoN　D．　ScHABER＆CLAuDE　D．　RoHwER，　CoNTRAcTs　66　（3d　ed．
　　1990），
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　第5節　契約違反
　1．契約は一方当事者または双方当事者に債務（・bligati・n）を負担させ
る。その債務を負担しないことが契約違反である。何をもって契約違反と
なるかは，その債務の内容によって決まる。
　契約責任は厳格または絶対的といえる。債務者は，自己の債務不履行に
関して，故意または過失の存在の有無にかかわらず責任が生じる（1）（2）。英
米契約法における契約違反には，履行遅滞，履行不能および履行拒絶とが
ある。
　各約束が相手方の約束に対する約因をなしており，かつ各約束の履行が
相手方の約束の履行と交換になされるべき場合には，履行は約束の交換に
基づき交換になされなけれぱならない（3）。債権の受領拒絶もまた契約違反
である（4）。債権者の受領義務や協力義務も債務を構成する。
　CBS加盟契約は，　CBSと放送事業者に債務を負担させる。債務を履行
しない場合は契約違反となる。CBSと放送事業者の債務は，以下のごと
く加盟契約に規定されている。
　①ネットワーク番組供給に関するネットワークの放送事業者に対する
　　　義務
　　（i）ネットワーク番組供給申込の義務
　　（ii）放送事業者に対して先買権を付与する義務
　　㈹　放送事業者によって承諾されたネットワーク番組を供給する義務
　　（iv＞放送事業者がなすネットワーク番組の拒否，拒絶，差し替えを承
　　　　認する義務
　　（v）ネットワーク番組の供給変更における代替番組の供給義務
　　⑯　放送事業者がネットワーク番組によって損失を被った場合の補償
　　　　義務
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　㈹　ネットワーク番組の送り出し義務
②ネットワーク番組供給に関する放送事業者のネットワークに対する
　　義務
　（i）放送事業者が他に先がけて申込をされていない場合には，ネット
　　　ワーク番組を放送しない義務
　（ii）申込の承諾がなされていない場合には，ネットワーク番組を放送
　　　しない義務
　㈹　ネットワーク番組時間のすべてを放送する義務
　（iv）ネットワーク番組を削除する場合には，ネットワークへ通知する
　　　義務
　（v）ネットワーク番組が録画，複写，再放送および別な方法で使用さ
　　　れることを放送事業者として許可しない義務
　（vi）ネットワーク番組の供給変更を承認する義務
　㈲　ネットワーク番組の供給撤回（cance1）を承認する義務
　㈲　ネットワーク番組の拒否，拒絶，差し替えの場合の通知義務
③ネットワーク番組販売に関するネットワークの放送事業者に対する
　　義務
　（i）放送事業者のために，広告主に対して放送時間を販売する義務
　（ii）放送事業者に対して補償を支払う義務
　㈹　放送事業者の代理人として，非ネットワーク時間の販売を行なわ
　　　ない義務
④ネットワーク番組販売に関する放送事業者のネットワークに対する
　　義務
　（i＞放送事業者が，広告主に対して，ネットワーク番組を販売しない
　　　義務
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　　㈲　放送事業者が，広告主に対して，ネットワーク番組の中の時間を
　　　　販売しない義務
　　㈹　ネットワークが局名アナウンスメントのために設定した時間帯に
　　　　コマーシャルを入れない義務
　　㈹　削除された素材をコマーシャルにとりかえない義務
　　（v）ネットワーク番組を削除した場合の損害賠償義務
　　（vi）自主番組をコマーシャル番組として販売しない義務
　⑤株式および免許の移転に関する義務
　　（i）放送事業者が，株式および免許の移転に際して，ネットワークに
　　　　通知する義務
　　㈲　ネットワークが，譲受人の同意を条件として，ネットワーク番組
　　　　の供給および販売をなす義務
　2．契約に基づく義務の完全履行により，その義務は消滅する（5）。契約
に基づく履行義務の履行期が到来している場合，その不履行は契約違反と
なる（6）。停止条件付債務または同時条件付債務は，条件（7）が成就するまで
の間は当該債務は即時履行の義務とはならず，履行遅滞とはならない（8）。
　双方の履行期が異なる場合において，先に履行期の到来する債務は，後
に履行期日の到来する債務の停止条件をなす。双方の履行期が同じである
場合には相互に同時条件をなし，相互に自己の債務の履行の提供が相手方
の債務の履行義務発生の停止条件となる（9）。
　双務契約においては，当事者双方は独立した債務を負担するが，今日で
は双方の債務に牽連性が認められており，一方当事者の債務履行が他方当
事者に債務を履行させるための条件とされる。これは法定条件と称され，
裁判所が契約条件として補充するものである（lo）。
　先履行の債務の履行が，後履行の債務の履行の停止条件になる場合に，
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先履行の債務の履行が完全なものでなければ条件の成就が認められないと
すると，わずかな契約違反が，その契約の下での支払に対するすべての権
利を債務者からうばうこととなる。この結果を避iけるために，履行は完全
なものでなくても実質的履行があれば条件が成就したとされる（実質的履
行の法理）（11）（12）。その効果として，相手方へ債務の履行の請求を可能にす
る。
　CBS加盟契約には履行遅滞についての規定はない。
　3．履行拒絶とは，履行期到来前において，履行期が到来しても履行の
意思のないことを表示することである（13）。
　履行拒絶をされた債権者は，履行期以前に契約を解除し損害賠償の請求
をなしうる。損害賠償を請求するためには，履行拒絶を理由とする契約解
除をしなければならない。解除をなしうるのは，履行拒絶が契約全部に渡
るか，または契約の重要部分についての履行拒絶でなければなない。すな
わち，契約違反を理由に解除をなすには，その違反が重大なる違反
（materia且breach）であることを要する。債権者は，自己の債務の履行また
は履行の提供なしに，全部違反に対する損害賠償請求をなしうる（14》。債
権者が履行を免れたことによる費用は，損害額から控除される。債権者に
は損害の増大を避ける義務があり，損害額を減少させる損害軽減義務があ
る（15）。
　CBS加盟契約5（a）は，ネットワーク番組の供給に関して，放送事業者
がネットワークとの間で既に承諾をしていようとも，放送事業者が当該ネ
ットワーク番組につき不満足，不適切または公共の利益に反すると信じる
に付き合理的な理由がある場合には，放送事業者は履行を拒絶しうると特
約する。放送事業者が履行を拒絶する権利は，連邦通信委員会規則73．
658（e）に規定された法的権利（legal　right）であるのみならず，契約上の権
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利でもある。CBS加盟契約5（a）は，ネットワrクもまた，番組供給に関
して，履行期前に拒絶しうると特約されている。
（1）Daniels　v．　White＆Son，［1938コ4All　E．　R．258．
（2）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs，　CApTER　ll，INTRoDucToRY　NoTE．
（3）　Id．　at§231．
（4）　Id．　at§248．
（5）　E．ALLAN　FARNswoRTH，　UMTED　STATEs　CoNTRAcT　LAw　140（1991）．
（6）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§235．
（7）　　Id．　at　§224．
（8）　FARNswoRTH，　supra　note　5，　at　140．
（g）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§234．
（10）　FARNswoRTH，　supra　note　5，　at　141．
（11）　　Id．　at　144．
（12）　Jacob＆Yo血ngs　v．　Kent，230　N．Y，239，129　N　E．889（1921）．
　　「実質的履行があった場合に救済を与えるルールは，正義の実現のために
　　裁判所が発展させてきたものである」
（13）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§250．
（14）　　Id．　at　§253．
（15）　Krauss　v．　Greenbarg，137　F．2d　569（3d　Cir．1943）．
　　「ペンシルバニア州の判例は，契約当事者が合理的な手段で避け得た損害
　　に賠償を請求できないとの法原則を支持して来た」
　第6節　契約違反に対する救済方法
　1．救済方法（remedies）とは，権利保持の方法である。債務の不履行は，
免責事由のないかぎり，契約違反となり相手方に救済方法が与えられる。
エクイティ上の救済方法として，特定履行と差止命令とがある。コモンロ
ー上の救済方法として損害賠償がある。リステイトメントの定める諸準則
に基づく司法上の救済方法は，受約者の期待利益，信頼利益，原状回復利
益の1つまたは複数を保護するためのものである（1）。
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　2．被害を受けた当事者は，その契約が違反した当事者に対して強行し
うるものであれば，その違反に対して損害賠償の権利を有する②。違反に
よって損失が生ぜず，または損失額が証明されない場合は，損失額にかか
わりなく定められる小額の支払が名目的損害賠償として命ぜられる（3）。違
反を構成する行為が同時に懲罰的損害賠償の請求可能な不法行為でもある
場合を除き，契約違反に対する懲罰的損害賠償を請求することはできな
V’・（4）。しかし，最近アメリカでは，契約訴訟においても懲罰的損害賠償の
請求が認められるまでに至っている（5）。
　損害賠償の対象となる損失はふたつの基準により区別される。第一は，
金銭的損失と非金銭的損失であり，第二は，期待利益の損失と信頼利益の
損失である。金銭的損失は，すべてが損害賠償の対象とされうる。契約違
反による非金銭的損失は，原則として損害賠償は認められない（6）。期待利
益とは，受約者が，契約が履行されていたならばおかれていたであろうと
同じくらい良好な状態におかれることによって，交換取引利益を取得する
ことの利益（7）をいう。信頼利益とは，受約者が，契約が締結されていなけ
ればおかれていたであろうと同じくらい良好な状態におかれることによっ
て，契約に対する信頼から生じた損失を填補されることの利益（8）をいう。
　契約違反によって賠償されうる損害は，契約締結時に違反当事者により
予見されえた範囲のものに限る。この原則のリーディングケースは，1854
年のHadley　v．　Baxendale事件判決（9）である。すなわち，違反をした当
事者が契約を締結した時点では，その違反から生じる蓋然性があると予見
しうべきでなかった損失に対しては，損害賠償を請求することができない。
損失は，事の通常の経過において生じた場合，または事の通常の経過を越
えてはいるが，違反をした当事者が知りうべきであった特殊事情の結果と
して生じた場合に，その違反から生ずる蓋然性のあるものとして予見可能
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であるとされる（10）。
　CBS加盟契約7は，一定の条件の下で，損害が将来において生じた場
合には，CBSが損害を補償すると特約する。条件の第一は，ネットワー
ク番組により，文書誹殿，名誉殿損，プライバシ権の侵害または著作権の
侵害が生じたこと。条件の第二は，ネットワーク番組から生じた損害が，
金銭の支払請求，損害賠償，債務，費用，支出に該当すること。条件の第
三は，ネットワーク番組に対する放送事業者による削除および附加のない
こと。条件の第四は，放送事業者によりCBSに対して通知がなされたこ
と。条件の第五は，放送事業者によるCBSへの協力の同意である。従っ
て，特約により，放送事業者に対するCBSの補償は非常に限定されたも
のとなっている。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
（10）
REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§344．
Id．　at　§346（1）．
Id．　at　§346｛2）．
Id．　at§355；REsTATEMENT（SEcoND）oF　ToRTs§908．
E．ALLAN　FARNswoRTH，　UNITED　STATEs　CoNTRAcT　LAw　174（1991）．
REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§353．
Id．　at　§344（a）．
Id．　at　§344（b）．
Hadley　v．　Baxendale（1854），9Ex．341，156　Eng．　Rep．145．
REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§351．
　第7節　契約の消滅
　1．契約は，履行によって消滅する。履行によって債務を消滅させるた
めには，その履行が債務の内容と合致することを要する。停止条件となっ
ている債務の履行としては実質的履行でよいが，債務を消滅させるには実
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質的履行では十分ではない。債務の内容と合致しない履行に対しては，相
手方は契約違反として損害賠償を請求しうる。
　CBS加盟契約3（a）は，契約期間を2年間とする。当事者の一方による
6ケ月前の通知によって契約は終了する（1）。
　2，契約中に含まれた消滅に関する合意に関して，一定の事実が発生し
たときは当事者の一方の選択によって契約を消滅させることができる場合
がある。この場合も解除条件という②。
　CBS加盟契約2（e）において，30日前の通知を条件として，　CBSはネッ
トワーク料率を変更する権利を有している。それに対して，放送事業者は
CBSに対する15日前の通知を条件としてネットワーク加盟契約を終了
（terminate）させうる。つまり，　CBSのネットワーク料率変更という一定
の事実の発生によって，放送事業者は契約を存続させることも消滅させる
こともできることとなる。
　CBS加盟契約3（b）は，放送事業者による株式や免許の移転が行われ，
CBSへの通知がなされず，譲受人による引受同意がない場合には契約を
終了させうるとする。つまり，放送事業者による株式や免許の移転という
一定の事実の発生によって，CBSは契約の存続または消滅という選択を
なしうることとなる。
　NBC加盟契約13は，加盟局が送信施設の位置，出力，周波数，運行時
間を変更した結果として，ネットワーク加盟局としての価値を低下させた
ときは，30日の予告をもって契約を終了させうるとする。
（1）　Lou　Poller　v．　Columbia　Broadcasting　System，　Inc．，　et　aL，368　U．　S．
　464，7LEd．2d　458，82　S．　Ct．486（1962）．
　CBSは，原告の放送地域でのネットワーク加盟局を変更するために，原
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　告とのネットワーク加盟契約をキャンセルした．コロンビア特別区地方裁
　判所は，加盟契約のキャンセルはネットワークが自己の番組の放送をする
　局を選択するというネットワークの法律上の権利の行使であると判示し，
　　コロンビア特別区控訴裁判所も上訴を棄却した．連邦最高裁判所は原判決
　　を破棄した．法廷意見は，シャーマン法を根拠として，CBSの主張をし
　　りぞけた．反対意見は，アンチ・トラスト法が本件には適合（fit）しな
　　いとした上で，他のネットワークと協力して行うのではなく1つのネット
　　ワークが加盟契約をキャンセルすることは，アンチ・トラスト法の下で訴
　訟原因を生じさせないと述べた．
（2）　田中和夫r英米契約法』〔新版〕266頁（1965）．
　第8節履行不能
　1．履行不能には，原始的履行不能と後発的履行不能とがある。
　原始的不能の場合は，当事者が契約で履行不能の危険を負担していない
限り，無効である（1）。双務契約において，一方の債務の履行が可能であっ
ても他方の債務の履行が不能であるならば，それは約因として有効ではな
く，契約は約因を欠いて無効である。契約締結時に契約目的物がすでに滅
失している場合は，共通の錯誤（c・mm・n　mistake）として扱われる。しか
し，判例②は，契約目的物の存在が契約成立の前提であり，それを欠く以
上契約の成立自体がなかたとして，錯誤を契約無効の直接の原因とはして
いない（3）。
　後発的履行不能のうち，当事者の責に帰すべき履行不能は契約違反とな
る。本節において問題となる履行不能は，当事者の責に帰すことのできな
い後発的履行不能である。
　コモン・ローにおいては，伝統的に，契約による義務は，当事者の責に
帰すべからざる事由による後発的履行不能であっても免れることはできな
い。その意味で契約による義務は絶対的なものである（4）。つまり，契約に
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あたっては，契約の中で履行不能の生じることを想定して規定をおくべき
であり，無条件に契約を締結することは絶対的契約（abs・1ute　c・ntract）と
なって，債務者の責に帰すべからざる事由により履行不能となっても免責
されない（5x6）。
　しかし，契約義務の絶対性に対して，次の事項に関しては免責が認めら
れてきた（7）。
　　①債務の履行の違法化
　　②　債務の履行に必要な特定人の死亡または能力喪失
　　③債務の履行に要求される特定物の破壊や滅失
　2．履行不能による債務の免除の根拠として，Taylor　v・Caldwell事
件（8）が採った理論は，契約の中に両当事者の債務が免除されるという黙示
的条件が含まれていたとするものである（9）。しかし，今日では，当事者の
意思とは無関係に裁判所が当該事情の下ではそうすることが正当かつ衡平
と考えた場合に，法律上そのような解決を与えるものであるとするライト
卿理論が受容されている（10）。
　統一商事法典は次のように規定する（ID。　r契約がある偶発事件が発生し
ないことを基本的な前提として締結されている場合に，そのような偶発事
件が発生して合意された履行が不能になった時，または，適用さるべき政
府規制もしくは命令に善意で従うことにより合意された履行が不能となっ
たとしても，売主による引渡遅滞または不引渡は売買契約に基づく売主の
義務の違反とはならない」（12）。
　リステイトメントは（13）債務の免除が認められる要件を次のように示す。
　　①債務の履行が契約成立後に起った事件の発生によって実質的に不
　　　　可能であること
　　②　その事件の発生しないことが契約締結の基本的前提であったこと
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　　③債務の履行の不可能が，債務者の過失によらずして生じたもので
　　　　あること
　　④文言または諸般の事情から反対のことが察知されないこと
　要件①に関しては，履行費用の増大により債務の履行が実質的に不可能
となったとして免責を認めた判例はほとんどないq4）。要件②に関しては，
債務の履行に必要な特定人が死亡したり能力を喪失したりすることがない
と吟うこと（15），債務の履行に必要な特定物が破壊されたり滅失したりす
ることがないということ（16），内国または外国政府の規制または命令によ
って履行が禁止されることがないということ（17），については契約締結の
基本的前提として認められる。要件③に関しては，履行を不能にする事態
を契約当事者の一方が自ら引き起こした場合は免責が認められない（18）。
要件④に関しては，債務者にその事件発生の危険を負担させる旨の特約を
すればそれに従うこととなる。
　履行不能の要件をみたす場合には，相手方の債務の履行を消滅させ，ま
たは相手方が履行をさしひかえることを許す効果がある（19）。一方当事者
の側に利益が残る場合には，当事者のいずれも，原状回復を含む救済を請
求することができる（20）。さらに，不公平がさけられないときは，裁判所
は，公平の観点から必要とされる条項に基づいて両当事者の信頼利益の保
護を含む救済を与えることができる（2D。
　3．債権者が契約目的を達成できなくなった場合は，債権者の反対給付
債務は免除される。目的達成不能の法原則は，一連の戴冠式事件（C・r・na－
tion　Cases）によって認められた（22｝。
　目的達成不能（frustrati・n）による債務の免除が認められるためには，次
の4要件がみたされる必要がある（23）。
　　①契約成立後において生じた事件の発生によって，契約を締結した
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　　　　主要な目的の達成が実質的に不可能になったこと
　　②その事件の不発生が契約締結の基本的前提であったこと
　　③債務の履行の不可能が，債務者の過失によらずして生じたもので
　　　　あること
　　④文言または諸般の事情から反対のことが察知されないこと
　目的達成不能の効果は，履行不能の効果と同様である（24）（25）。
　4．CBS加盟契約7は，放送機材の故障，第三者による行為（acti・n）若
くは請求（claims），労働争議，または当事者の合理的な制御を超えた原因
により，放送施設の運行不能およびネットワーク番組の供給不能が生じた
場合，CBSと放送事業者とは相互に損害賠償請求権を有しないと特約す
る。NBCは，政府による規制および番組キャンセルをも不能原因として
特約事項に加えている。すなわち，ネットワーク番組の供給というCBS
の債務の履行が契約成立後に起った事件によって実質的に履行不能となり，
それらの不発生が契約締結の基本的前提であり，CBSの過失によらずし
て番組供給が不可能となったことを条件として，CBSおよび放送事業者
の債務の履行は免除されることを特約する。つまり，履行不能による債務
免除を約款の規定で処理している。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§266（1｝．
Couturier　v．　Hastie（1856），5H．　L　C．673，10　Eng．　Rep．1065．
田中英夫編r英米法辞典』448頁（1991）．
E．ALLAN　FARNswoRTH，　UNlTED　STATEs　CoNTRAcT　LAw　151（1991）．
Id．　at　151．
Paradine　v．　Jane（1647），　Aleyn　26，82　Eng，　Rep・897・
FARNswoRTH，　supra　note　4，　at　151．
Taylor　v．　Caldwell（1863），3B．＆S。826，122　Eng．　Rep．309．
FARNswoRTH，　supra　note　4，　at　153．
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（10）木下毅r英米契約法の理論』〔第2版〕371頁（1985）．
（11）　FARNswoRTH，　supra　note　4，　at　153。
（12）　　UNIFoRM　CoMMERαAL　CoDE　§2－615．
（13）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§261．
（14）　Tsakiroglou＆Co．，　Ltd．　v．　Noblee　Thorl　G．　m．　b．　H．，［1962］A．　C．
　　93．
（15）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§262．
（16）　Id．　at　§263．
（17）　　Id．　at　§264．
（18）　GoRDoN　D．　ScHABER＆CLAuDE　D．　RoHwER，　CoNTRAcTs　368　（3d　ed．
　　1990）．
（19）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§268．
（20）　Id．　at　§272（1｝．
（21）　　Id．　at　§272｛2｝．
（22）　Krell　v．　Henry，［1903］2K．　B．740（C．　A．）．
（23）　REsTATEMENT（SEcoND）QF　CoNTRAcTs§265。
（24）　　Id．　at　§268．
（25）　ScHABER＆RoHwER，　supra　note　l8，　at　366．
　　「リステイトメントや大多数の著者や多くの判例は，この抗弁を表現する
　　ために（impossibilityに代えて）impracticabilityという用語を使用して
　　おり，この用語は現在では一般的に受け入れられている」．U．C．C．も同
　様である．
　第9節　口頭証拠法則
　1．口頭証拠法則（Par・1　Evidence　Rule）は，英米において例外なく認め
られている法則である6Mitchi11　v．　Lath事件判決は（1），「口頭証拠法則
とは，書面による契約の内容を決定するについての法則であり，それは，
口頭証拠によって書面による契約の内容を修正することを許さないという
法則である」とする。統一商事法典は動産売買における口頭証拠法則の適
用に関して，「当事者がそこに収められた条件についてはその合意の最終
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的表現とするよう意図した書面がある場合，その中に述べられた条件は，
それに先行する合意または同時になされた口頭の合意の証拠によって否認
することはできない。ただし，取引の経緯もしくは取引慣行または履行の
経緯，および矛盾しない内容の追加的条件の証拠によって，説明または補
足することはできる」と規定する②。
　口頭証拠法則適用の要件は，当事者が契約を最終的に表現するものとし
て契約書を作成することである。この書面を最終的契約書（integrated
agreement）という（3）。最終的契約書が存在するか否かは，解釈についての
問題を決定するにあたっての前提問題として，裁判所によって決定され
る（4）。両当事者がその完全さおよび明確さから見て最終的契約書であると
思うのが合理的である書面に合意をしたためた場合，その書面は最終的契
約書であるとみなされる。ただし，その書面が最終的な表現をなすもので
はなかったことが他の証拠によって証明された場合は，この限りでない（5）。
当事者の意思の決定に関して証拠として提出しうる書面は，当該書面のみ
ならず関連性を有するすべての証拠の提出も可能である（6）。かくして，当
事者の意思は，当事者の言葉や行為をふくむすべての事情から決せられる
こととなる（7）。
　契約全体の内容を完全に表現し，かつ最終的に表現するものとして最終
的契約書が作成された場合が，完全に最終的な契約書（c・mpletely
integrated　agreement）である（8）。最終的契約書が契約内容の一部を最終的
に表現するものとして作成された場合が，部分的な最終的契約書である（9）。
ある契約書が完全な最終的契約書であるか，それとも部分的な最終的契約
書であるかは，解釈の問題を決定するにあたっての，または口頭証拠を適
用するにあたっての前提問題として，裁判所によって決定される（10）。当
事者意思の決定のために提出しうる証拠の範囲については制限がない（11）。
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　最終的契約書についての解釈は，書面の条項の意味を対象として，諸般
の事情に照らしておこなわれる。最終的契約書の解釈についての問題は，
それが外部的証拠の信頼度または外部的証拠から導びき出される合理的解
釈の中からの選択に依存する場合，裁判における事実判断の担当者によっ
て決定される。それ以外の場合は，法律の問題として決定される（12）。
　最終的契約書が先行する合意に及ぼす効果に関して，拘束力のある最終
的契約書は先行する合意と矛盾する限りにおいて先行する合意を消滅させ
る（13）。拘束力のある完全な最終的契約書は，先行する合意がその範囲内
に含まれる限りにおいて先行する合意を消滅させる（14）。従って，部分的
な最終的契約書の存在が認められた場合には，書面中の契約条件に矛盾す
る契約条件を証明するために，書面が作成されるより以前の合意に関する
証拠の提出は許されない。完全な最終的契約書の存在が認められた場合に
は，書面に含まれていない契約条件に関する証拠の提出は許されないこと
となる。
　2．CBS加盟契約8（a）は，「この契約の効力の生じた期日から，本契約
は放送事業者とCBSとの問にそれまで結ばれていたすべてのテレビジョ
ンネットワーク加盟契約に代るものであり，代りをするものである。この
契約は口頭によって変更されないし，また終了されえない」とする。
ABC加盟契約V．　10は，「本契約は，当事者間での最終的契約であって，
その変更は変更が求められる者に対して当事者によって署名された文書に
よらなければならない」とする。NBC加盟契約16は，「本契約は，当事
者間において最終的な合意を構成するものである。変更は文書を以ってな
されなければならない」とする。
　加盟契約の当事者たるネットワークと放送事業者とは，契約内容を最終
的に表現するものとして契約書を作成している。従って契約書の内容を否
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認するために契約書作成時より以前になされた合意についての証拠を提出
することはできないこととなる。
　また，加盟契約は，その変更は書面によってのみなされうるのであり，
口頭による変更は認めないとする。口頭証拠法則によれば，この特約も後
でなされる口頭の合意によって変更をなしうるのであり，口頭の変更は特
約の存在にもかかわらずなしうるものといいうる。しかし，統一商事法典
は，署名のある書面によらなければ契約の変更および解除はできないとす
る合意が署名ある書面によってなされた場合には，その合意の拘束力を認
める。従って，加盟契約の特約は拘束力を認めうるといえる。
??
??
??
??
??
??
????
??
??
??
??
??
?
??????????（（（（（（（（（（（（（（Mitchill　v．　Lath，247　N．Y．377，160　N．E．646（1928）．
UNIFoRM　CoMMERcIAL　CoDE§2－202．
REsTATEMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§209（1）．
Id．　at　§209｛2）．
Id．　at　§209〔3）．
Id．　at§209　comment　c．
E．ALLAN　FARNswoRTH，　UNITED　STATEs　CoNTR八cT　LAw　108（1991）．
REsTATビMENT（SEcoND）oF　CoNTRAcTs§210（1｝．
Id．　at　§210〔2）．
Id．　at　§210（3）．
Id．　at§210　comment　b．
Id．　at　§212．
Id．　at　§213（1）．
Id．　at　§213（2｝．
　第10節約因
　1．一般的に，いかなる法制度も，すべての約束や合意に拘束力を持た
せるようなことはない（1）。17世紀の初頭まで，イギリスの裁判所は，約
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束が法的拘束力を有するためには，その契約が印章（seal）という一定の方
式的要件を具えているか，または約因によって支持されていることを要す
るとしてきた②。従って，正常な取引において，．たとえ両者間に合意がな
されていようとも約因が欠如する場合には，そこには法的拘束力がある合
意，すなわち契約は存在しないとされた。
　伝統的に，約因は，約束者に対する利益または受約者に対する損失とさ
れてきた（3）。しかし，アメリカにおいては19世紀以降，約束と約因と称
されるものとの交換が取引の所産であれば有効な約因であり，そうでなけ
れば有効な約因ではありえないと考えられるようになった（4）。第2次契約
法リステイトメイトは約因を次のように定義する（5）。
　①約因を構成するためには履行または反対約束が取引されたものでなけ
ればならない。
　②履行または反対約束は，約束者が約束と交換的にそれを求め，かつ受
約者が約束と交換的にそれを与えた場合に，取引されたものとなる。
　③履行は以下のいずれかによって成立する。
　　（a）約束以外の作為
　　（b）不作為
　　（c）法律関係の設定，変更，解消
　履行は，約束と交換的に取引されれば約因となる（6）。しかし，約束者に
対して負担されている法律上の義務で，不確定なものでなく，また，善意
の争いの対象にもなっていないものの履行は約因とはならない。ただし同
じような履行も，法律上の義務として求められていたことと異なっており，
その差異が単に取引の見せかけをつくること以上の向かを反映している場
合には約因となる（7）。また，いずれ無効だと判明する請求もしくは抗弁を
差し控えることまたは放棄することは約因とはならない。ただし，事実ま
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たは法が不確実であるために当該請求または抗弁が現実に不確実であった
場合と，差し控えた当事者または放棄した当事者が当該請求または抗弁が
有効であると判断される可能性が相当程度存在すると信じた場合とはその
限りではない（8）。
　交換的に取引される約束は，約束された履行が約因となるであろう場合
に，そしてその場合にのみ約因となる（9）。条件付約束は，条件が成就しな
いことを約束者が契約締結時に知っている場合には約因とはならない（10）。
約束者または自称約束者が，複数の履行の中から選択する権利を留保する
時は，約束または約束の外観を有するものは約因とはならない（11）。
　2．約因があるかどうかを決める上で，交換された価値の公平性や同価
値性は要因ではない。当該取引に必要な約因があるかどうかを決定するた
めの適切な用語は，公平性や同価値性ではなく法的な十分性を考慮した
「約因の十分性」である（12）。すなわち，裁判所は契約当事者間の取引の合
理性に立ち入るべきでなく，多額の金銭を与える代りに胡椒の実をもらう
約束をしても約因としては有効とされてきた。但し，金銭の交換には適用
がないとされる（13＞。リステイトメントは，約因の必要性が満たされれば，
約束者にとっての利得もしくは利益，受約者にとっての損失もしくは不利
益，交換された価値の等価性，または債務の相互性のような追加的要件は
不要であるとする（14）。同等な交換があったか否かは，抗弁または救済に
おいて意味を持つことがある。
　3．約因を構成するためには，履行または反対約束は取引されたもので
なければならない。履行または反対約束は，約束者が約束と交換的にそれ
を求め，かつ，受約者が約束と交換的にそれを与えた場合に，取引された
ものとなる。
　無償の約束をすると，それに依拠した行為を誘発し，両当事者に不利益
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を生むかもしれない。しかし交換的取引は存在しない。従って，無償の贈
与約束は，交換の要素を欠き，守られなくても法的保護を受けることはで
きない。
　過去に受約者が約束者に対してなした行為を約因とする約束は，受約者
が約束と交換する意図でそのような行為をしたのではないために，約因と
しては有効ではない。過去の約因は無効とされる（15）。
　過去の約因は有効ではないが，一定の場合には，道徳的義務は約因とし
て有効である。出訴期限を徒過した債務の履行約束（16），破産において免
責された金銭債務を支払う旨の約束（17），および取消可能な義務を履行す
る旨の約束（18）は拘束力を持つ。
　約束者が過去に受約者から受取った利益を認識してなした約束は，正義
に反することを防止するために必要な限度において拘束力を有する。約束
は，受約者がその利益を贈与として与えた場合もしくは他の理由から約束
者の不当利得とならない場合，または約束の価値が利益に不均衡な限度に
おいて拘束力を有しない（19）。これは，Webb　v．　McGowin事件判決（20）で
述べられた原則が，限定的にリステイトメントに取り入れられたものであ
る（21）。
　4．いずれの側でも完全には履行されていない契約に基づく義務を変更
する約束は，契約締結時に両当事者によって予期されていなかった事情を
考慮して変更が公正かつ公平である場合，または制定法（22）（23）によって定
められた限度，または約束を信頼してなされた重大な地位の変更を考慮し
て公平の観点から強行が必要とされる限度において，拘束力をもつ（24）。
　5．（1）英米契約法体系において，その伝統的考え方によれば，約束が法
的拘束力を有するためには，印章という一定の方式的要件を具えているか，
または約因によって支持されていることが必要である。当事者に合意が存
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在していても約因が欠けるときほ，法的拘束力を有する合意とはならない。
約因を構成するためには，履行または反対約束が交換的に取引されなけれ
ばならない。交換は，アメリカ的体制のような自由企業に基礎を置く経済
体制の下では，その主因となっており，このような制度は個人間の交換的
取引によって取り決められた（arranged）直接の双務的交換を通して資源を
分配することになる。これらの交換において，一方当事者は相手方に何か
を与え，そして相手方は何かを受けとることとなる（25）。
　契約書は，約束に対する約因が記載されただけでは完成されたものとは
いえない。しかし，約束に対する約因が欠如したものは契約書ではありえ
ない。それゆえ，取引のための契約書において，約因が何であるかの把握
は最も重要なことである。約因を正確iに把握することが契約内容を正確に
理解することとなる。
　ネットワークと放送事業者とは，ネットワーク加盟契約において，番組
供給に関する取り決めと番組販売に関する取り決めとを行っている。それ
であるならば，その取り決めの中で何が約束され，何が反対約束されてい
るのであろうか。すなわち，何をもって約因とすることにより，法的拘束
力のある合意としているのであろうか。
（2＞CBS加盟契約は，　CBSが放送事業者に対して放送事業者の放送のため
にネットワーク番組の甲込をしなければならないとする。これに対して，
放送事業者は通知をもって承諾をしうる。放送事業者によって承諾がなさ
れた場合には，当該承諾は，放送事業者が契約の約款や申込の条件に従っ
てネットワーク番組を放送するという合意（agreement）を構成（c・nstitute）
しなければならない。そして，放送事業者によって承諾がなされた場合に
は，CBSは放送事業者のためにネットワーク番組を供給する義務を負う。
　従って，加盟契約においては，CBSはネットワーク番組の供給を約束
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しており，放送事業者は加盟局においてネットワーク番組の放送を反対約
束している。
（3）CBS加盟契約は，　CBSがネットワーク・コマーシャル番組を広告主に
対して販売するとする。広告主はCBSに対して料金の支払をなし，　CBS
は放送事業者に対して補償を支払うとする。
　従って，CBSは放送事業者に対して，放送事業者の放送時間を広告主
に販売することを約束している。放送事業者はCBSに対して，　CBSが広
告主より受領した代金から手数料を差引くことを承認するという形で報酬
を支払うという反対約束をしている。CBSの約束に対する放送事業者の
反対約束は，約束者たるCBSが約束と交換的にそれを求め，かつ受約者
たる放送事業者が約束と交換的にそれを与えており，取引されたものとい
える。
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　　「不相応な約因は合意を無効にするものではないという理論は，明確に固
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　　定的価値を有する金銭の単なる交換には適用がない．しかし，この理論は，
　金銭と不確定な価値も有する他の物との交換には適用がある」
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第3章　ネットワークの法的性格
　第1節　ネットワーク番組の販売
　ネットワーク加盟契約に記載された契約事項を事実的に見るならば，ネ
ットワークは，ネットワーク加盟局の放送時間を放送事業者に代って広告
主に販売している。支払いは，広告主からネットワークに対してなされ，
ネットワークはそれをもって放送事業者に対し補償をする。この関係を法
律的に構成するならば，ネットワークは，ネットワークの名前で，放送事
業者の計算において，権限に基づき，広告主に対して放送事業者の放送時
間を販売する契約を締結している。このようなネットワークと放送事業者
との間の法律関係は，英米法においてはファクター（fact・r），コミッショ
ン・マーチャント（commission　merchant）またはブロウカー（broker）とよ
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ばれるものであり，放送事業者の代理人である。
　代理行為を行う代理人には，特別代理人（special　agent）と包括代理人
（general　agent）とがある。特別代理人とは（1），特定の事項についてのみ代
理人として行為する権限を付与された者である。包括代理人とは（2），特定
の種類に関連した全ての事項につき代理人として行為する権限を付与され
た者である。ファクターコミッション・マーチャント，ブロウカーは包
括代理人である。包括代理人のうちでも，商事代理人（mercantile　agent）
は，業として商品の売買等を行う一般的な権限を有するものである。ファ
クター，コミッション・マーチャント，ブロウカーは商事代理人である。
従って，ネットワークは，業として放送事業者の放送時間を広告主に販売
する権限を有する商事代理人である。
　ファクター，コミッション・マーチャント，ブロウカーは多くの点で代
理法の同じ原則によって規律されており，商事代理人である点は共通する。
しかし，その法的性格は本質的に異なる（3）。ファクターとブロウカーとを
区別することは，19世紀においては重要であったが今日では両者の区別
は明白ではなく，一般的な区別ほ時代遅れであるとも主張されている（4）。
しかし，テレビジョンネットワークと広告代理店の法的性格を検討するに
あたって，ファクター概念とブロウカー概念を峻別することは有用である
と思われる。
　本章においては，このネットワークの私法的性格について分析する。日
本法における問屋概念と英米法におけるファクター概念，コミッション・
マーチャント概念とは異なる。従って，本稿においては「問屋」という用
語ではなく，「ファクター」「コミッション・マーチャント」という用語を
用いる。’
一118一
アメリカ3大テレビジョンネットワークにおける一
（1）　REsTATEMANT（SEcoND）oF　AGENcY§3（2）．
（2）　　Id．　at　§3（1）．
（3）　　12　MERIcAN　JuRlsPRuDENcE，2d，　§4．
（4）　BowsTEAD　ON　AGENcY　25（15th　ed．1985）．
　第2節ファクター
　1．ファクターは，手数料（fact・rage）またはコミッション料（commis－
si・n）という補償（c・mpensati・n）を得るために，商品を本人（principal）から
受け取り，それを販売するために特に雇われた者と定義されうる。その用
語は，その者の占有の下に委託された商品の販売権限を持つ代理人のみな
らず，買付権限を持つ代理人をも含むとも定義される（1）。
　ファクターは，しばしば，委託販売の受託者（c・nsignee）またはコミッ
ション・マーチーt’ントとよばれる②。しかし，それがいかなる名称で知ら
れていようとも，その者は販売目的のための財産を，大部分または見本と
して，占有する所有者から授けられなければならない。
　ファクターという用語は，通常，その目的のために委託された商品を販
売することをその業とする者を含むが，それに加えて自己の計算において
時折取り引きする者もまた含む（3）。
　2，商品の占有と商品売買の権限とが，本人とファクターとの問の関係
を識別する特徴である。販売目的のために財産の占有をもって委託された
場合には，ファクターまたはコミッション・マーチャントは受寄者
（bailee）であり，かつ寄託者（bail・r）の販売代理人である（4）。もしも，こ
れらの要素の一方が欠ける場合には，本人とファクターとの問の関係は存
在しない。その占有は寄託（bailment）の分野で問題となり，販売権限は代
理（agency）の分野での問題となる。しかし，ファクターが直接に所有者か
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ら受け取る事は重要ではない。当初からファクターの下へ運搬業者によっ
て運び込まれているという事実は，手数料を以て商品の販売が所有者によ
って認められるところのファクターとなることの前提となるものではない。
しかし，事前に購入した者へ引渡された商品を単に所持するために商品の
占有を与えられた者はファクターではない。当該占有は売買の目的のため
に存在するのではない㈲。
　一般に次のように言うことができる。ファクターは，商品を受け取り，
それを販売することを業とする。商品は，大部分または見本の占有を保っ
て受けとられなければならない。ファクターは，自己の名前で，本人の存
在を表示することなく販売する完全なる権限を有する。その仕事は，手数
料支払いに対して引き受けられる。
　ファクターは，現代の商業活動において，金融業者として出現するよう
になった。それは，リーエン（lien，留置権）の業務の運用において，顧客
に対して必要とされる可動資本や他の援助を供給するものである。資金や
信用は，顧客の受けとりうる勘定に対して前貸され，かつ顧客の商品や他
の財産上のリーエンに対して前貸される。かくして，ファクターは現実に
は商品の販売には従事せず，契約には受け取りうる融資計算がふくまれる
こととなる。
　他方，顧客に販売される商品の引渡を目的とするために持たれる取り決
めは，委託販売契約（c・nsignment　agreement）として述べられる。商品をそ
のように受け取る一方当事者は，コミッション・マーチャントまたは委託
販売の受託者（c・nsignee）として述べられる。そのような契約は，受託者
と本人との関係，商品の売買，補償と払いもどし，および他の事項を記述
する任意の規定を含みうる（6）。
　3．ある意味で，ファクターまたはコミッション・マーチャントは委託
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商人または製造業者の代理人であるが，ファクターは，ファクターの業務
に関する立場で自己の危険において本人のために代理したり業務を行った
りはしない。そして，売買の収益のすべてが委託者の排他的財産とはなら
ない。ファクターは，委託された財産の受寄者である。ファクターは，業
務の通常の方法によって販売する権限が与えられている点で通常の受寄者
とは異なる（7）。
　4．ファクターへの販売委託（c・nsignment）をするに当って，占有（p・s－
sessi・n）はファクターへ移転されるが，所有権（title）は委託者（c・nsign・r）
に残る（8）（9）。ファクターは，価格を支払う義務はないが，商品が販売され
たときには収益を計算する義務がある。しかし，もしも商品の所有権が商
品を受け取る者へ移転しそして価格が支払われるというのが当事者の意図
するところであることが契約全体から現われておれば，その取引は売買で
ある。
　契約の性格に関する主要な判断基準は，使用される文言のすべての含み
うる範囲及び意味並びに決り文句から集められた当事者の意思である。も
しも真実の意図と一致しないのであれば，それは無視されるべきである。
代理人（agent），委託販売（c・nsignment），手数料による販売（sell・n　c・m－
missi・n），前貸（adrance）といった用語の単なる使用は必ずしも代理契約
（c・ntract・f　agency）を示しておらず，むしろ売買である（10）（11）。
　5．ファクター，農産物販売業者（pr・duce　dealer）またはコミッション・
マーチャントの業務は，州（state）による規制が保証されている公共の利
益に大きく影響されると考えられる。いくつかの制定法の下では，まず免
許が得られなければならないし，そのような業務に従事する者に資格を付
与するために証書が与えられる。免許に関する制定法は，アメリカ合衆国
憲法に違反しないと判決されてきた。しかしetそのような立法が処罰的性
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質を持つならぱ，合理的に制限されたものでなければならない（12）。そし
て，免許の取消の通知に関して法律に規定すべきである旨の適正手続
（due　pr・cess）が支持されてきた（13）。
（1）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§1．
（2）LJ．　Cooper　Rubber　Co．　v．　Johnson，133　Tenn．562，182　S．　W．593
　　（1916）．
　　　「factorという用語およびcommission　merchantという用語は，ほとん
　　どまたはまったく同じ意味である．factorという表現は法律用語において
　　一般的に使われる．commission　merchantという表現は商業における用
　　語として一般的に使われる」
（3）　32AMERIcAN　JuRIspRuDENcE，2d，§1．
（4）　Irvin　Co．　v．　McColgan，26　CaL　2d　160，157　P．2d　847（1945）．
　　　「ファクターは，独立した職業の遂行において，他者によって所有物を販
　　売するために雇われた代理人である．そして，他者によって所有物の占有
　　または支配を与えられている代理人である．ファクターは，そのために買
　　主から支払を受領する権限が与えられている」
（5）Wood　v。　Western　Beef　Factory，　Inc．，378　F．2d　96（C．　A．10　Wyo．
　　1967）．
　　「本人とファクターとの関係が存在するためには，ファクターは本人の所
　　有物の売買の収益から手数料を受け取らねばならない」
（6）　32AMERIcAN　JuRlsPRuDENcE，2d，§2．
（7）　1d．　at§3．
（8）Irwin　v．　Pacific　Fruit＆Produce　Co．，188　Wash．572，63　P．2d　382
　　（1936）．
　　「商品が他方当事者に引渡され，その者が代金支払を約束し，かつ，販売
　　権限および価格決定権限を以って商品に排他的支配を有し，販売されえな
　　かった商品についての同意がなく，なされた売買に対する報告や説明の義
　　務もない場合には，それは売買であり，委託販売（consignment）ではな
　　い，しかし，商品が引渡者のための販売目的で一方当事者から他方当事者
　　へ引渡された場合には，それは代理の関係を生じ，所有権iは本人に残る」
（9）Athens　Com．　Co．　v．　Lufkin　Livestock　Exchange，　Inc．，439S．　W．2d
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　427（Tex．　Civ．　App．1969）．
　　「通常，商品が一方当事者によって他方当事者へ後者による売買のために
　委託される場合には，所有権は受託者が商品を販売するまで委託者に残る．
　　その場合，所有権は受託者を通り越して買主へと移る」
（10）Teneha　Oil　Co。　v．　Blount，368　S．　W．2d　655（Tex．　Civ．　App．9th
　Dist．1963）．
　　「商人間で文書によって契約が表示された場合において，r委託された』
　　（consigned　to）という文言や『委託販売』（consignment）という文言が限
　　定された法律的意味を持つ場合であっても，含みのある文書においての
　　r委託された』という文言の使用は，取引が売買か委託かについての照査
　　を行なってはおらず，本当の問題は取引きの固有の性質にあり，これは当
　　該目的にかかっている」
（11）　32AMERIcAN　JuRlsPRuDENcE，2d・§5・
（12）State　v．　J．　B．　Powles＆Co．，90　Wash．112，155　P．774（1916）．
　　「本人の事業が農産物の販売である者について，コミッション・マーチャ
　　ントを免許する法令は過度に漠然としている」
（13）　　32　AMERIcAN　JuRlsPRuDENcE，2d，　§6・
　第3節ブロウカー
　1．一般的な定義として，ブロウカーとは，手数料（c・mmissi・n，
b・・ke・age）を得る目的で，本入のために交渉する人または交渉の実行にあ
たる人をいう。ブロウカーは，契約上の権利の取得に関連する取引業務に
おいて，または自己の代理を履行するために自分に保管を委託されていな
いすべての種類の財産権，不動産または動産の販売または購入に関する取
引業務において，本人と第三者との間の媒介者として機能する。ブロウカ
ーは，また，自分が保管について関係することのない財産に関連する契約
の交渉に従事する者としても定義されうる（1）。ブロウカーは他者を取引へ
と引っ張って行く交渉者であり，一般的に言って，ブロウカーはブロウカ
ーの名前で販売したり契約したりすることはできず，支払を受領する黙示
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の権限もなく，売買された商品について占有をもって委託（entrust）され
ておらず，そこには制限的財産権（special　pr・perty）やリーエンもない。ブ
ロウカーには，彼らが従事する取引行為の区別によって多くの種類がある。
統一商事法典は，ブロウカーを証券売買に関して定義する②（3）。
　2．ブロウカーの仕事の分野は広いが，彼らは特定の分野に自分を限定
するので，ブロウカーは，彼らが交渉の時に専門として行う契約の主要な
事項の性質に従って分類されることとなるω。ブロウカーという用語があ
る一定の種類のブロウカーに限定される言葉と関連して使われるのでなけ
れば，すべての種類のブロウカーをその範囲の中に含む一般的な用語とし
て解しうる。
　商品ブロウカーは，財産を保管することなくして商品の売買をなす人，
および，売主と買主との問で交渉する人として，概括的な言葉で，定義さ
れる（5）。
　3．広い意味では，ブロウカーは代理人であるが，代理人という用語は
ブローカーよりも広い概念を持つ用語であり，法律的適用範囲はより広範
である。つまり，すべてのブロウカーは代理人の意味の中に入るが，すべ
ての代理人がブローカーというわけではない。
　ブロウカーは，一般的に言って，代理人と区別しうる。というのは，ブ
ロウカーの権限は，多くの点で特別の制限された性質を持つからである。
ブロウカーは，本人を拘束することとなる権能や権限を，本人からブロウ
カーに対して与えられた指示から引き出す（6）。また，ブロウカーは，本人
との目的的かつ永続的な使用関係を維持するのではなくして，個々の場合
において単一の目的ための特別代理に関する使用関係のために自己を提供
する点において代理人とは異なる。しかるに，代理人は，本人に対して継
続的かつ永続的な忠誠を持つという固定的かつ永続的な関係を保持する。
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　ブロウカーは，ブロウカーたることが消滅することはない。けだし，ブ
ロウカーはまた，取引において，そこの当事者の一方のまたは双方の代理
人として行為しうるからである。
　ブロウカーは，身体的な行動からするならば，請負人（independent　c・n－
tract・r）である（7）（8）。
　4，ファクターとブロウカーとは多くの点で代理法の同じ原則によって
規律されているが，ファクターの地位とブロウカーの地位とは本質点に異
なっている（9）。
　ブロウカーの機能は他人のために契約の交渉に当ることであり，ブロウ
カーの地位に関する義務は，当該契約が関係するところの財産を取扱うと
いうよりも単に契約する両当事者を取扱うことを要求する。他方，ファク
ターは売買の契約を交渉するだけでなく，本人のために履行（perf・rm－
ance）まで持ち込まなければならない。ファクターは商品の占有を以て委
託（entrust）されており，本人の名前で商品を販売しうるのみならず自己
の名前を以ても販売しうる。そして，ファクターに対する支払は，債務者
による本入への完全な履行（discharge）となる。従って，ファクターによ
る問題の財産の占有は，両者を峻別する重要な特徴の1つである。ブロウ
カーの義務の履行はそれを必要としないので，ブロウカーは，通常，自己
の交渉する物に関する財産の占有を伴って委託されることはない。さらに，
ブロウカーは自己の名前で売買契約を締結する権限はないし，本人のため
に支払いを受領する権限もない。
　ファクターは，自己の占有する商品に対して制限的財産権とリーエンと
を有する。しかるに，ブローカーは，通常本人の財産の上に制限的財産権
またはリーエンを有しない。
　つまり，ファクターは，手数料に基づいて，商品を受けとりそれを販売
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するのが業務であるのに対して，ブロウカーは，他人のために交渉をなす
ことに従事し，他人を以って交渉にもって行っていくことに従事しており，
かくして，当事者の媒介者または中間の交渉者として行動することとなる。
　ファクターとブロウカーとの特徴は，しばしば結びついてしまう。その
場合，多くはファクターである（10）。
（1）Nolen　v．　Robinson，213　Ky．752，281　S．　W．1034（1926）．
　　「ブロウカー業務契約（brokerage　contract）は代理のひとつであり，ブ
　　ロウカーは本人の名前で本人に代って同意されたる種類の契約をするため
　　に雇われている．そして，同意された手数料が支払われる」
（2）　UNIFoRM　CoMMERcIAL　CoDE§8－303．
（3）　12AMERIcAN　JuRIsPRucENcE，2d，§1．
（4）　Banta　v．　Chicago，172111．2Q4，50　N．E．233（1898）．
　　「当局は初期において，ブローカーの職業を，商品の販売や購入をなし，
　　そのための支払いとして為替手形をもたらす外国商人と国内商人との問の
　　取引きに限定した．しかし，商業世界の成長と発展で彼らの活動はすぐに
　　他の事項に広げられた．彼らは徐々に債務証書の交渉や他の債務の証明や
　　法人資本（stock］の証明書をもたらすことを引受けた．発展の過程の中で，
　　彼らは他人のためにあらゆる種類の契約の専門的交渉をなすようになっ
　　た」
（5）　　12AMERIcAN　JuRlsPRuDENcE，2d，§2．
（6）Lawrence　Gas　Co．　v．　Hawkeye　Oil　Co．，18210wa　179，165　N．　W，445，
　　8A．　L．　R．192（1917）．
　　「ブローカーが代理人であることは真実である。しかし，彼達の権限は限
　　定されている．彼達は財産の上に責任も支配も有せず，売買を有効にする
　　ことにおいて媒介者としてのみ行動する．広い意味では，彼達は売買を有
　　効なものにするに当って代理人とはいえない」
（7）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§14N．
（8）　　12　AMERIcAN　JuR］sPRuDENcE，2d，§3．
（9）J．M．　Robinson，　N．＆Co．　v。　Corsicana　Cotton　Factory，124　Ky．435，
　　99S．　W。305（1907），126　ky．75，102　S．　W．869　（1907）．’
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　　「販売代理人が商品の占有を有するか否かが代理の性格を決定する．それ
　が基準である．そして，ファクターやブロウカーのそれぞれの義務や権限
　　を明らかにする法（1aw）は通商の法と同じくらい古い」
（10）　12AMERIcAN　JuRlsPRuDENcE，2d，§4・
　第4節　テレビジョンネットワークおよび広告代理店の法的性格
　テレビジョンネットワーク加盟契約を私法分析した結果から見るならば，
ネットワークは，放送事業者のために，ネットワークの名前で，放送事業
者の放送時間を売買する契約を広告主との問で締結している。すなわち，
ネットワークは，単に，広告主との問で放送事業者のために放送時間の販
売交渉に従事しているのではなく，また，放送事業者と広告主との問の媒
介者または中間交渉者として存在しているのでもない。ネットワークは，
放送事業者のために，販売交渉のみならず，販売契約をもネットワークの
名前で締結している。
　以上の点からネットワークの法的性格を考察するならば，次のようにい
いうる。まず第一に，ネットワークは自己の名前で放送事業者の放送時間
を広告主に販売している。この点に関しては，ネットワークはファクター
の要素を持つ。しかし，ブロウカーは，委託者により個別的に許されてま
たは市場慣行によって，自己の名前をもって契約を締結しうる場合があ
る（1）。第二に，ネットワークは広告主の支払を受領する権限を有する。こ
の点に関しては，ネットワークはファクターの要素を持つ。ブロウカーに
は支払を受領する権限はない。第三に，ネットワークは放送事業者によっ
て放送時間を委託されていると観念しうる。つまり，ネットワークは放送
事業者の放送時間を自己の管理下においた状態で，ネットワーク番組を供
給しかつネットワーク番組を販売していると考えうる。この点に関しては，
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ネットワークはファクターの要素を持つ。従って，以上の点をまとめるな
らば，ネットワークは，ブロウカー的要素よりもファクター的要素をより
強く有するといいうる。
　これに対して，広告代理店はブロウカーである。ネットワークとレップ
（representative）とは，放送事業者の放送時間を全国的広告主（2）に対して販
売するという同一の業務にたずさわっている。しかし，レップは放送事業
者と全国的広告主との問で放送時間の販売交渉に従事しており，両者の間
の媒介者として機能している。ネットワークとレップとの法的性格は明ら
かに異なる。
（1）大塚龍児「問屋の委託実行行為により生ずる法律関係の観点から見た
　agencyの法理」r現代商法学の課題（下）』1225頁（1975）．
（2）　SHER］LYN　K．　ZEIGLER＆HERBERT　H．　HowARD，　BRoADcAsT　ADvERTIslNG　14
　　（3d　ed．　1991）．
第4章ネットワークと放送事業者との取引関係
　第1節ネットワークの権利と権限
　1．通常，ファクターまたはコミッション・マーチャントの権限は，売
買のために委託された商品に関する包括代理人の権限と同じである。しか
し，権限の制限が制定法によってまたは取引慣行によって加えられること
がある。そして，本人から特別の指示を受けた場合には，それからのいか
なる逸脱に対しても，厳格な責任を負わされることとなる。ファクターが
その目的のために委託された商品を販売する権限を有することには問題が
ないが，明示的に購入を指示されていなければ本人のために商品を購入す
ることはできない（1）。
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　ネットワークは，放送事業者より委託された放送時間を広告主に販売す
る権限を有しており，加盟契約において明示的に指示されている。
　2．反対の特別の契約や明示の指示がある場合を除いて，ファクターの
権限el：，取引慣行によって非常に規制されかつ制限される。言葉を変えて
言えぱ，ファクターや包括販売代理人が雇われている場での業務慣行が規
則（rule）を供給する。そして，彼を雇っている者は，商品が販売される通
常の方法でのみ販売されることを認めたと考えられる。本人が業務の慣行
を知らなかったという事実は重要ではない。ファクターに対する特定の指
示が欠如する場合においては，ファクターはその慣行を知っており，かつ
それによって規制されることを意図していたと考えられる。しかし，黙示
的授権の効果が拘束的なものであるためには，その慣行は一一般的な慣行で
なければならない。かつ，当該取引においてすべての人がその認識をもっ
て責任を負担させられうる事が全般的に確立されていなければならな
い（2）（3）。
　ネットワークの権限は，放送事業における取引慣行によって制限される。
放送事業者は，通常の販売方法でのみ販売されることを認めるものである。
ネットワーク補償やネットワーク料率変更等は，際立ったネットワーク業
務慣行である。
　3．ファクターは，技量や思慮分別で選ばれるので，交代しうる特別の
権限が本人によって与えられているのでなければ，他人に自己の権限を委
任（delegate）できない。但し，商品の売買のための受託者または代理人は，
その目的のためにブロウカーを雇うことができる。つまり，そうすること
が業務の通常である場合，または，復代理人（subagent）の選任に際して，
本人の事業経営の通常の過程が長い期間求められ，かつそのことが財産の
所有者によって承認されているところでは，代理人自身の行為として復代
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理人の行為を採用することが認められる。本人の同意または取引慣行がな
いにもかかわらずファクターが権限を委任する場合において，ファクター
に委託した商品の第三者による売買は，ファクターによる横領（c・nver・
sion）である（4）。
　ネットワークは，放送事業者の放送時間を販売する権限を他者に委任で
きない。しかし，ブロウカーである広告代理店（advertising　agency）を雇う
ことができる。つまり，ブロウカーを介在させることが放送事業における
通常の取引慣行である。
　4．通常，ファクターまたはコミッション・マーチャントへの売買目的
の商品の委託（c・nsignment）は，販売権限を伴った寄託（bailment）である。
それは，受託者（cgnsignee）への売買ではない。所有権は，その商品が善
意有償の第三者（b・6a　fide　purchaser　f・r　value）に販売されるまで委託者
（c・nsign・r）に残る。その商品はファクターの財産とはならないし，ファ，ク
ターは商品についての委託者の権利を管理しえない。特別の契約が存在し
ないときには，委託者は，売却の前において，ファクターに対．Lて前貸や
必要な費用を支払って，いつでも商品の返還を求める権利を有する。商品
は，受託者の債権者によって，受託者の債務の支払に充当されない。ファ
クターは，委託された商品における特定のまたは限定された財産権のみを
有する。すなわち，ファクターをして委託販売の目的を実行するに十分で
あり，かつ，．第三者に対して本人の利益を守るに十分な範囲においてであ
る。そして，本人に対するファクターの権利は，本人による前払金の支払，
負担した債務の本人による支払，および財産の占有を変更することにより，
いつでも破られることを免れえない。もしも，本人が第三者によって主張
された請求に屈することがないならば，ファクターが本人の所有権を否定
することは許されない（5）。
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　放送事業者によるネットワークへの放送時間の委託は，放送事業者によ
るネットワークへの売買ではない。放送時間は広告主へ販売されるまでは
放送事業者に残る。しかし，加盟契約によって，放送事業者は放送時間が
販売される前に放送時間の返還を求めることはなしえないと特約されてい
る。
　5．特約がないかぎり，ファクターは委託された商品を販売する黙示の
権利を有する。また，この目的の完成に必要であり，かつ一般的な販売権
限と矛盾しない付随的な権限をも有している。
　ファクターは，商品を自己の名前で，または本人の名前で販売しうる。
ファクターは，引渡の時期や場所や方法，商品の価格，支払の時期や方法
などの販売条件を決定する権限を持つ。本人が直接本人へ代価を支払うよ
うに買主に通知した場合は別として，ファクターは販売代価の支払を受領
する権限を有する。ファクターへの支払は，ファクターが所持金を着服し
ても本人を拘束する。
　ファクターは，委託された商品を自己の利益のために，たとえば自己の
債務の弁済のために販売する黙示の権限を有していない。そこでは，ファ
クターが自己の前貸のために商品の上にリーエンを有している事実は，重
要ではない（6×7）。
　ネットワークは，放送事業者の放送時間を，ネットワークの名前で広告
主に販売する。ネットワークは，放送時間の価格，コマーシャルの挿入時
間帯，支払の時期や方法といった販売条件を決定する権限を持つ。また，
ネットワークは販売代金を受領する権限を持つことが加盟契約によって約
定されている。
　6．明示的合意がない場合でも，ファクターまたはコミッションマーチ
ャントは，自己の労働に対する合理的な報酬を受けとる権利を有する。し
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かし，報酬に対するファクターの権利は，ファクターが誠実にそして十分
に自己に課された義務を履行したかどうかにかかっている。著しい不作為
または違法行為がある場合にはその権利を喪失する。ディラー（dealer）が，
商品に関して自己の利益の促進のためにいかなることをしたとしても，コ
ミッションマーチャントが自己に課されたすべての義務の履行を怠らなか
った場合には，契約において定められた手数料の支払義務がある（8）。
　ネットワークは，放送事業者との間の加盟契約において，報酬に関する
明示の合意を規定する。ネットワークは，広告主によって支払われた販売
代金から自己の利益および販売手数料を差し引いて，残りを放送事業者に
補償として分配する。従って，放送事業者によるネットワークへの報酬の
支払は，ネットワークが販売手数料を差し引くという形でなされる。
　7．ファクターは，本人の利益のためにファクターの雇用関係の中で誠
実になされた費用および支払額に対して，本人によって返還されるべき権
利を有する。そのような出費をファクターに返還する本人の義務は，直接
の約束から生じるものではなく，法によって（by　law）黙示された約束で
ある（9）。
　ネットワークが放送事業者のために支出した費用および支払額は，ネッ
トワークが広告主から受領した販売代金から差し引くという形でネットワ
ークへ返還されることが加盟契約において約定されている。
　第2節　ネットワークの義務と責任
　1．受託者（fiduciary）の性質の一要素は，本人に対してファクターとし
ての義務を負うこととなる点にある。それは，売主および買主に存在する
要素とは違った要素である。そこには，債務者の支払能力や支払意思を超
えた信頼がある。そこには，代理人に関する本人の信頼があり，そして，
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代理人は本人が指示するように行動しかつそのような関係から生じる義務
に忠実であるであろうという本人の信頼がある（10）（11）（12）。必然的に，ファ
クターは本人に対して誠実かつ忠実に行動するように拘束されることとな
る。ファクター嫉本人が商品の所有者であり，かつファクターの忠誠は
本人に対してのみ正当に存在すると考えるべく拘束される。誠実性こそが
代理における最高かつ最も重要な原則として認められる。この原則からの
逸脱は，授与された信頼の上では不正な行為と考えられる。ファクターは
単に契約の交渉を行うものではなく，本人のために履行を通して契約を実
行するべく義務として拘束されている（13）。
　放送事業者とネットワークとの間には，ネットワークに対する放送事業
者による信頼がある。ネットワークは，放送事業者に対して誠実にそして
忠実に行動するべく拘束されている。ネットワークは，単に放送時間の販
売交渉を行うものでなく，放送事業者のために販売契約を実行するべく義
務として拘束されることが加盟契約において約定されている。
　2．契約中に特別の規定がない場合は，ファクターは十分な注意と管理
をなす義務がある。そのような注意と管理を怠ったことによって発生した
損害に対して，ファクターには責任が生じる。ファクターに指示された商
品販売方法がファクターの判断の余地を与えるものである場合は，その判
断の誤りに対しては責任は生じない（14）。
　ネットワークは，放送事業者の放送時間の販売に関して，十分な注意と
管理をなす義務がある。ネットワークには，放送時間の販売方法について
の判断の余地が与えられている。
　3．特別の指示なしに，商品が売買のためにファクターに委託されてい
る場合は，ファクターは売買における自己の裁量権を行使しうる。もしも
ファクターが誠実にそして本人の利益に関心をもって行動するならば，売
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買の結果として負担させられたいかなる損失（1・ss）に対しても責任を負わ
されないq5）。
　ネットワークは，放送事業者の放送時間の販売に関して裁量権を行使し
うる。ネットワークが誠実に行動した結果であるならば，売買の結果とし
ての損失についての責任は負わない。
　4．ファクターが前貸や他の請求金に対して有しているリーエンがいか
なるものであろうとも，本人は，ファクターによって代理して販売された
商品の収益に対して権利を有している。そして，ファクターは自己が受領
する収益金について，本人に対して説明する義務がある（16）。
　放送事業者は，ネットワークによって販売された放送時間についての収
益に対して権利を有している。すなわち，ネットワークに対して，放送事
業者は補償を請求する権利を有する。
（1）　　32　AMERIcAN　JuRlsPRuDENcE，　2d，　§7・
（2）　Desha，　Smith＆Co．　v．　Holland，12　Ala．513（1847）．
　　「慣習についての証拠は，確定しておりかつ不変である慣行を示さなけれ
　　ばならない．もしも，それが両立せず，そしてこれを示すことに失敗する
　　ならば，慣習の有効性の確立は不十分である」
（3）　32AMERIcAN　JuRlsPRuDENcE，2d，§8・
（4）　　Id．　at　§9．
（5）　Id．　at　§10．
（6）　Diesel　Equipment　Corp．　v．　Epstein，246　La．953，169　So。2d　61，11
　A．L．R．3d　1022（1964）．
　　「ファクターまたはコミッションマーチャントは，自己に販売目的で委託
　　された財産を自己の債務のために担保に入れることはできないし，また自
　　己の債務の支払において与えることはできない」
（7）　32AMERIcAN　JuRlsPRuNDENcE，2d，§12・
（8）　　Id．　at　§17．
（g）　　Id．　at　§18．
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（10）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§424．
（11）Greely　v．　Bartlett，1Me．172（1821）．
　　「本人とファクターとの問に存在する関係は，必然的に一方の側に大きな
　　信頼を，そして他方の側に十分な配慮や注意や誠実を要求という性質のも
　　のである，もしもこれらのすべてが欠如するならば，世界の取引における
　　広範な事業は便宜をもって管理されないし，混乱からさえ保護されない」
（12）Cockrum　v．　Southern，229　Mo．　App．749，83　S．　W．2d　162（1935）．
　　「本人とファクターの関係は信託のひとつであり，ファクターをある意味
　　で本人に対する受託者（trustee）と構成する」
（13）　32AMERIcAN　JuR置spRuDENcE，2d，§25．
（14）　　Id．　at　§26．
（15）　Id，　at　§33．
（16）　　Id。　at　§40．
第5章ネットワークと代理関係
　第1節　英米法における代理
　ネットワークは，自己の名前で，放送事業者の計算において，その権限
に基づき，広告主との問で放送事業者の放送時間の販売に関する契約を締
結している。英米法において，このような場合の法律関係はファクターま
たはブロウカーであり，放送事業者の代理人である。本章においては，ネ
ットワークの私法的性格を論証すべく代理の問題を検討する。
　英米法における代理（agency）とは（1），ある者（代理人，　agent）が他の者
（本人，principal）のために行為する権限を付与された場合に生じる関係を
あらわす包括的な用語である。英米法は，直接代理と区別される取次ない
し問屋という法律概念を有しておらず，直接代理も取次（間接代理）も代
理（agency）の法領域の中にある。日本法における民事上の代理，商事上の
代理，媒介および取次などは，代理（agency）で取扱われる（2）。
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　英米法において，代理関係は代理人の明示的選任⑧，禁反言による代理
関係㈲および追認（5）によって成立する。
　代理は，代理人が第三者たる相手方と取引をなす状況によって，本人の
種類によって三つの場合に別けられる。代理人が本人の名前を示し，その
本人のために代理人として行為をすることを契約の相手方に表示した場合
が顕名的代理行為である。代理人がある人の代理人として行為することを
相手方に表示するが，その人の名前は知らされない場合が匿名本人のため
の代理行為である。代理人が代理関係の存在を表示せず，自己の名前で契
約を締結する場合が，不開示本入のための代理行為である（6）。
　顕名的代理行為がなされた場合には，代理人は，契約を締結した時点で
離脱する。それ以降は，当該契約に関して訴えまたは訴えられない。しか
し，契約当事者がこれと異なる意思を表示した場合はこの限りではない。
さらに，代理人が捺印証書上の当事者である場合，代理人が文書契約の当
事者である場合，および特定の業界における商慣習がある場合もその限り
ではない。
　匿名本人のための代理行為がなされた場合において，契約成立後，代理
人は離脱し，代理人が訴えたりまたは訴えられたりすることはない。なぜ
ならば，相手方は本人の存在を承知しており，代理人をして契約当事者と
する意思は存在しないからである。
　不開示本人のための代理行為がなされた場合には，代理人は契約に基づ
いて訴えまたは訴えられる。本人も訴えまたは訴えられうる。ただし，本
人自身の契約の強行が契約条項に違反する場合や代理人の人格が当該契約
に関して重要である場合は，本人は介入しえない。不開示の本人の存在が
判明した場合，契約の相手方は，選択によって本人または代理人を選んで
訴えうるが，双方を訴えることなできない。ファクターやブロウカーに関
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する法律関係の規律は，不開示の本人のための代理行為に関して発展して
きた法理論である（7）（8）。
（1）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§1．
（2）大塚龍児「問屋の委託実行行為により生ずる法律関係の観点から見た
　agencyの法理」r現代商法学の課題（下）』1222頁（1975）．
（3）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§15．
（4）　Id．　at§31，
（5）　　Id．　at　§82．
（6）　Id．　at§4．
（7）大塚・前掲（注2）1223頁．
（8）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§16．
　　「本人と代理人との関係は，当事者が約因を受けとらなくても成立する」
　第2節　委託販売と代理関係
　1．委託販売とは，委託者が受託者に自己の商品の販売を委託し，受託
者がこれに応えて委託者のために商品を販売することである。受託者は委
託者の代理人として行動するものとされており，両者の関係は寄託（bail－
ment）とされる。商品の所有権は委託者から第三者たる買主に直接に移転
する。商品が売れない場合には委託者に返還される。商品の滅失殿損につ
いての危険は委託者が負担する。以下においては，委託販売と代理関係に
ついて検討する。
　2．委託者が顕名された本人または匿名本人の場合，受託者が相手方と
契約を締結すれば，委託者と相手方との問に法律関係が生じる。委託者は，
当該委託契約によって権利を取得し，その契約に基づいて相手方に対して
直接請求しうる（1）。この場合，委託者は，相手方が受託者に対して有する
人的抗弁は対抗されない②。
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　委託者が不開示の本入である場合も，受託者が相手方と締結した契約に
基づいて直接に相手方に請求しうる。相手方は，代理人との契約締結時に
委託関係を知らなかったことについて対抗しえない。代理人と相手方との
契約が書面によってなされていても口頭証拠法則の適用はなく，書面上に
は本人についての記述がなくとも，本人は自分が当該契約上の本人である
ことを口頭証拠によって証明しうる。けだし，この法理は書面上の条項を
否牢するものではなく，単にその契約にもう1人の当事者を追加するにす
ぎないからである（3》。しかし，代理人が不開示本人のために行為している
ことを相手方が知っていたらその代理人とは契約を締結しなかったであろ
う場合，および相手方と代理人との間で非譲渡特約が存在する場合（4）のご
とく，不開示の本人が相手方に直接請求することが相手方を不当に害する
結果となるときは相手方への請求は許されない（5）。
　相手方が不開示の本人から請求された場合，不開示の本人の存在を知ら
ない問に代理人に対して有したすべての抗弁を本人に対抗しうる。不開示
の本入が出現して相手方に直接請求することは，相手方が本来予想しなか
ったことであり，それ故，不開示の本人が出現したときの状況で不開示の
本人の請求に応じればよいのが原則である（6）。従って，不開示の本人の存
在を知るまでに代理人となした弁済や解除は有効であり，不開示の本人は
それに拘束される。相手方が不開示の本人の存在を知る前に代理人に対し
て債権を有する場合は，相手方は不開示の本人の請求と相殺しうる（7）。
　相手方は，契約締結時に本人がいたとすれば有しているであろう抗弁を
提出しうる。また，相手方は，不開示の本人の行なった不実表示や詐欺等
の抗弁を提出しうる（8）。
　3．委託者は受託者たる代理人の行為に基づいて，相手方に対して直接
義務を負う。これは，委託者が顕名された本人の場合のみならず，匿名本
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人や不開示本人の場合も同様である（9）。
　捺印証書の場合や契約条項に基づき不開示の本人の介入が排除されてい
る場合など，本人は代理人が相手方と締結した契約に基づいて相手方を訴
えることができない場合には，相手方も委託者に訴求できず（10｝，委託者
はその旨対抗できる。
　本人は，相手方から直接請求を受けたときに当該実行行為から生じた不
実表示，詐欺，契約違反，不履行等の抗弁は相手方に対抗できる。また，
本人が相手方に対して有する債権をもっての相殺の抗弁は相手方に対抗で
きる。しかし，代理人が相手方から請求された場合に相手方に対抗しうる
ような代理人の人的抗弁は，対抗できない。代理人の未成年，破産および
代理人が相手方に対して相殺可能な債権を有している場合などがその例で
ある（ll）。
　顕名された本人および匿名本人が代理人に契約履行のために必要な金銭
を支払った場合，本人が，相手方の行為に基づいて，相手方と代理人との
問で決済がなされたと信じ，かつそう信ずるにつき過失がなく，さらに代
理人の真実に反する表示がこのような相手方の行為の誘引となっていない
場合にのみ，本人は免責される（12）。このことは，顕名された本人や匿名
本人の場合は本人が責任を負担するという建前からいって，当然といいう
る。しかし，不開示の本人の場合は，相手方は本人の信用を期待していた
わけではないので，同様に扱えるかは問題があるとされる（13）。アメリカ
の判例は（14＞，本人から代理人へ支払がなされた後の相手方の本人に対す
る請求を一切認めない立場を支持するものが多いとされる（15）。しかし，
リステイトメントは，本人から代理人への支払がなされた後も相手方は本
人に請求しうるが，相手方の本人に対する請求を認めることが正義に反す
るときはこのような請求は認められないとする立場をとる（16）。その理由
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は，本人は，代理人に対し相手方への支払証拠の提出を求めることによっ
て自己防禦が可能であり，その僻怠に対しては相手方ではなく本人がその
危険を負担することの方がより公正であるとされる点にある（17）。
　4．相手方は代理人に対して義務を負い，代理人から請求を受ける。不
開示の本人の場合は，相手方は代理人を契約当事者と考えたのであるから
当然のことである（18）。匿名本人の場合は，相手方は本人を特定すること
なく契約を締結したのであり，代理人に対して義務を負い代理人から請求
されるということも通常の推定であるといいうる（19）。匿名本人をこのよ
うに取扱う理由についてArgersinger　v．　MacNaughton事件判決は，本人
が誰であるかが不明であるのに契約するのは相手方が代理人の信用状態を
基礎に契約しているのであり，従って代理人の責任を否定することは，相
手方の権利の実現を不安定な状態におくことになるという点に求めてい
る（20）。顕名された本人の場合は，代理人は契約の当事者とはならないと
通常は推定される。しかし，取引慣行や契約条項によって代理人が当事者
となることがある。その場合には，代理人は受約当事者（party　pr・misee）
として自己の名前をもって本人のために相手方に訴求しうる（21）。こうし
た取引慣行の認められうるのは，代理人がファクターまたは競売人
（aucti・neer）の場合である（22）。
　代理人が相手方に請求してきたときに，相手方は代理人に対して有する
抗弁をもって対抗しうる。相手方が代理人に対して，他人の代理人として
行為しているのではないかと質問したのに対して，代理人が否定したよう
な場合がそれに該当し，履行を拒絶しうる（23｝。これは重大な不実表示と
なる（24）。
　代理人が相手方に請求してきたときに，相手方はさらに，本人に対して
有する抗弁をもって対抗しうる（25）。すでに本人に支払った旨の抗弁，相
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手方が本人に対して有する債権をもって相殺する旨の抗弁，本人自身へ支
払うべく請求されている旨の抗弁若くは本人によって訴えられている旨の
抗弁，または代理人の相手方に対する訴求権限の消滅の抗弁（26）などがそ
の例である。代理人が相手方に対して請求を行なったときに，不開示の本
人の場合には，相手方が本人の存在を知らない問に代理人に対して有する
こととなった債権をもって相殺をなしうる（27）。取引慣行または本人と代
理人との間の行為によって，代理人が本入のためになした契約における利
益を有する場合には，代理人は相手方に対して訴を提起しうる（28）。しか
し，代理人が契約をなすことへの補償（c・mpensati・n）として利益の配分に
対する権利を有しているというだけでは，代理人は自己の名前で訴訟を提
起する権利を有するがごとき契約における利益を有しない（29）。
　5．委託者が不開示の本人および匿名本人の場合に，相手方が代理人を
訴えうることは問題がない。従って，代理人が不開示の本人の計算で取引
をするときに代理人の計算で取引をするかの如き外観を提する場合には，
代理人は契約当事者として相手方に義務を負う（30）。匿名本人の場合には，
本人に加えて責任を負うと推定される（31）。
　代理人は，自己が相手方に対して有する抗弁をもって対抗しうるし，当
該契約から生じた抗弁をもつて対抗しうる。しかし，本人が相手方に対し
て有する抗弁は，相手方に対抗できないのが原則である。本人が同意した
場合にのみ，本人の相手方に対して有する債権をもって相殺しうる（32）。
　委託者が不開示の本人の場合には，相手方は代理人に請求することも，
また本人に請求することも可能である。しかし，代理人および本人への請
求は，相手方が選択的に行使しうるものであり，一方の履行によって他方
は消滅する（33）。しかし，一方の請求が満足を得る前に他方が消滅する場
合がある。アメリカでは，2つの救済方法があるということを知りながら
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その1つを選んだことによって他方が消滅することが選択であるという考
えに立つ（34）。一方に対してのみ請求するという相手方の表示を信頼して
その地位を変更した者は責任を免れうる（35）。相手方が一方に対する判決
を得たときは，選択があったとされる（36）。
（1）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§292：
（2）　　Id．　at　§299．
（3）田中英夫rUndisc1・sed　Principal」r英米法研究3英米法と日本法』
　　183頁（1988）．
（4）Coast　Fisheries　Co．　v．　Linen　Thread　Co．，269　F．841（D．　C．　Mass．
　　1921）；Nance　v．　Winebarger，222　S．　W．2d　231（Tenn．　App．1949）．
（5）　REsTATEMεNT（SEcoND）oF　AGENcY§304．
　　「相手方は契約の取り消しをなしうる」
　　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§303　comment　c．
　　「非譲渡特約自体が不開示の本人の介入を排除するものではない．しかし，
　　不開示の本人が存在していたならば契約締結はなかったであろうという証
　　拠にはなる」
（6）　田中・前掲（注3）190頁．
（7）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcy§§306，308．
（8）　Id．　at§308．
（9）　　Id．　at　§§144，　159，　186．
（10）　Id。　at　§§186，　187，189，191，192．
（11）　　Id．　at　§§179，　180，203．
（12）田中・前掲（注3）192頁．
（13）　田中・前掲（注3）192頁．
（14）　REpoRTER’s　NoTE　To　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§208．
（15）　Fradley　v．　Hyland，3，7　F．49（1888）；Armstrong　v．　Stokes（1872），　L．
　　R．7Ω．B．598．
（16）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§208．
（17）　REpoRTER’s　NoTE　To　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§208；Heald　v．
　　Kenworthy（1855），10　Exch。739．
（18）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§364　cQmment　b，§322．
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（19）　Id，　at§364　comment　b，§321．
（20）Argersinger　v．　MacNaughton，114　N．　Y．535，21　N．E．1022（1889）．
（21）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§364　comment　b，§320．
（22）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§364　comment　d．
　　「契約の他方当事者が，本人自身に対してでなくまた本人の他の代理人に
　　対してでなく，代理人に対して購入価格を支払うことを代理人と同意した
　　ことは，業務慣行から推定されうる．そのような業務慣行は，ファクター
　　または競売人からの購入の場合に存在する。そのような場合，代理人は自
　　己の名前で正当に訴訟を提起しうる」
　　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§364　comment　e．
　　「通常，ファクターまたは競売人は，本条で述べられた準則（rule）また
　　は372条において述べられた準則により，商品を販売した人に対して自己
　　の名前で訴訟を提起しうる．しばしば，ファクターまたは競売人は，不開
　　示の本人や匿名本人のために訴訟を行う。その場合，ファクターや競売人
　　は受約者であるから，訴訟を提起する権限は明らかである．しかし，それ
　　以外の場合において，ファクターまたは競売人は開示された本人のために
　　訴訟を行なっている．これらの場合のいくつかは，ファクターまたは競売
　　人が，商品上の前貸のために受益的利益（beneficial　interest）を有する。
　　そして，372条で述べられた準則が適用になる，しかし，ファクターまた
　　は競売人が個人的利益を有せず開示された本人のために訴訟を行う場合に
　　は，訴訟を認める理由がコメント（d）において述べられた推定によって存
　　在するときのみに代理人自身の名前による訴訟が許される」
））））））））））））??????（（（（（（（（（（（（田中・前掲 注3 194頁．
田中・前掲（注3）194頁．
REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§368．
Id．　at　§370．
Id。　at§371　comment　c．
Id。　at　§372（1｝．
Id．　at§372（2）＆comment　on　subsection（2）d．
Id．　at　§322．
Id．　at§321　comment　a．
Id．　at　§§333，334．
Id．　at　§21L
田中・前掲（注3）196頁．
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（35）　REsTATEMENT（SEcoND）oF　AGENcY§337．
（36）　　Id．　at　§§209，337．
　第3節　ネットワークの代理行為
　1．CBS加盟契約2（a）（iii》は，「販売される時間（c・mmercia且availabi且ity）
とは，ネットワーク・コマーシャル番組の中でCBSによって販売されう
る時間（aperi・d・f　time　made　available　by　CBS）」とする。つまり，ネッ
トワーク・コマーシャル番組に含まれる放送時間については，放送事業者
によって放送時間の販売に関する代理権がネットワークに付与されている
ことを示している。
　これに対して，CBS加盟契約8（c）は，「ネットワーク・コマーシャル番
組以外の放送時間に関しては，CBSおよび放送事業者は他方当事者の代
理人となりえない」とする。つまり，ネットワーク・コマーシャル番組以
外の放送時間については，放送事業者はネットワークに対して代理権を付
与していない。その代りに，放送事業者は広告代理店（レップ）に対して，
全国的広告主に対する放送時間の販売の代理権を付与しており，広告代理
店は放送事業者と広告主との間を媒介している。
　2．不開示本人の場合および匿名本人の場合には，契約の第一次的な当
事者は本人ではなく代理人である。従って，代理人が相手方を訴えること
ができるのは当然のこととされる。
　顕名された本人の場合には，代理人は契約の当事者とはならないと推定
されるのが通常である。しかし，契約の条項によりまたは取引の慣行によ
って代理人が契約当事者となることがある。その場合には，代理人は受約
当事者（party　pr・misee）として自己の名をもって契約に基づき本人のため
に相手方を訴求しうる。このような取引慣行の存在するのは，代理人がフ
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アクターまたは競売人の場合であるω。ファクターまたは競売人は，自己
の名前で相手方に請求しうる。ブロウカーは，自己の名前で相手方に請求
しえない。
　放送事業者の代理人であるネットワークは，相手方である広告主に対し
て放送事業者の放送時間を販売するに際し，本人である放送事業者の名前
を必ず開示する。つまり，放送事業者は顕名された本人である。広告主は，
公衆への接近（アクセス）の媒体手段として放送時間を購入する。広告主
の意図するところは，広告主コマーシャルの視聴者数の最大化である。そ
こでは，広告主コマーシャルがいかなる放送局で放送されるのかが広告主
の最大の関心事となる。放送される放送局が開示されることによって，広
告主は接近しうる公衆の範囲を確定しうることとなる（2）。ネットワごクが，
放送時間を広告主に販売するに際し，放送される放送局を開示しないとい
うことは放送事業においては絶対にありえない。
　本人たる放送事業者が開示される場合には，代理人たるネットワークは
契約の当事者とはならないはずである。しかし，ネットワーク取引慣行や
ネットワーク加盟契約条項によって，ネットワークは契約当事者となる。
ネットワークは，自己の名で相手方に請求しうる。このような取引慣行が
存在するのはファクターである。ブロウカーにはそのような取引慣行は存
在しない。
　ネットワークと放送事業者との間の取引関係を検討する限りにおいては，
ネットワークの法的性格がファクターであるかそれともブロウカーである
かは，一義的に決しがたい面がある。しかし，ネットワークと放送事業者
との取引関係を，広告主との関係において，代理法に基づいて検討するな
らば，ネットワークの法的性格はファクターであるといいうる。
一145一
〔論　説〕
（1）　REsTA丁EMENT（SEcoND）oF　AGENcY§364　comment　d．
（2）　SHERILYN　K．　ZEIGLER＆HERBERT　H．　HowARD，　BRoADcAsT　ADvERTIslNG　43
　（3d　e（董．　1991）．
第4編　公法規制についての私法分析
第1章　番組の独占的供給および
　　　　独占的受給契約を禁止する規定に関する私法分析
　1．連邦通信委員会規則73．658（a）は，ネットワークによるネットワー
ク番組の独占的供給を禁止する。同規則73．658（b）は，加盟局によるネッ
トワーク番組の独占的受給を禁止する。これらの規則の規制趣旨は，独占
を是認する排他的契約の存在が競争を阻害する結果，公共の利益に反する
こととなる点にある。従って，（a）項と（b）項とは，独占的供給の禁止と独
占的受結の禁止という独占禁止に関する表裏の関係を示している。
　しかし，委員会はrSupplemental　Report』（1）において加盟局に先買権
（first　call）を認めた。その結果，（a）項に規定された独占的供給の禁止およ
び（b）項に規定された独占的受給の禁止は，一定の範囲で緩められたわけ
である。rバロー報告』は，「先買権については制限されるが，しかし正当
な業務であるとネットワーク調査スタッフは考える。もしも先買権が完全
に禁止されるのであれば，ネットワークは他の番組供給業者と同じになっ
てしまう」②と述べて先買権の存在を評価する。
　2．私法の視点から同規則（a）項と（b）項との関係を見るならば，公法的
視点とは異なった分析が可能となる。
　（a）項のもつ私法的意味は，番組受給者である加盟局（3）が番組供給者で
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あるネットワークに関する選択の自由を確保する点にある。（b）項のもつ
私法的意味は，番組供給者であるネットワークが番組受給者である加盟局
に関する選択の自由を確保する点にある。従って，（a）項と（b）項とは，契
約締結の相手方選択の自由を確保する点で表裏の関係を示している。
　しかし，委員会は加盟局に先買権を認めており，私法的意味においても
契約締結の相手方選択に関して修正を加えている。売買において，売主が
ある者に対して先買権を付与し，他方で第三者との売買交渉に入る場合，
先買権者が第三者の提示した条件で契約締結を希望する限り売主は先買権
者と契約を締結する義務を負う。すなわち，先買権者が先買権を行使しな
い場合にのみ売主は第三者と契約を締結しうる。
　先買権においては，まず第一に，売主が先買権を付与することによ’り，
相手方は先買権者となる。そして，先買権者は契約を締結するか否かの選
択権を有することとなる。先買権の付与を公法的視点から見るならば独占
的供給の排除を意味する。なぜならば，先買権者は契約を締結しないとい
う選択をなしうるのであり，この場合は独占的供給を不可能とするからで
ある。第二に，先買権者が契約締結を選択すれば売主は契約締結義務を負
うが，先買権者が契約締結を選択しなければ売主は契約締結義務は生ぜず，
売主は第三者との契約締結権を有することとなる。売主の第三者との契約
締結権を公法の視点から見るならば，独占的受給の排除を意味する。なぜ
ならば，売主は受給者たる買主に関して選択をなしうるのであり，独占的
受給は不可能となるからである。従って，私法の視点から見るならば，先
買権を媒介とすることにより，（a）項は先買権行使の要件を担保しており，
（b）項は先買権行使の効果を担保しているともいいうる。
（1）　SuppLEMENTAL　REpoRT　5．
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（2）　BARRow　REpoRT　274．
（3）ネットワーク番組を放送するアメリカ各地の放送局に関して，公法規制
　　を行う連邦通信委員会規則は「加盟局」（affiliate）またはテレビジョン放
　送局（television　broadcast　station）と表記し，　CBSネットワーク加盟契
　約は「放送事業者」（broadcaster）と表記する．本章では用語の統一のた
　　めに，「加盟局」という表記を私法問題にも用いた．
第2章ネットワークによる代理行為禁止規定と
　　　　プライムタイム・アクセス・ルール規定との私法関係
　1．連邦通信委員会規則73．658（i）は，ネットワークが加盟局を代理し
て非ネットワークタイム（n・n－netw・rk　time）の販売をすることを禁止する。
その規制趣旨は，ネットワークとネットワーク加盟局とが全国的スポット
市場において競争関係にあるために，ネットワークが加盟局を代理して非
ネットワークタイムの販売を行うことは利益の抵触を生じさせることとな
る点にある。
　同規則（k）は，全米上位50市場にある全国的テレビジョンネットワーク
（nati・nal　televisi・n　netw・rk）の直営局および加盟局が，プライムタイムの
4時間の中で3時間を超えて全国的テレビジョンネットワークから番組の
提供（presentati・n）を受けることを禁止する。その規制趣旨は，部分的に
はファーストラン・シンジケーション番組の制作者によるネットワーク番
組に対する競争の増大，およびネットワークがネットワーク番組の制作者
に行使する市場支配力の縮減にある。また部分的には，加盟局による自主
番組の制作能力強化にある。
　同規則（i）項と（k）項との関係を規制趣旨から検討するならば，両項は異
なった規制目的を有しており，共通する規制趣旨は存在しない。なぜなら
ば，（i）項はネットワークによる放送時間販売についての規制であり，（k）
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項はネットワークによる番組供給についての規制だからである。
　2．私法の視点から同規則（i）項と（k）項との関係を見るなちぱ，公法的
視点とは異なった分析が可能となる。
　同規則（i）項のもつ私法上の意味は，ネットワークが非ネットワークタ
イムにおいて加盟局を代理して代理行為をなしえない点にある。ネットワ
ークタイムにおいては，ネットワークは加盟局の代理人であり，代理人と
して広告主に対し加盟局の放送時間の販売を行なう（1）。しかし，非ネット
ワークタイムにおいては，ネットワークは加盟局の代理人ではなく②，代
理人として広告主に対し加盟局の放送時間の販売をなしえない。なぜなら
ば，非ネットワークタイムにおいては，ネットワークは加盟局によって加
盟局の放送時間の販売に関する代理権を付与されていないからである。
　同規則（k）項のもつ私法上の意味は，プライムタ・fムの内の1時間につ
いては，ネットウークは加盟局の代理人として代理行為をなしえない点に
ある。プライムタイムの中の3時間はネットワークタイムであり，ネット
ワークはネットワーク番組の供給を通して加盟局の放送時間を広告主に販
売する代理権を有する代理人である。しかし，プライムタイムの中の1時
間は非ネットワークタイムであり，ネットワークはネットワーク番組供給
をなしえず，その結果ネットワーク番組を通して加盟局の放送時間を広告
主に販売することはできない。すなわち，プライ4タイムの中の1時間に
ついては，ネットワークは加盟局から代理権を付与されておらず，加盟局
の代理人ではない。
　私法的視点から見るならば，同規則（1）項は非ネットワークタイムに関
してネットワークが加盟局の代理人ではないことを述べ，同規則（k）項は
プライムタイム内の1時間に関してネットワークが加盟局の代理人でない
ことを述べている。すなわち，同規則（i）項と同規則（k）項とは，ネットワ
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一クタイム以外の時間についてはネットワークは加盟局の代理人ではない
ことを述べる点で，まったく同一の私法概念に立脚している。
（1）　CBS　Affiliation　Agreement　2（a）．
（2）　　Id．　at　8（c）．
第3章　ネットワークによる代理行為の禁止規定と
　　　　料率決定の禁止規定との私法関係
　1．連邦通信委員会規則73．658（i）は，ネットワークが加盟局を代理し
て非ネットワークタイムを販売することを禁止する。同規則（h）項は，ネ
ットワークが，ネットワーク番組以外の放送時間の販売に関する加盟局の
放送料率を決定することを禁止する。その規制趣旨は，ネットワーク番組
以外の放送時間の販売において，ネットワークによる加盟局放送料率の設
定および変更は，全国的広告主との関係でネットワークと加盟局との問の
競争を妨げることとなり，ひいては加盟局の競争力を低下させる結果とな
って，公共の利益に反することとなる点にある。
　同規則（i）項と（h）項との関係を規制趣旨の視点から検討するならば，全
国的広告主への放送時間の販売に関してネットワークと加盟局とは競争関
係にあるため，両者の競争を阻害することとなるネットワーク行動を規制
することを目的とする点において，（i）項と（h）項とは同一の規制趣旨に立
脚している（1）。
　2，私法の視点から同規則（i）項と（h）項との関係を見るならば，公法的
視点とは異なった分析が可能となる。
　同規則ω項のもつ私法上の意味は，非ネットワークタイムの販売にお
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いてネットワークは加盟局を代理して代理行為をなしえない点にある。同
規則（h）項のもつ私法上の意味は，ネットワーク番組以外の放送時間の販
売に関して，ネットワークは加盟局を代理して加盟局の放送料率の設定お
よび変更をなしえないという点にある。ネットワーク番組の放送時間の販
売においては，ネットワークは加盟局の代理人であり，広告主に対する加
盟局の放送時間の販売に関して，販売条件を決定する権限を有している。
従って，加盟局の放送料率を設定および変更しうる②。それに対して，ネ
ットワーク番組以外の放送時間の販売においては，ネットワークは加盟局
の代理人ではなく，広告主に対する加盟局の放送時間の販売に関して，販
売条件を決定する権限を有しない。従って，ネットワークは加盟局の放送
料率を設定および変更しえない（3）。
　従って，私法の視点から見るならば，同規則（1）項は，非ネットワーク
タイムの販売に関して，ネットワークは加盟局の代理人とはなりえないこ
とを述べており，同規則（h）項は，ネットワーク番組以外の放送時間の販
売における放送料率に関して，ネットワークは加盟局を代理して代理行為
をなしえないことを述べている。このことは，ネットワークタイムの販売
を除いては，ネットワークは加盟局の代理人とはなりえないことを述べて
いる点において，同規則（i）項と同規則（h）とは同一の私法概念に立脚して
いることを示している。加えて，同規則（h）項は，伺規則（i）項のもつ私法
上の意味を側面から述べている。すなわち，ネットワークが非ネットワー
クタイムにおいて代理権を有しない結果として，ネットワークは放送料率
決定権を当然に有しないとする。
（1）STANLEY　M．　BEsEN　ET　AL．，　MlsREGuLATlNG　TELEvlsloN　35（1984）．
（2）　32AMERIcAN　JuRlspRuDENcE，2d，§26．
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（3）　CBS　Affiliciation　Agreement’2（a）（ii）．
第4章オプションタイム条項に関する私法分析
　第1節　オプションタイム設定以前の契約関係
　CBSの前身であるユナイテッド・インディペンデント放送の設立目的
は，ローカルラジオ局の放送時間を買い（buy），広告主に売る（se11）こと
であった。ユナイテッドは1927年9月にネットワーク運用を開始するに
あたり，その最初の契約において，16の加盟局から1週間につき10時間
の放送時間を1時間につき50ドルで公然と購入した（purchase）（1）。しか
し，ユナイテッドはこの契約によって大きな損失を出した。というのは，
10時間の番組編成をなすについての広告を必ずしも確保できなかったか
らである。3ヶ月後にユナイテッドはその加盟契約を変更した。
　以上の事実から三者の法律関係を検討するならば，加盟局は自己の放送
時間をネットワークに売却するところの放送時間の売主であり，ネットワ
ークは買主である。ネットワークは購入した放送時間を広告主に転売して
おり，転売業者である。従って，ネットワークと加盟局との間の契約関係
は売買契約であり，ネットワークと広告主との間の契約関係も売買契約で
ある。広告主からネットワークへ支払われる代金は売買の対価であり，ネ
ットワークから加盟局へ支払われる代金も売買の対価である。ユナイテッ
ドと加盟局との契約が売買契約であったために，ユナイテッドは，広告主
との間で売買契約を締結しえなかった放送時間についての損失を負担する
こととなったのである。
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　第2節　オプションタイム契約の採用
　1．1927年12月，ユナイテッドは新しい契約の下で，1週間につき10
時間の番組供給を加盟局に約束し，その内少なくとも半分は広告主提供番
組とするというものであった。それに加えて，新しい契約t＃i特に明記され
た追加の20時間のオプションを30日の予告をもってユナイテッドに認め
ることによって，オプションタイムの業務慣行を取り入れた。その結果，
ユナイテッドは自己の放送予定に広告主提供番組を加えるときは，販売し
うる加盟局の放送時間を容易に取得した。
　NBCは，1933年にタイム・オプショニングを開始した。それには，
NBCが，明記された一定の放送時間について，28日の予告をもって，加
盟局の放送時間を広告主提供ネットワーク番組のために優先的に先買
（preempt）しうるとする条項が含まれていた（2）。その結果，　NBCネットワ
ークの加盟局は，NBCが当該放送時間を買いたいという通知を28日前ま
でに行なわない場合においてのみ，オプションされた放送時間を使用しえ
た。このことは，所有する放送時間を加盟局自身が販売する（t・sell　their
ow．　time）という加盟局の能力を著しく制限した（3）。その範囲で，オプシ
ョンタイムは，加盟局自身が広告主提供番組に対して有効に契約をなすこ
とを不可能にした（4）。
　2．加盟テレビ局の放送時間についてのオプションをネットワークに与
える契約とは，ネットワークが番組の放送に当該予定時間を使うことに同
意を与える前に加盟局が番組放送時間の予定を決めることを妨害すること
となる契約，またはネットワークが当該時間の使用を求めるときにすでに
加盟局の放送予定が決まっている放送時間についての解放（clear）を要求
する契約をいう（5）。
　契約法上，被申込者が，一定期間申込を撤回しないという約束に対して
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約因を提供すれば，申込は撤回しえなくなる。その場合，被申込者は，申
込を承諾して契約を成立させるか，または申込を承諾することなく契約を
成立させないかの選択をなす権限をもつ。この契約成立についての選択権
がオプションであり，オプションを成立させる契約がオプション契約であ
る。従って，オプションとは，一定期間内にあらかじめ決められた価格で
商品などを売りまたは買う権利といいうる（6）。
　ネットワーク加盟契約のオプションタイム条項により，ネットワークは，
一定の予告期間をもって，加盟局の放送時間の販売申込みを承諾して契約
を成立させるか，または申込を承諾することなく契約を成立させないかの
選択権を有することとなった。ネットワークが広告を確保しえたときは，
申込を承諾して契約を成立させた。広告を確保しえなかったときは，申込
を承諾せずに契約を成立させなかった。
　オプションタイムの業務慣行の下においても，ネットワークと加盟局と
の問の契約関係は売買契約であった。ネットワークと広告主との間の契約
関係もまた加盟局の放送時間を転売する売買契約であった。広告主からネ
ットワークに支払われる代金は売買の対価であり，ネットワークから加盟
局へ支払われる代金（c・mpensati・n）もまた売買の対価であった。オプショ
ンタイムの導入により，ネットワークは，広告主との間の契約不成立によ
り生じる損失を回避しうることとなった。
　このような法律関係の下においては，加盟局に対するネットワークによ
る申込は当該ネットワーク番組の供給申込であり，ネットワークに対する
加盟局による承諾はネットワークによる番組供給の承諾であった。しかし，
この承諾という意思の表明は，同時に，ネットワークに対する加盟局によ
る当該放送時間の販売の申込という性格をも併有した。そのために，加盟
局放送時間に関して，ネットワークは，承諾して契約を成立させるか否か
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の選択権を有するオプション契約をなしうることとなった。
　ネットワークと加盟局との問の契約関係が売買契約であることは，ネッ
トワークが加盟局の放送時間を一括して広告主に販売することを容易にし
た。このネットワークによる販売方式がマスト・バイ方式であった。
　第3節オプションタイム契約の禁止
　1．1963年，連邦通信委員会は，加盟テレビ局の放送時間のオプション
をネットワークに与える契約，またはそれと同様の制限的効果を有する契
約を加盟局が締結することを禁止した（7）。その趣旨は，オプションタイム
が限定された放送施設への競争的接近に関して問題を深刻なものにするの
であり，それは公共の利益に反する点にあった（8）。そして，オプションタ
イムの廃止は，加盟局が番組へのより大きな自由を持つこととなり，地方
広告主はネットワーク広告主との競争が可能となり，独立番組供給業者は
ネットワークと競争する機会をもつことになるとされた（9）。
　オプションタイム条項の完全禁止の結果，CBSは放送予定に広告主提
供番組を加えようとしても，加盟局の放送時間を取得しえなくなった。そ
して，加盟局に対して広告主提供番組の放送を要求できなくなった。
　NBCは，加盟局の放送時間を広告主提供ネットワーク番組のために優
先的に先買をすることが不可能となった。加盟局は，自己の所有する放送
時間を販売する能力に対する制限が除かれ，加盟局自身が広告主提供番組
に対して有効に契約をなすことを可能にした。
　2．連邦通信委員会によるオプションタイム契約の禁止という公法規制
は，ネットワークをして放送時間の販売に関する加盟局の申込を承諾して
契約を成立させるか，または申込を承諾せずに契約を成立させないかの選
択権を喪失させた。ネットワークは，一定の期間内に加盟局から放送時間
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を買う権利を失った。
　オプションタイム契約の禁止という公法規制は，加盟局の放送時間の販
売に関する私法上の法律関係を一変させることとなった。ネットワークは，
加盟局の放送時間の買主としての地位および広告主への転売者としての地
位に立つことができなくなった。なぜならば，オプションを喪失したネッ
トワークがユナイテッドの最初の契約の下で売買契約を行なうことは，ネ
ットワークが加盟局の放送時間を買い取ることとなり，その結果，広告主
提供番組として広告主との問で放送時間の売買契約を成立させることがで
きないときはその損失を負担することとなるからであった。オプション契
約の禁止という公法規制の結果，ネットワークと加盟局との問の契約関係
は売買契約ではありえなくなり，ネットワークと広告主との問の契約関係
も売買契約ではありえなくなった。
　ネットワークは，従来のオプションを有する売買契約上の地位と同様の
効果を収めうる三者間の法律関係を摸索した。その結果，ネットワークが
到達したのが委託販売契約であった。すなわち，加盟局はネットワークに
加盟局の放送時間を委託し，ネットワークは委託された加盟局の放送時間
を広告主へ販売するもので，放送時間の所有権は加盟局から広告主へ直接
移転するものであった。その結果，加盟局の法律上の地位は委託者（c・n－
sign・r）となり，ネットワークの地位は受託者（consignee）となった。
　ネットワークと加盟局との間の放送時間に関する委託販売契約（c・nsign－
ment）において，対外的には，ネットワークはネットワークの名前で加盟
局の計算において加盟局の放送時間を広告主に販売する権限が与えられた。
その意味で，ネットワークは加盟局の代理人（egent）であり，加盟局は本
人（principal）であり，広告主は相手方であった。委託販売契約において，
対内的には，両者の関係は寄託（bailment）であって，ネットワークは受寄
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者（bailee）であり加盟局は寄託者（bail・r）であった。このような委託販売
に基づく法律上の地位にあるものは，英米法上はファクターである。ネッ
トワークは，その法的性格を加盟局の放送時間の転売業者からファクター
に変じることにより，オプションタイム禁止以前とほぼ同様の取引上の地
位を確i保することに成功した。委託販売契約に関して，統一商事法典は返
還権付売買（sale・r　return）（10）とよんでおり，委託された商品はあたかも
売買契約が存在したかのごとき外観を提することとなった。従って，ネッ
トワークと加盟局との問の契約関係が売買契約から委託販売契約に変って
も，それは私法上の法律構成に変更が生じただけのことであり，放送時間
の販売という事実の側面に着目ずれば当事者の関係にはほとんど変化はな
く，放送時間は加盟局からネットワークへ売買されたかのごとき外観を提
した。広告主からネットワークに支払われる代金は加盟局の放送時間の委
託売買に基づく対価であり，ネットワークから加盟局に支払われる代金
（c・mpensati・n）（11）は加盟局の放送時間の価格からネットワークの売買手数
料を差引いたものである。
　このような法律関係の下においては，加盟局に対するネットワークによ
る申込は，当該ネットワーク番組の供給申込と当該加盟局時間の委託販売
の申込という2つの性格を併有する。そして，ネットワークに対する加盟
局による承諾は，ネットワークによる番組供給の承諾とネットワークによ
る加盟局放送時間についての委託販売の承諾という2つの性格を併有する。
　ネットワークの法律上の地位が，加盟局の放送時間の販売に関して，転
売業者から代理人へと変化したことは，ネットワークの広告主に対する販
売方式にも変更を生じさせることとなった。加盟局の代理人にすぎないネ
ットワークは，放送時間の所有者ではないがゆえに，放送時間を一括して
広告主に販売することが以前よりも困難となった。その結果，一括販売で
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あるマスト・バイ方式は自発的に廃止された（12）。
（1）　REpoRT　oN　CHAlN　BRoADcAsTING　36．
（2）　Id．　at　37．
（3）　Id．　at　63．
（4）　　Id．　at　63．
（5）　47C．　F．R．§73．658（d）（1991）．
（6）　BLAcK’s．　LAw　DIcTloNARY　1094（6th　e（1．1990）．
（7）　47C．F．R．§3．658（d）（1991）．
（8）　BARRow　REpoRT　392．
（g）　Id．　at　398．
（10）　UMFoRM　CoMMERclAL　CoDE§2－326。
　　〔1）引渡された物品が契約に適合しているときであっても，買主が引渡さ
　　　れた物品を返還することができるときは，別段の合意がない限り，
　　　（a）省略
　　　（b）その物品が主として転売のために引渡されるのであれば，その取引
　　　　は「返還権付売買」（sale　or　return）である．
　（2｝物品が売買のためにある者に引渡され，かつ，その者が，その売買に
　　　含まれる種類の物品の取引を，引渡をする者の名以外の名のもとに行
　　　なっている営業所を設けている場合には，営業を行なっている者の債
　　　権者の請求権に関しては，その物品は返還権付売買によったものとみ
　　　なされる．本項の規定は，支払もしくは転売があるまで引渡をなす者
　　　に所有権を留保しようとする合意があるとか，または「委託として」
　　　（on　consignment）もしくは「覚書で」（on　memorandum）というよ
　　　うな言葉を使った合意があるときであっても，適用がある．ただし，
　　　本項は，以下の場合には適用がない．
　　　（a）委託者の利益等は署名により証明されるべき旨を定めている法規の
　　　　適用がある場合において，引渡をなす者が，それを遵守していると
　　　　き
　　　（b）営業を行なっている者が，他人の物品の売却に相当程度従事してい
　　　　るということがその債権者にとって広く一般に知られていることを
　　　　引渡をなす者が証明するとき
　〔4）売買契約中の「返還権付」条項は，詐欺防止法に関す『る本編の規定
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　　　（2－201条）の別の売買契約として取扱われるべきであり，また，口
　　　頭証拠または外部証拠に関する本編の規定（2－202条）の適用につい
　　　ては，その契約が売買であることと矛盾するものとして取扱われるべ
　　　きものである，
（11）　CBS　Affiliation　Agreement　2（a）・
（12）　LouIs　B．　ScHwARTz　ET　AL．，　ANTITRusT　686（6th　ed．1983）．
　　　　　　第5章ネットワークによる放送時間の販売と
　　　　　　　　　　広告代理店による放送時間の販売
　1．ネットワークと広告代理店とは，放送時間を販売するという同一の
業務に携わっている。しかし，両者の公法上の規制の程度は異なっており，
連邦通信委員会規則は次のように規定している。
　同規則73．3613は，「商業放送または非商業放送のAM・FM・TV・国
際放送の免許を受けた者または許可を受けた者は，文書作成から30日以
内に次の契約の複写を連邦通信委員会に提出しなければならない」とし，
同規則（a）項は，「放送局とネットワークとの間のネットワーク加盟契約偶
文書にまとめられ，かつ提出されなければならない」とする。
　それに対して，同規則（d）項は，「タイム・ブロウカー（time　broker）と
の放送時間の販売に関する契約は提出される必要がないが，しかし当該放
送局において保管されなければならないし，また連邦通信委員会の要求に
基づき調査の用に供されねばならない」と規定する。
　ネットワークとタイム・ブロウカーとの公法上の取扱の違いは，両者の
放送産業への影響力の差に求められる。さらに，ネットワークは放送時間
の販売のみならずネットワーク番組の供給をも行うのであり，業務内容の
違いにも求められる。
　2．ネットワークとタイム・ブロウカーとの公法上の取扱いの相違は，
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私法の視点からは次のように分析しうる。
　ネットワークは，ネットワーク番組に含まれる加盟局の放送時間を広告
主に販売する。その際，加盟局の放送時間はネットワークに委託され，ネ
ットワークの管理の下におかれる。タイム・ブロウカーは，非ネットワー
クタイムやネットワーク番組以外の放送時間を広告主に販売する。その際，
放送時間がタイム・ブロウカーに委託されるものではない。
　つまり，ネットワークとタイム・ブロウカーとは，放送局の放送時間に
対する干与の程度に差がある。この両者の私法上の性格の違いが，放送局
に対する両者の影響力の差となって現われ，それが両者の公法上の規制の
違いを生じさせている。
第6章　公法規制と契約自由
　契約に対する公法的影響は無限の種類がある。契約条項に対する公法的
規制に関していえぱ
　　（i》契約が社会的・経済的平等に反するかぎりにおいて，強行規定を
　　　　設けて契約を無効とする
　　（ii）制定法により，契約条件を強行的条項として挿入する
　　（iii）約款を国家監督に収め，認可等を通じて契約の条項を変える
　　（iv）標準契約の条項を修正する立法的・司法的規制を行う
等があるとされる（1）。ネットワーク加盟契約の規制は第三類型に当る。
　アメリカにおいては放送規制の緩和が進みつつあるといわれる。1982
年にマーク・ファウラーが「放送規制に対する市場アプローチ」（2＞を発表
して以来，連邦通信委員会は明らかに規制緩和の方向で放送行政を行なっ
ている。さらに，放送概念そのものを狭くとらえようとしている。ネット
ワークに関しては，連邦通信委員会規則が変更され，契約期簡についての
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規定は留保（reserved）となり，フィンシン・ルールは1991年に修正され
ている（3）。
　放送規制の緩和を私法的に見るならば，それは契約自由の原則がより広
く認あられることを意味する。放送規制の緩和は，ネットワーク加盟契約
の内容に対しても私法上の影響を与えることとなろう。
（1）木下毅rアメリカ私法』142頁（1988）．
（2）　Fowler＆Brenner，　A　Marketplace　Approach　to　Broadcast　Regulation，
　60TEx．　L，　REv．207，221－26（1982）．
（3）　47C．F．R．§§73．659，73．660，73．661，73．662（1991）．
第7章　公法規制に対する私法分析のもっ意味
　放送法制研究は公法における研究分野であり，公法学者によって研究が
積み重ねられてきた。しかし，筆者は一貫して私法の立場から放送法制を
研究してきた。
　私法の立場から放送法制を研究することの必要性は次の点にある。
　　（i）アメリカおよび日本においては，商業放送および民間放送が事実
　　　　上も法律上も大きな意味をもつこと
　　㈲　放送制度の基礎には放送ネットワークが存在しており，それが私
　　　　法上の契約によって成立していること
　従って，私法の視点からの放送法制研究は，公法の視点からの研究と相
侯って，放送法制研究をより緻密なものへと高めることとなるものと確信
する。
（博士後期課程修了）
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